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平 成 2 5 年 第 １ 回

沖縄県議会（定例会）

開会の日時、場所

平成25年３月15日（金曜日）

午前10時７分開会

第７委員会室

委員長 仲 村 未 央さん 中 川 京 貴君

副委員長 具志堅 透君 中 川 京 貴君

委 員 桑 江 朝千夫君 仲 田 弘 毅君

委 員 崎 山 嗣 幸君 新 里 米 吉君

委 員 赤 嶺 昇君 新 垣 清 涼君

委 員

委 員 前 島 明 男君 西 銘 純 恵さん

委 員 嘉 陽 宗 儀君 呉 屋 宏君

委 員 比 嘉 京 子さん

委員外議員

又 吉 清 義君 中 川 京 貴君

新 垣 良 俊君 新 垣 安 弘君

欠席委員

砂 川 利 勝君 座喜味 一 幸君

照 屋 守 之君 嶺 井 光君

説明のため出席した者の職、氏名

環 境 生 活 部 長 下 地 寛 君

環 境 政 策 課 長 大 浜 浩 志 君

環 境 保 全 課 長 上 原 栄 淳 君

環 境 整 備 課 長 古 謝 隆 君

自 然 保 護 課 長 富 永 千 尋 君

県 民 生 活 課 長 渡真利 雅 男 君

生 活 衛 生 課 長 阿 部 義 則 君

平和・男女共同参画課長 原 田 直 美 さん

福 祉 保 健 部 長 崎 山 八 郎 君

福 祉 企 画 統 括 監 垣 花 芳 枝 さん

保 健 衛 生 統 括 監 国 吉 広 典 君

福祉保健企画課長 金 城 武 君

福 祉 ・ 援 護 課 長 大 村 敏 久 君

青少年・児童家庭課長 山 城 秀 史 君

青少年・児童家庭課
仲 村 到 君

保 育 対 策 室 長

障害保健福祉課長 金 城 弘 昌 君

医 務 課 長 平 順 寧 君

健 康 増 進 課 長 国 吉 秀 樹 君

国民健康保険課長 仲 村 加代子 さん

薬務疾病対策課長 上 里 林 君

病 院 事 業 局 長 伊 江 朝 次 君

病 院 事 業 統 括 監 呉 屋 幸 一 君

県 立 病 院 課 長 嘉手納 良 博 君

県立病院課医療企画監 篠 崎 裕 子 さん

北 部 病 院 長 上 原 哲 夫 君

中 部 病 院 長 宮 城 良 充 君

南部医療センター・
我那覇 仁 君

こども医療センター院長

精 和 病 院 長 伊 波 久 光 君

宮 古 病 院 長 安谷屋 正 明 君

八 重 山 病 院 長 松 本 廣 嗣 君

総 務 部 財 政 統 括 監 仲 本 朝 久 君

本日の委員会に付した事件

１ 甲第１号議案 平成25年度沖縄県一般会計予算

２ 甲第６号議案 平成25年度沖縄県母子寡婦福祉

資金特別会計予算

３ 甲第21号議案 平成25年度沖縄県病院事業会計

予算

3ii4

○仲村未央委員長 ただいまから予算特別委員会を

開会いたします。

甲第１号議案、甲第６号議案及び甲第21号議案の

３件を一括して議題といたします。

本日の説明員として、環境生活部長、福祉保健部

長、病院事業局長及び各沖縄県立病院長の出席を求

めております。

まず初めに、環境生活部長から環境生活部関係予

算の概要説明を求めます。

下地寛環境生活部長。

○下地寛環境生活部長 それでは、環境生活部所管

の平成25年度一般会計及び特別会計歳入歳出予算の

概要について、お手元にお配りしております平成25

年度当初予算説明資料〈抜粋〉に基づき御説明した

いと思います。

それでは、説明資料の１ページをお願いいたしま

す。

予算特別委員会記録（第４号）
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まず初めに、歳入予算から御説明いたします。

各項目の予算の上段の括弧書きに環境生活部所管

分を記載しております。

一番下の行になりますが、平成25年度一般会計歳

入予算の合計6988億2500万円のうち、環境生活部に

係る歳入予算額は23億7762万8000円で、前年度当初

予算額に比べ４億8856万円、率にして25.9％の増と

なっております。

その主な要因は、(款)国庫支出金に係る沖縄振興

特別推進交付金及び地域経済活性化・雇用創出臨時

交付金の増などによるものであります。

それでは、歳入予算の主な内容について、御説明

いたします。

２ページをお願いいたします。

まず、上から３行目、民生費負担金１億9925万7000

円の内容は、災害救助費負担金、東日本大震災に係

る災害救助法第35条に基づく被災県への求償であり

ます。

その３行下の総務使用料5938万7000円の主な内容

は、平和祈念資料館の観覧料であります。

次に、３ページをお願いいたします。

一番上の行の証紙収入２億9094万1000円の主な内

容は、と畜検査手数料、営業許可申請手数料、廃棄

物関係の許可申請などの各種手続に伴うものであり

ます。

４行下の国庫補助金15億9160万6000円は総務費・

民生費・衛生費国庫補助金から成り、その主なもの

は、子や孫につなぐ平和のウムイ事業、バイオマス

資源活用システム構築事業、サンゴ礁保全再生事業

などに係る沖縄振興特別推進交付金であります。

さらに、４行下の委託金5823万6000円は総務費・

衛生費委託金から成り、その主な内容は人権擁護思

想普及啓発活動などに係る国庫委託金であります。

４ページをお開きください。

まず、上から４行目になります利子及び配当金1208

万6000円の主な内容は、環境保全基金及び災害救助

基金の預金利子などであります。

その６行下になります基金繰入金１億1792万3000

円の主な内容は、消費者行政活性化基金繰入金、産

業廃棄物税基金繰入金などであります。

５ページをお願いいたします。

上から４行目の環境生活受託事業収入2213万1000

円の主な内容は、動物愛護管理センター受託金、衛

生環境研究所受託金であります。

その５行下の衛生債1280万円の内容は、石綿健康

被害救済制度推進事業に係る県債であります。

以上で、歳入予算の概要説明を終わります。

続きまして、歳出予算について御説明いたします。

６ページをお願いいたします。

款ごとで見ますと、環境生活部の予算は14の款の

うち、括弧書きで表示しております２の総務費、３

の民生費、４の衛生費、７の商工費、12の公債費の

５つの款から成っており、合計54億8494万4000円と

なっております。

７ページをお願いいたします。

部局別の資料で見ますと、上から５行目になりま

す平成25年度の環境生活部の歳出予算額は54億8494

万4000円で、前年度当初予算額と比較しまして９億

106万7000円、率にしまして19.7％の増となっており

ます。

その主な要因は、(款)衛生費などに係るバイオマ

ス資源活用コージェネレーションシステム構築事業

などの沖縄振興特別推進交付金事業や、公共関与に

よる管理型最終処分場の事業費用の増によるもので

あります。

それでは、歳出予算の主な内容について御説明い

たします。

８ページをお願いいたします。

上から４行目になります(款)総務費(目)諸費52億

8335万1000円のうち、環境生活部に関するものは３

億1308万6000円で、平和行政に関する諸施策を推進

する平和推進事業費や、男女共同参画社会の実現を

推進するための男女共同参画行政推進費であります。

一番下の行の(目)県民生活費１億2692万2000円は、

沖縄県消費者行政活性化基金を活用して行う消費者

相談窓口の強化や、安全・安心なまちづくりの推進

に要する経費などとなっております。

次に、９ページをお願いいたします。

上から４行目の(目)災害救助費２億641万円は、災

害救助法に基づく救助の実施などに要する経費及び

東日本大震災の被災者受け入れに係る民間賃貸住宅

借り上げ等に要する経費であります。

10ページをお願いいたします。

１行目になります(目)食品衛生指導費13億6928万

2000円は、食品衛生関係営業施設の監視指導、食肉

衛生検査所及び動物愛護管理センターの運営などに

要する経費であります。

その次の(目)環境衛生指導費９億8296万5000円は、

生活衛生に関する指導及び廃棄物処理対策に要する

経費であります。

次に、11ページをお願いいたします。

１行目になります(目)環境保全費５億5292万7000
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円は、地球温暖化対策などの環境保全行政費、騒音

悪臭対策、水質保全対策、赤土等流出防止対策など

に要する経費であります。

その次の(目)自然保護費４億9860万4000円は、サ

ンゴ礁再生のための植えつけの実証や遺伝子解析、

オニヒトデの大量発生のメカニズム解明などのサン

ゴ礁保全対策、奄美・琉球の世界自然遺産登録の推

進、自然公園施設整備、マングース対策などに要す

る経費であります。

12ページをお開きください。

３行目になります(目)計量検定費7172万9000円は、

計量器の検定検査などに要する経費であります。

次に、下から２行目になります（目）元金631億1726

万5000円のうち、環境生活部に関するものは219万円

で、沖縄県公債管理特別会計への繰出金であります。

続きまして、特別会計について御説明いたします。

14ページをお願いいたします。

環境生活部に係る特別会計は、沖縄県公債管理特

別会計であります。

当該特別会計は、一般会計で発行した県債の償還

について、借換債を含め総合的に管理する会計であ

ります。

公債管理特別会計830億1756万7000円のうち、環境

生活部に係る経費は219万円で、災害援護資金貸付金

に係る国への償還金であります。

以上で、環境生活部の一般会計及び特別会計歳入

歳出予算の概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○仲村未央委員長 環境生活部長の説明は終わりま

した。

次に、福祉保健部長から福祉保健部関係予算の概

要説明を求めます。

崎山八郎福祉保健部長。

○崎山八郎福祉保健部長 それでは、福祉保健部所

管の平成25年度一般会計及び特別会計歳入歳出予算

の概要について、お手元にお配りしてあります平成25

年度当初予算説明資料に基づき御説明いたします。

説明に入ります前に、福祉保健部所管の重粒子線

治療施設導入に係る検討基礎調査事業につきまして

は、企画部へ移管されることになっておりますが、

平成25年度当初予算につきましては、現行の部局で

説明することとなっておりますので、御了承のほど

よろしくお願いいたします。

まず初めに、一般会計歳入予算について御説明い

たします。

１ページをお開きください。

表の一番下になりますが、本県の平成25年度の歳

入合計は6988億2500万円であります。福祉保健部所

管の歳入合計は、企画部に移管される重粒子線治療

施設導入に係る検討基礎調査事業を含め、３行上の

括弧書きで表示している346億5613万2000円で、前年

度当初予算額と比較して８億9947万9000円、2.5％の

減となっております。

それでは、歳入予算の内容について、主な(目)で

御説明いたします。

２ページをお開きください。

３行目の(目)民生費負担金３億2428万7000円のう

ち、福祉保健部所管の歳入合計は上段括弧書きの１

億2503万円で、これは後期高齢者医療広域連合から

後期高齢者医療財政安定化基金への拠出金や、児童

福祉施設の入所者に係る負担金などであります。

下から５行目になりますが、(目)教育使用料４億

7191万7000円のうち、福祉保健部所管分は上段括弧

書きの１億9103万5000円で、これは県立看護大学の

授業料などであります。

３ページをお開きください。

上から８行目の(目)民生費国庫負担金128億5619万

1000円のうち、福祉保健部所管分は128億5309万9000

円で、これは生活保護法に基づく扶助費や障害者自

立支援法に基づく障害者への医療扶助、児童福祉法

に基づく児童保護措置費などであります。

その下の(目)衛生費国庫負担金２億5124万2000円

は、原爆被爆者等に対する援護費及び精神障害者の

措置入院に係る医療扶助などであります。

５行下の(目)民生費国庫補助金31億2937万1000円

のうち、福祉保健部所管分は31億2770万4000円で、

これは沖縄振興特別推進交付金を活用した待機児童

対策事業費や、離島地域において福祉サービスを実

施する市町村への支援事業費などであります。

その下の(目)衛生費国庫補助金48億6955万2000円

のうち、福祉保健部所管分は33億7031万7000円で、

これは精神障害者及び特定疾患患者への医療扶助等

に係る経費や、沖縄振興特別推進交付金を活用した

県立病院医師派遣事業費などであります。

また、衛生費国庫補助金のうち、企画部移管分が

7246万9000円となり、これは重粒子線治療施設導入

に係る検討基礎調査事業であります。

４ページをお開きください。

上から３行目の(目)財産貸付収入12億49万8000円

のうち、福祉保健部所管分は4881万8000円で、これ

は主に沖縄県社会福祉事業団への土地貸付料であり

ます。
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４行下の(目)基金繰入金347億4600万5000円のう

ち、福祉保健部所管分は135億6159万9000円で、安心

こども基金等から一般会計に繰り入れるものであり

ます。

繰入額の多い順に、沖縄県安心こども基金繰入金

が66億9470万9000円、沖縄県地域医療再生基金繰入

金が25億8679万5000円、沖縄県社会福祉施設等耐震

化等臨時特例基金繰入金が18億4301万9000円等と

なっております。

下から２行目の(目)民生貸付金元利収入は２億

2971万6000円で、これは介護保険に係る市町村から

の財政安定化基金貸付金の償還金などであります。

５ページをお開きください。

下から５行目の(目)民生債５億1870万円のうち、

老人福祉施設整備事業に係る県債は４億9370万円、

社会福祉施設整備事業に係る県債は2500万円となっ

ております。

続きまして、一般会計歳出予算の概要について御

説明いたします。

６ページをお開きください。

福祉保健部所管の予算は、企画部移管分も含め４

つの款から構成されており、２番目の(款)総務費が

上段括弧書きの9058万7000円、３番目の(款)民生費

が1064億7947万円、４番目の(款)衛生費が204億4446

万8000円、10番目の(款)教育費が８億120万3000円と

なっております。

７ページをお開きください。

福祉保健部所管の歳出予算額は、７行目の福祉保

健部の1277億2514万1000円に２行上の企画部移管分

の9058万7000円を加えた、一番下の括弧書きの1278

億1572万8000円で、前年度に比べ12億418万円、1.0

％の増となっております。

８ページをお開きください。

歳出予算の内容について、主な(目)で御説明いた

します。

なお、上段括弧書きがあるものは、括弧書きが福

祉保健部の予算額となっております。

(款)民生費の(項)社会福祉費の(目)社会福祉総務

費31億9530万5000円は、沖縄県総合福祉センターの

管理運営や民生委員の活動などに要する経費であり

ます。

前年度に比べ４億9128万2000円、18.2％の増となっ

ておりますが、これは主に社会福祉施設等の耐震化

等を促進するための経費で、国からの交付金による

社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金事業の積立金

の増によるものであります。

(目)障害者福祉費14億2500万9000円は、身体障害

者の更生援護や、重度心身障害児者に対する医療費

助成及び特別障害者手当等の給付などに要する経費

であります。

(目)老人福祉費270億7814万9000円は、在宅老人福

祉サービス、介護保険制度及び後期高齢者医療制度

に基づく事業の実施などに要する経費であります。

前年度に比べ21億4412万円、7.3％の減となってお

りますが、これは主に平成24年度に限り特例として

行った介護保険財政安定化基金取り崩しによる市町

村への交付金等の減によるものであります。

９ページをお開きください。

上から２行目の（目）国民健康保険指導費184億9747

万円は、国民健康保険基盤安定負担金や財政調整交

付金などに要する経費であります。

３行目の(目)社会福祉施設費14億9366万4000円は、

身体障害者更生相談所の運営や社会福祉施設の耐震

化等に要する経費であります。

前年度に比べ２億6721万6000円、15.2％の減となっ

ておりますが、これは主に社会福祉施設等耐震化等

臨時特例基金を活用した障害児者福祉施設等整備事

業費の減によるものであります。

４行目の(目)老人福祉施設費17億2762万1000円は、

老人福祉施設の整備・運営に要する経費であります。

前年度に比べ３億2398万円、23.1％の増となって

おりますが、これは主に介護基盤・介護支援体制緊

急整備等臨時特例基金を活用した介護施設等の整備

計画数の増によるものであります。

５行目の（目）障害者自立支援諸費155億3931万9000

円は、障害者に対する医療費の公費負担や自立支援

に要する経費などであります。

前年度に比べ17億1874万6000円、12.4％の増となっ

ておりますが、これは主に障害福祉サービス利用者

数の増等に伴う障害者介護給付費等事業費の増によ

るものであります。

次に、(項)児童福祉費の(目)児童福祉総務費115億

6697万2000円は、待機児童解消のための保育所施設

整備、放課後児童クラブの運営費補助、延長保育実

施保育所に対する運営費補助などに要する経費であ

ります。

前年度に比べ12億3055万9000円、11.9％の増となっ

ておりますが、これは主に保育士の処遇を改善する

ため、新規に保育士処遇改善臨時特例事業を行うこ

とや保育所施設整備費の増によるものであります。

10ページをお開きください。

(目)児童措置費117億5761万5000円は、保育所等の



－128－

運営、児童入所施設への措置及び児童手当などに要

する経費であります。

前年度に比べ11億9620万6000円、9.2％の減となっ

ておりますが、これは主に那覇市の中核市移行に伴

う保育所運営費の那覇市分の減によるものでありま

す。

次の(目)母子福祉費28億7782万4000円は、母子家

庭等の医療費助成、児童扶養手当の支給などに要す

る経費であります。

前年度に比べ6379万5000円、2.3％の増となってお

りますが、これは主に母子家庭等の医療費助成の増

によるものであります。

(目)児童福祉施設費５億6830万2000円は、児童福

祉施設等の運営、整備などに要する経費であります。

前年度に比べ２億6364万4000円、31.7％の減となっ

ておりますが、これは主に児童福祉施設等の整備箇

所数の減によるものであります。

次に、(項)生活保護費の(目)生活保護扶助費96億

9882万3000円は、生活保護費の支給などに要する経

費であります。

前年度に比べ９億9023万7000円、11.4％の増となっ

ておりますが、これは主に被保護人員の増によるも

のであります。

一番下の（目）生活保護施設費６億974万6000円は、

よみたん救護園の改築に要する経費を新たに計上し

たことにより、前年度に比べ皆増となっております。

11ページをお開きください。

(款)衛生費について御説明いたします。

(項)公衆衛生費の(目)予防費２億7502万6000円は、

感染症の予防対策及び感染症指定医療機関運営補助

などに要する経費であります。

前年度に比べ８億9295万1000円、76.5％の減となっ

ておりますが、これは主に基金を財源として実施し

てきた子宮頸がん等ワクチン接種事業の市町村への

補助について、国から直接市町村へ財源措置される

こととなり、それに伴い当該基金が廃止となったこ

とによるものであります。

３行下の(目)精神衛生費17億9089万4000円は、精

神障害者に対する医療扶助、県立総合精神保健福祉

センターの運営などに要する経費であります。

その次の(目)母子保健衛生費16億5108万7000円は、

未熟児のための養育医療扶助、こども医療費の助成

などに要する経費であります。

前年度に比べ６億2890万7000円、27.6％の減となっ

ておりますが、これは主に基金を財源として実施し

てきた妊婦健康診査事業の市町村への補助について、

国から直接市町村へ財源措置されることとなり、そ

れに伴い当該基金が廃止となったことによるもので

あります。

12ページをお開きください。

２行目の(目)特定疾患対策費15億4353万7000円は、

ベーチェット病等56の特定疾患に罹患している者に

対する医療扶助などに要する経費であります。

次に、（項）保健所費の（目）保健所費23億4420万5000

円は､保健所の運営・管理等に要する経費でありま

す。

(目)保健所施設整備費２億7441万7000円は、保健

所機能拡充のための保健所改修等の経費及び北部福

祉保健所敷地の土地購入に要する経費であります。

(項)医薬費の(目)医務費45億9901万円は、医学臨

床研修事業、救急医療対策費及び公立久米島病院の

運営に対する県負担金などに要する経費であります。

前年度に比べ11億9451万8000円、35.1％の増となっ

ておりますが、これは主に医療施設耐震化臨時特例

基金を活用した事業の増によるものであります。

13ページをお開きください。

(目)保健師等指導管理費６億6540万1000円は、看

護師確保対策などに要する経費であります。

(目)薬務費１億2314万9000円は、薬事行政や麻薬

対策、毒物等指導取り締まりなどに要する経費であ

ります。

３行下の(項)保健衛生費(目)病院事業会計繰出金

56億9886万4000円は、地方公営企業法に基づく病院

事業会計への繰出金であります。

続いて、(款)教育費について御説明いたします。

(目)看護大学費８億120万3000円は、県立看護大学

の運営、教育研究及び施設等整備などに要する経費

であります。

14ページをお開きください。

企画部への移管分であります(款)総務費(項)企画

費(目)計画調査費ですが、重粒子線治療施設導入に

係る検討基礎調査事業で、9058万7000円となってお

ります。

15ページをお開きください。

次に、福祉保健部所管の特別会計、母子寡婦福祉

資金特別会計の歳入歳出予算について御説明いたし

ます。

母子寡婦福祉資金特別会計の歳入歳出予算額１億

5915万2000円は、母子福祉資金と寡婦福祉資金の２

種類の貸し付けに要する経費であります。

前年度に比べ4278万1000円、21.2％の減となって

おりますが、これは主に那覇市中核市移行に伴う業
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務移譲による減であります。

以上で、福祉保健部所管の一般会計及び特別会計

歳入歳出予算の概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願い申し上げます。

○仲村未央委員長 福祉保健部長の説明は終わりま

した。

次に、病院事業局長から病院事業会計予算の概要

説明を求めます。

伊江朝次病院事業局長。

○伊江朝次病院事業局長 それでは、甲第21号議案

平成25年度沖縄県病院事業会計予算の概要について、

御説明させていただきます。

平成25年第１回沖縄県議会（定例会）議案（その

１）の59ページをお開きください。

当初予算の編成に当たりましては、持続的な経営

の健全化を達成するため、各病院の経営力向上を図

ること等を基本方針としております。

それでは、議案の概要について御説明いたします。

まず初めに、第２条の業務の予定量においては、

病床数につきまして、県立の６病院合計で2304床と

しております。

年間患者数は、同じく６病院合計で149万7014人を

見込んでおります。

(４)の主要な建設改良事業につきましては、中部

病院がん化学療法センター・総合周産期センター整

備・拡充事業ほか４事業を予定しております。

第３条の収益的収入及び支出については､病院事業

収益が513億8179万6000円の予定であります。

収益の内訳は、医業収益が入院収益及び外来収益

等で460億6624万1000円、医業外収益が一般会計から

の繰入金等で52億6971万3000円、特別利益が4584万

2000円であります。

次に、60ページをお開きください。

病院事業費用につきましては、513億325万3000円

を予定しております。

費用の内訳は、医業費用が給与費、材料費、経費

等で490億1869万円。医業外費用が支払利息等で10億

3591万5000円。特別損失は、平成25年度に宮古病院

の解体撤去を行うことに伴う臨時損失等により、12

億3864万8000円であります。

第４条の資本的収入及び支出は、施設の整備と資

産の購入等に係る収支でありますが、資本的収入は35

億796万3000円を予定しております。

収入の内訳は、企業債による借り入れが13億7890

万円、他会計負担金が一般会計からの繰入金等で21

億474万5000円、国庫補助金が2431万8000円でありま

す。

資本的支出につきましては、53億2488万9000円を

予定しております。

支出の内訳は、建設改良費が22億4545万2000円、

企業債償還金が26億7943万2000円、他会計からの長

期借入金償還金が４億3000円であります。

第５条の債務負担行為においては、中部病院及び

南部医療センター・こども医療センターに院内保育

所を新たに設置するための経費として、中部病院が

１億1670万7000円、南部医療センター・こども医療

センターは１億2796万8000円を限度額として、債務

負担行為を設定するものであります。

第６条の企業債につきましては、限度額13億7890

万円を予定しております。

次に、61ページをごらんください。

第７条の一時借入金の限度額につきましては、35

億円と定めております。

第８条の予定支出の各項の経費の金額の流用につ

きましては、各項の間で流用できる場合について定

めております。

第９条では、議会の議決を経なければ流用するこ

とのできない経費として、職員給与費を定めており

ます。

第10条の他会計からの補助金につきましては、18

億8169万1000円を予定しております。

第11条のたな卸資産購入限度額においては、薬品

及び診療材料に係る購入限度額について、95億7176

万円と定めております。

第12条の重要な資産の取得及び処分においては、

7000万円を超える資産について、３件の器械備品の

取得を予定しております。

以上で、甲第21号議案の説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願いいたします。

○仲村未央委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑を行いますが、質疑及び答弁に当たっ

ては、その都度委員長の許可を得てから、自席で起

立の上、重複することがないように簡潔に発言する

よう御協力をお願いいたします。また、質疑に際し

ては、あらかじめ引用する予算資料の名称、ページ

及び事業名等を告げた上で質疑を行うよう御協力を

お願いいたします。

この際、執行部に申し上げます。答弁に際しては、

簡潔に要点をまとめ、要領よく行い、円滑な委員会

運営が図られるよう御協力をお願いいたします。

なお、答弁に当たっては、総括的、政策的な質疑

に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ担
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当課長等の補助答弁者が行うこととしたいと存じま

すので、委員及び執行部の皆さんの御協力をお願い

いたします。

さらに、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あ

らかじめ職、氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに質疑を行います。

崎山嗣幸委員。

○崎山嗣幸委員 では、早速質疑をさせてもらいま

す。

最初に、福祉保健部からお伺いしますが、ただい

ま説明していただきました説明資料の11ページ、母

子保健衛生費のこども医療費助成事業費について伺

います。この予算については、昨年の10月１日から

入院費の医療費助成を就学前から中学校卒業まで拡

大するということで、多分に保護者の所得制限の枠

も外して、９億7500万円を措置したと思います。新

年度の予算で11億1461万円予算化されておりますが、

新年度のことも含めて県内における実施状況につい

て伺います。

○国吉秀樹健康増進課長 平成24年10月１日現在の

県内市町村におけるこども医療費助成の実施状況は、

入院は高等学校卒業までが１町、中学校卒業までが40

市町村となっております。通院は、中学校卒業まで

が６町村、就学前までが11市町村、５歳年度末まで

が１村、４歳児までが３市町村、３歳児までが20市

町村となっております。中学校卒業まで拡大した分

については、全市町村で行っております。

○崎山嗣幸委員 ただいまの答弁で、中学校卒業ま

でを全市町村が実施しているということであります

が、この対象人員は約15万人のようですが、今年度

は11億円で９億円より伸びがあることから、新年度

は人数を拡大する予定ですか。

○国吉秀樹健康増進課長 制度の周知ができたこと

による利用者の増を考えております。

○崎山嗣幸委員 わかりました。この制度は、保護

者が経済的負担を理由に治療を控えたり、重病にな

ることを防ぐという意味では、私は子供の健康と成

長を願うという意味では重要であり、拡大を評価し

たいと思います。

それと、課題である通院治療費の助成であります

が、今は、通院の対象年齢は３歳までであり、中学

校卒業まで拡大することは今後検討するという県の

方針だったと私は思っておりますが、検討したのか

お伺いします。

○国吉秀樹健康増進課長 通院対象年齢の引き下げ

につきましては、平成24年10月から入院年齢の拡大

による事業費の動向や効果を見きわめまして、また、

実施主体である市町村の意向も踏まえた上、慎重に

検討していきたいと考えております。

○崎山嗣幸委員 実施のめどですが、いつまでに検

討するのか、市町村といつディスカッションするの

か、具体的スケジュールがあれば聞かせてもらいた

いと思います。それから、予測される対象人員、あ

るいは予算がどれぐらいかかるのかも含めて答弁を

お願いします。

○国吉秀樹健康増進課長 昨年10月から拡大したと

いうことでありますので、それ以外に現在、自動償

還方式について市町村と協議を進めております。そ

の場においても意見交換ができるかと思っておりま

す。それから試算でございますが、中学校卒業まで

通院を拡大した場合は、平成23年度の実績をもとに

試算したところ、事業費は約15億7800万円となりま

す。平成23年度実績の９億2800万円と比較しますと、

約６億4900万円の事業費の増加が見込まれておりま

す。

○崎山嗣幸委員 そうなると、市町村との協議の年

度は平成25年度になると受けとめてよろしいですか。

○国吉秀樹健康増進課長 はい、そのとおりであり

ます。

○崎山嗣幸委員 ぜひその実施に向かって平成25年

度に議論をして、早期にできるように御尽力をお願

いします。

それから、給付方法について伺いますが、県は現

在、窓口で申請した後に受け取る償還払い制度とい

うことであります。全国では窓口で立てかえる必要

がない現物給付方式を導入しているのが37都道府県

以上あると聞いておりますが、この間、現物給付制

度についての利便性を利用者、受診者のためにやる

べきではないかという議論がありましたが、その後

これは進 しているのか、全国の進 ぐあいと県の対

応をお聞かせ願います。

○国吉秀樹健康増進課長 現物給付についてですが、

平成24年度の沖縄振興拡大会議の場において、沖縄

県市長会、沖縄県町村会、沖縄県市議会議長会、沖

縄県町村議会議長会からの共通要望といたしまして、

現物給付は困難であり、自動償還を求めるという要

望がございました。県としましては、市町村が実施

主体であることから、市町村の要望の強い自動償還

の導入に向けて、現在、市町村と連携して準備を進

めているところであります。また、全国の状況は、

今御指摘のように現物給付が多いということであり

ますが、１つ２つの県、あるいは市部では現物給付
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から自動償還に戻すという事例もあります。

○崎山嗣幸委員 市町村は自動償還払いの要望が多

いということでありますが、今言われた全国で現物

給付から自動償還払いに戻す事例についての原因と

いうか、現物給付について問題点があるということ

でバックするのですか。その辺はどうですか。

○国吉秀樹健康増進課長 窓口での負担がなくなる

ことによりまして、これはもちろん保護者の負担を

軽減するという意味ではよいわけですが、一方、安

易な受診による小児医療体制への過度の負担が生じ

ること、あるいは保護者の日ごろからの子供への健

康管理意識が低下するというデメリットが指摘され

ております。例えば大分県の竹田市等では、この制

度を変えたことによって安易な受診増を招いて小児

科医が１人やめてしまって、しばらく閉鎖しないと

いけないという状況も起こって、そのようなデメリッ

トもございます。

○崎山嗣幸委員 悪いところの事例が二、三出てい

ると思いますが、私たちが行ったところは過剰なる

受診はないということで、ペナルティーの問題もク

リアしながら、同じ大分県でしたが、そういう市町

村のいいところを学ばないと、バックするところを

学ぶというのは私はどうも問題だなと思います。市

町村も含めて過剰なる受診を気にしていると思いま

すが、何といっても手続面、利用する面で、利便性

を悪くしてセーブすることは私はよくないと思うの

です。現物給付にすることによって利便性が図られ

ることを含めて、その促進のほうが私はいいと思い

ます。どちらにしても、今言われている自動償還払

いへの移行は、段階的でも構わないのですが、そう

いう市町村の要望があるのであれば、自動償還払い

への移行はどれぐらいの検討というか、実施を考え

ておられるのか。

○国吉秀樹健康増進課長 現在のところ、市町村と

協議をしながら、平成26年１月を目標に自動償還払

いの導入を進めたいと思っております。今現在、21

市町村が希望しております。

○崎山嗣幸委員 いずれにしても、自動償還払いを

一括にすれば、その旨しなくてもいいという利便性

が図られるから一歩前進だろうと思います。平成26

年からと聞いていますので、努めて実現方をひとつ

よろしくお願いしたいと思います。この件は終わり

ます。

それから、同じく関連して生活保護制度の見直し

について伺いたいと思います。生活保護費のうち、

生活扶助基準額を８月から引き下げて、2013年から

2015年まで約670億円減額の方針を閣議で決めている

ようですが、県内は御承知のように、出生率も高く、

高失業率、低所得で子供を育てる部分の貧困からく

る社会問題もあると思います。県内の生活保護者も

３万人余りいると私は聞いておりますが、基準額の

引き下げによってそういった皆さん方に大きな影響

が起こると思います。政府が８月から行う生活保護

費の削減については、県内の生活保護者に対する影

響、打撃があると思いますが、この辺は県はどのよ

うに捉えているのか伺いたいと思います。

○崎山八郎福祉保健部長 今回の生活保護の見直し

は、国の社会保障審議会の生活保護基準部会におけ

る検証結果を踏まえておりまして、年齢、世帯人員、

地域差による影響を調整するとともに、平成20年度

以降の物価の動向を勘案し、生活扶助費の基準を８

月から見直すものであります。沖縄県における影響

については、まだ改定される基準額が示されていな

い状況でありますので、現時点で把握することは困

難であります。県といたしましては、生活保護制度

が最後のセーフティーネットとして十分に機能を果

たすことが重要であると考えておりますので、国の

動向を注視するとともに、保護の適正な実施に努め

てまいりたいと考えております。

○崎山嗣幸委員 政府が言っている引き下げの根拠

ですが、今、部長が答えましたが、多分低所得者の

額と生活保護受給者の額に差がある。それを適正化

するという理由も含めて、14.2％の差があると言っ

ていますが、それで生活保護費を下げるというよう

なことであります。私は、それは矛盾しているとい

うことで聞きたいのですが、生活扶助の基準額を引

き下げる根拠の中に、今言われた物価の動向につい

ての根拠の採用はないと思うのです。反映されない

根拠を理由に下げるという理屈は当たるのですか。

福祉保健部長、この説明をお願いします。

○崎山八郎福祉保健部長 この基準の引き下げにつ

いては、国の社会保障審議会の生活保護基準部会に

おいて詳細な検証データをもとに算出されています

ので、そういうことでなされていると理解しており

ます。

○大村敏久福祉・援護課長 生活保護基準部会にお

きましては、平成20年以前の生活物価が勘案されて

いなかったという部分もありまして、今回の見直し

においては、平成20年以降の物価の変動も勘案して

いると理解しております。

○崎山嗣幸委員 だから、物価が上がれば生活保護

費を上げたり、どう反映させるかということはこの
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間なかったことであって、都合によって、そういっ

たことを引き下げの根拠にするのかと私は聞きたい

わけです。

それと、耐久消費財は下がっても、食費とか光熱

費は下がっていないということも含めて、いろいろ

な矛盾があると私は思いますが、こういった根拠が

不明確な状態で突っ込むと、ただ生活保護費を低所

得者と比較して下げるという意味が―日本の消費・

景気に与える影響も大きいのではないかと思います

が、余りにも不明確だと思います。

それから、生活保護受給者は全国で211万人前後い

ると聞いておりますが、過去にない人数となって、

財政負担も大きいという理由であります。でも、こ

の負担額もそうですが、調べたら生活保護費はＧＤ

Ｐの0.5％で、これを引き下げたからといって世界的、

日本の経済に打撃を与えるほどではないと思ってい

ます。生活保護世帯についての不正受給対策とか、

生活困窮者の就労支援を強化することが重要であっ

て、これを引き下げることに問題があるのと同時に、

低所得者の最低基準とかを引き上げしないと、これ

を下げて世の中を低賃金構造にするのではないかと

私は思って聞いているのですが、根拠が不明確な生

活保護費の削減は拙速ではないかと私は思っている

のです。これが参議院議員選挙が終わった後の８月

からと言っているものだから、全国の211万人の該当

する皆さんに対する打撃が、そういう状況があると

思っているのです。そういう問題点があると私は思っ

ていますが、福祉保健部長、その辺はいかがですか。

○崎山八郎福祉保健部長 この引き下げについては、

国でいろいろなデータをもとに算出されていると認

識しておりますので、そのようなことで理解してお

ります。

○崎山嗣幸委員 その辺の問題は、生活困窮者の就

労支援は別途商工労働部とタイアップする課題があ

るのでそこでも聞きますが、そういった問題も含め

て強化をしていかないと、生活保護者が多いからと

いって削減するのではなくて、働ける人は働けるよ

うに相談して支援していく事業も強化すべきだと

思っていますので、これは平成25年度からでもいい

ので、改めて皆さんと商工労働部が連携して、制度

を強めてもらいたいということであります。

○仲村未央委員長 以上で、崎山嗣幸委員の質疑を

終了いたします。

新里米吉委員。

○新里米吉委員 まず、環境生活部にお聞きします。

赤土等流出防止海域モニタリング事業、平成24年度

の新規事業であったわけですが、成果と課題につい

て伺います。また、平成25年度はどのような事業内

容にしようとしているのかも伺います。

○上原栄淳環境保全課長 本事業については、県内

の28海域で赤土等の堆積状況を経年的に把握すると

いうことで、平成24年度から10年間を予定していま

す。本事業の内容については、赤土等の堆積状況の

調査、泥質中の懸濁物質の調査を年に３回とか、あ

とは生物の生息状況調査を年に１回行っています。

平成24年の調査結果でありますが、28海域中で明ら

かに人為的な影響があると判断されるＳＰＳＳのラ

ンク６以上の海域が、梅雨後が12海域で約43％です。

台風の後が４海域で14％、冬場の季節風の時期は６

海域で21％となっています。本事業の調査結果につ

いては、今、県で計画策定を進めています沖縄県赤

土等流出防止対策基本計画に基づいて陸域対策が実

施されますが、その効果の検証等に反映していきた

いと考えております。平成25年度についても、同じ

ように継続して調査をしていくことになっています。

○新里米吉委員 皆さん今、遅まきながらも赤土の

そういう調査をし始めた、研究をし始めたというこ

とですが、何といっても流出防止、もう一つは実際

に相当堆積しているので、この堆積を取り除く事業

も考えているのか。例えば川平湾などはひどいです

ね。私たちは前に見てきたのですが、あんなにきれ

いだった川平湾が汚くなっている。あれは取り戻さ

ないといけないという思いは大きいと思うのですが、

堆積した赤土を取り除く事業も検討されていますか。

○下地寛環境生活部長 質疑の前段の部分ですが、

この調査は、これまで平成21年から４年ぐらいかけ

て沖縄全体の調査をしてきたわけです。その中で28

海域を選定したというのは、一つには海域の状況と

いいますか、そこでたまりやすいのか、例えば台風

とか波浪ですぐ外界に流れて堆積しないといったも

のを調査して、この28海域は設定しているわけです。

これから毎年それをモニタリングして、堆積状況を

確認しながら、浄化されやすい海域もありますし、

たまる場所もあるということで、そこら辺をしっか

り毎年見ながら、この海域の上流では赤土をとめな

いと堆積して大変だということをフィードバックし

ながら、陸上対策を十分効果的にやっていこうとい

うのがこの事業の趣旨です。また一方、例えば川平

湾は平成24年度から閉鎖性海域ということで、台風

とか波浪が強くてもなかなか赤土が外に出ていかな

いという状況がありましたので、平成24年度から調

査を開始しています。
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赤土というのは、新聞報道などでもありますが、

約10メートルの土がたまっているという報告もあり、

我々のボーリング調査でもそうなっております。た

だ、その10メートルが最近の開発でたまったのかど

うかというのは非常に微妙で、鉛を使った年代測定

で30センチぐらいがここ四、五十年の間で赤土が堆

積した層だということですので、それをどこまで周

辺の生態系を壊さないように取り除くかということ

を、調査も含めて今年度、平成25年度でやりますの

で、その結果を踏まえて、閉鎖性海域における赤土

の除去は今後やっていきたいと考えております。

○新里米吉委員 頑張ってください。

それから、世界自然遺産登録推進事業がことし事

業化されていますが、それについて説明をしてくだ

さい。

○富永千尋自然保護課長 今回新規に計上しており

ます世界自然遺産登録推進事業について御説明申し

上げます。

ことし１月、政府はユネスコの世界自然遺産登録

の前提となる暫定リストに奄美、琉球を掲載するこ

とを決定しております。世界自然遺産登録の早期の

実現に当たりましては、ヤンバル地域の国立公園化

とか、外来種対策を国と連携して行うことをしてい

ますが、ユネスコへの推薦書を作成するという作業

が出てきます。その中で、そういったものに必要な

資料収集を行って、世界自然遺産の登録の早期実現

につなげていくということをします。具体的には、

推薦書の作成のときに必要なインベントリーと申し

まして―これはいろいろな生き物の目録みたいなも

のです。こういったものを整理して基礎資料にする

ということと、もう一つは、イリオモテヤマネコの

生息調査をします。現在、海岸沿いしかまとまった

データが出ていなくて、山の中がまだよくわからな

いということがあり、こういった調査をして保全策

につなげることをやってまいります。

○新里米吉委員 世界自然遺産との関係も出てきま

すが、今言われた西表島やヤンバルというところが

非常に重要になってくるだろうと思います。

東村高江のヘリパッドですが、昨年の９月定例会

で又吉知事公室長が、建設中のヘリパッドにオスプ

レイが運用されるということを私の質問に対して認

めました。それでお聞きしますが、オスプレイ配備

による環境影響について説明をしてください。

○下地寛環境生活部長 実際に北部訓練場のヘリ

パッド、既存の施設ではありますが、オスプレイが

離着陸をしているのは我々も情報として知っており

ます。その中で、我々は環境レビューが出た段階か

ら沖縄防衛局に対して―特にヘリパッドの環境アセ

スメントの中では、ＣＨ53を用いて影響を出した上

で保全措置を講じていますので、オスプレイになる

とそれは違うだろうということで、我々としては質

問を出しております。例えば低周波音がＣＨ53より

は多分高いだろう。それによって周辺にすむ、例え

ば希少な動植物のノグチゲラとか、ヤンバルクイナ

に与える影響も範囲が違ってくるだろう。それから、

排気ガスの温度の高さも問題視されています。オス

プレイがそこに来ることによって、そういったもろ

もろのものについては、従前の環境影響評価条例で

やったアセスメントとは少し違うのではないか。そ

こら辺もしっかりもう一度検証して、結果を出して

くれというのを我々は沖縄防衛局に対して要求して

おります。

○新里米吉委員 しかも、あの地域は絶滅危惧種、

準絶滅危惧種、非常に重要な動植物がすんでいるわ

けですが、そこら辺についてはどう考えていますか。

○下地寛環境生活部長 御指摘のように、ノグチゲ

ラとかヤンバルクイナとか、そのほかにも植物でも

固有種がたくさんあります。そういったものについ

て、先ほど申し上げましたように、これまでの条例

―自主的にやった環境アセスメントでありますが、

その影響というものは、ある意味では今のオスプレ

イ配備とは全く違う状況での予測ですので、その条

例に基づいてやった保全措置では、我々としてはも

しかしたら貴重な動植物を十分保護することはでき

ないのではないかという懸念もあって、沖縄防衛局

に対してしっかり報告するようにということを求め

ております。

○新里米吉委員 環境生活部の立場からすると、オ

スプレイの配備、オスプレイの飛行は望ましくない、

好ましくない、やってほしくないということを皆さ

んの立場からは言えるのではないですか。

○下地寛環境生活部長 環境生活部もそうですが、

沖縄県全体としても、オスプレイの配備については

安全性とか環境に与える影響、さまざまな視点から

県民の理解はまだ十分に得られていないという立場

ですので、もちろん環境生活部としても非常に懸念

をしているというのは同じだと思います。

○新里米吉委員 しかも、オスプレイを飛ばすため

に高江にヘリパッドを今つくっているわけです。１

つはもうできました。それはもう知事公室長が認め

ているわけですから、そうなることは当然でしょう

みたいなことを言っています。そうすると、先ほど
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来の話から明らかなように、そのヘリパッドを利用

してオスプレイが上昇したり、おり立ったり、そこ

を低空飛行したりということが当然想定されるわけ

ですね。そういうことが起きると、先ほど来の説明

を聞いても、このようなものをつくってほしくない

し、飛ばないでくれというのが―県民もそう思って

いるが、とりわけ環境生活部の立場からすると、大

事なヤンバルの森を守るという立場からも言えるの

ではないかと思うのですが、どうですか。

○下地寛環境生活部長 少し繰り返しになりますが、

オスプレイの配備については、当然ながら環境の問

題もそうですし、住民生活という視点からも、県は

十分にそれを納得するような形で説明を受けていな

いこともあります。ぜひそういった県民の納得を得

るような形で対応してほしいということを、我々は

継続して沖縄防衛局に対して求めていきたいと考え

ております。

○新里米吉委員 病院事業局にお尋ねします。病院

の定数は、本来、職員定数も含めて定数というのは、

２月議会に出して定数が決まって、４月の人事異動

に備えていくのが一般常識だと思うのです。総務部

にも聞いたら、そうですと言っております。恐らく

今回みたいなことは前代未聞ではないかと思ってい

るのですが、なぜ今定例会に病院の定数条例が提案

できなかったのか説明してください。

○伊江朝次病院事業局長 病院事業局としましては、

人材確保の検討チームをつくって、ずっと１年通し

て現場ともしっかりヒアリングしながら、病院事業

局の定数増の枠を351名ということで出して、総務部

と協議してまいりました。今回の351名という数字が

例年になくかなり大きな数字になったというのも、

ほぼ全ての職種にわたったという状況がございまし

て、これを全てしっかり検討を終える状況に至らな

かったというのが現状でございます。

私たちとしては、いろいろ問題点となったところ

も含めたその辺の検討、分析をしっかりやって、再

度新年度から継続して、できるだけ早く定数増が図

られるように合意に至りたいと考えております。実

際、大部分の職員は前年度で採用しているわけでは

ないのです。結局、定数増が図られても、その次の

年に試験をやったりするものですから、４月１日で

それが行われていなければならないということは限

定的になってくると思うのです。医師の場合は試験

をすることはないので必要に応じた採用をしますが、

ほかの職種はみんな試験をやってからの採用になり

ます。ですから、これは次年度の試験の実施になる

ということです。

○新里米吉委員 そうすると、現時点において、昨

年決めた条例定数と実際に配置されている定数は少

し乖離があるのですか。

○呉屋幸一病院事業統括監 病院の定数については、

調整をして条例として上げて、定数増を図って、そ

れから初めて職員の採用となりますので、病院事業

局長が申し述べたように、前年度に条例改正をした

ら、次年度の試験の中で定数増に見合う分を採用し

ていくということで、その次の年度で整えていくこ

とになります。

○新里米吉委員 質疑に答えていないです。だから

と言っているのです。そのことはわかっているので

す。さっきと同じことを今答弁されている。そうで

あれば、実際は条例で決めた定数をまだ満たしてい

ない。試験をして採用して、これから配置しますと

いうことになると、その乖離が今あるのですかと聞

いているのです。

○呉屋幸一病院事業統括監 今現在、定員に対する

欠員の状況という形になろうと思いますが、合計で21

名おります。ただ、条例に対して職員を埋めていな

いということではなくて、埋める努力をしながらも

途中で退職ということがありますので、そういうこ

とを差し引くと、今21名の欠員があることになりま

す。

○新里米吉委員 それはもうわかっているわけだか

ら、ことしの夏なり、あるいはその後採用試験をし

て補充してでも、少なくとも４月には条例定数は埋

めないといけないでしょう。皆さんはその対策をとっ

ていないとおかしいわけですね。普通なら当然それ

をやるべきですし、やっていると思うのですが。そ

れだけではなくて、前回大きな問題になったリハビ

リテーション部門がほとんど認められなかったので、

私は、当然351名の中心はそれがあるのだろうと。全

職種とは言うが、351名の中にはそういうことが含ま

れているだろうと思っています。それと、去年は留

保された７対１看護体制―県立北部病院、その後は

県立宮古病院、県立八重山病院もという皆さんの計

画があったが、これは全部とめられたので、まずは

県立中部病院の後に県立北部病院だということであ

りました。その辺も含めて351名なのか、その内訳を

説明してください。

○伊江朝次病院事業局長 今、委員のおっしゃった

ものを全部含めた数でございます。

○新里米吉委員 先日、総務部長にも話しましたが、

沖縄県の医療体制は非常にすぐれている。つい最近
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も東京都でたらい回しがまた起きて、大事な命を落

とすということがあった。以前、診療報酬の点数を

見直したときなどは日本全国で起きたが、唯一沖縄

県はそういうことがなかった。この医療体制を守る

ようにしてほしい。そのすぐれている側面をどう見

るかといったら、それは評価していますと言ってい

ましたから、今後の詰めの課題だろうと思います。

それでは福祉保健部に質疑します。ＴＰＰについ

て、国民皆保険への影響が大きいと沖縄県医師会の

代表も発言するようなことが、つい最近の新聞に出

ていました。ＴＰＰについての所見を伺いたいと思

います。

○崎山八郎福祉保健部長 ＴＰＰに参加した場合と

いうことで、医療の分野において混合診療の全面解

禁、あるいは株式会社の参入といったことが求めら

れて、公的医療保険の範囲が縮小するというような

影響などが懸念されると考えております。そういっ

た懸念されているような事態が起きれば、県民生活

に重大な影響が生じますので、県としては今後とも

ＴＰＰ交渉における国の動向を注視し、公的医療保

険制度に支障が生じることのないように、必要に応

じて国に要望してまいりたいと考えております。

○新里米吉委員 ＴＰＰがどうしても農業と輸出産

業の話みたいに変に誘導されて、国民の意識もおか

しな方向に行っているのです。マスコミも政府もそ

ういう誘導をしている。実際は私たちの生活にかか

わる医療問題、国民皆保険もどうなる、こういう重

大な問題があることがほとんど報じられていない。

そういう意味では、もっと医療関係者は、農業だけ

立ち上がらせるのではなくて、呼ばれたから行くの

ではなくて、自分たちから立ち上がって日本の医療

が大変なことになるぞと言わないと、おかしな方向

に行きますよ。おくれて入ったら、従わされそうな

報道がなされているのです。日本政府が言うように、

途中から抜けるとか、中身も俺たちが認めさせるの

だとか、そのような甘いものではないというのが世

界のいろいろなニュースから見ても言われている。

もっと頑張らないといけないと思うのですがどうで

すか。

○崎山八郎福祉保健部長 国民皆保険制度というの

が日本では今行われているわけですが、この国民皆

保険制度を維持することは大変重要なことでありま

す。先ほど申し上げましたように、公的医療保険制

度に支障が生じると非常に困る状況になりますので、

我々も必要があれば国に要望してまいりたいと考え

ております。

○新里米吉委員 次に、待機児童対策特別事業。こ

の間もこの委員会で別の委員からもありましたが、

これが大幅減額になっているのですが、それはどう

してですか。

○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長 待機児

童対策特別事業が減額になった理由につきましては、

平成24年度当初予算と比較しまして、認可外移行支

援について施設整備費で５施設、運営費支援で22施

設の減としたこと等により、総額で約１億6000万円

の減額となっているのが原因でございます。

○新里米吉委員 今回、新規事業だと思いますが、

代替看護師派遣事業に要する経費、それから離島へ

き地病院勤務医師研修派遣事業の２つについて説明

してください。

○平順寧医務課長 代替看護師派遣事業及び離島へ

き地病院勤務医師研修派遣事業、両方とも病院事業

局が主体となっている事業でございまして、代替看

護師派遣事業につきましては、県立病院附属診療所

が16カ所ございますが、そこに勤めている看護師に

対して研修機会を与える。そのかわりの看護師が派

遣されるという事業でございまして、その人件費と

いうことで、福祉保健部については―総事業費は１

億1500万円近くですが、そのうち10分の８は沖縄振

興一括交付金を活用しておりますので、沖縄振興一

括交付金の分を福祉保健部が予算化して、補助する

という形になっております。

それから、離島へき地病院勤務医師研修派遣事業

も沖縄振興一括交付金を活用する事業でございます。

これは、県立病院で後期臨床研修をやっている先生

方に国内外―海外あるいは県外で専門医を取得する

ための研修をやっていただきまして、その後に離島

僻地に勤務を義務づけるという事業でございまして、

病院事業局が行う事業であり、総事業費1700万円近

くの事業に対して、10分の８の沖縄振興一括交付金

の分1300万円を福祉保健部の予算として計上し、補

助していく事業でございます。

○新里米吉委員 これは、以前から非常に求められ

ている事業だったと思うのです。非常に大事な事業

で、それに踏み込んだのは大変結構なことだと思い

ます。

もう一つ、離島に勤務した医師、一定の勤務期間

を終えて沖縄本島のどこかに配置されるとき、そう

いう人たちに対する一定期間の研修制度は今ありま

すか。あるいはなければ、それは検討されています

か。

○伊江朝次病院事業局長 離島へき地病院勤務医師
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研修派遣事業というのは、実は今、委員がおっしゃっ

たことが目的ですが、例えば後期研修が終わって、

離島へ行って勤務して帰ってきた後に、スキルアッ

プするためにいろいろなところへ行ってやりたいと

いう人たちに、財政的な支援をして行ってもらう。

そして、一定のもらった期間―例えば１年でしたら

２年間、県立病院事業への勤務をしていただく。そ

のうちの半分を県立北部病院、県立宮古病院、県立

八重山病院で勤務していただくという事業で、これ

がその事業なのです。ですから、まず先に研修に行っ

て、その後で離島へ行くこともありますし、必ずし

も後期研修だけに限定しているわけではないと理解

していただきたいと思います。

○新里米吉委員 たしか長崎県かどこかでも前に

やっていたので、沖縄県もそういうことをやらない

といけないのではないかと思っていましたから、大

変結構なことだと思います。

最後に、先ほど崎山委員からも話がありましたこ

ども医療費助成事業費の現物給付の件ですが、先ほ

ど話がありましたように、大分県の悪いところの例

を挙げていました。私たちが聞いたところは非常に

積極的だったのです。なぜかというと、子供たちが

少なくなってくる。出生率が低くなっている。何と

かしないといけないというので、議会で突き上げら

れたとかそんな話ではなくて、むしろ行政が積極的

だったのです。これにはびっくりしました。私は知

り合いでもあったから、別府市の市長にも少しの時

間会ってきたのですが、市長が積極的だったのです。

そこは沖縄県も考えていかないといけないと思いま

したので、一言つけ加えておきます。

○仲村未央委員長 以上で、新里米吉委員の質疑を

終了いたします。

玉城義和委員。

○玉城義和委員 それでは、何点かお願いしたいと

思います。

まず、国立療養所沖縄愛楽園と国立療養所宮古南

静園の将来計画についてでありますが、両園とも非

常に高齢化が進んでおります。この後の施設―広大

な土地も含めて医療施設も蓄積されているわけであ

りまして、これをどうするかというのは大変大きな

課題であり、また同時に、これをうまく新しい計画

にのせることができれば、観光を含めて沖縄県の大

きな財産になるのではないかと私は思っています。

幾つか県の姿勢を聞いておきますが、今の国立療養

所宮古南静園、国立療養所沖縄愛楽園の平均年齢は

わかりますか。

○上里林薬務疾病対策課長 国立療養所宮古南静園

は84歳、国立療養所沖縄愛楽園が81歳になっており

ます。

○玉城義和委員 10年前の在園者の数と今の数は比

較できますか。

○上里林薬務疾病対策課長 国立療養所沖縄愛楽園

の入所者数は、10年前の平成15年４月では355名、平

成24年４月現在では233名となっており、10年間で132

名減少しております。また、国立療養所宮古南静園

の入所者数は平成15年で131名、平成24年で82名と

なっており、10年間で49名の減少となっております。

○玉城義和委員 平均年齢が84歳と81歳という非常

に御高齢で、長い間、苦悩の歴史を背負ってきてい

るわけでありますが、そういう意味では、この両園

も最後の１人まで安心して在園できるようにするた

めには、一般の社会との合流ということがないと、

１人のために全施設をそのままということにはなら

ないでしょうから、当然に将来計画との絡みをつくっ

ていかないともたないわけです。そういう意味で、10

年後にはほとんど在園者がいなくなるということも、

当事者からも問題提起されているわけです。そうす

ると、今のこういう両園を福祉保健部長はどのよう

に認識されているか。

○崎山八郎福祉保健部長 両園において将来構想を

つくって進めていくことになりますが、将来構想の

中で、入所者の良好な生活環境の維持向上を図るこ

と、地域開放の推進と交流の充実を行うこと、地域

振興にも資する施設の整備を図ることとされており

ます。沖縄県としては、こういった将来構想の実現

に向けた両園の取り組みを支援するために、自治会

等で構成する検討会議を設置し、意見交換を進め、

知事も昨年８月には国立療養所宮古南静園、９月に

は国立療養所沖縄愛楽園を訪問して、関係者と意見

交換もしております。今後とも両療養所、あるいは

地元自治体関係機関と連携して、将来構想を実現で

きるように取り組んでいきたいと思います。

○玉城義和委員 御承知のように、ハンセン病とい

うのは完全に治癒して、あとはいわば高齢者特有の

病気の治療みたいなものを両園ともされているわけ

です。国立療養所沖縄愛楽園で言えば、10万坪ぐら

いの広大な土地で非常に風光明媚なところにあって、

高齢者向けの医療施設を充実することによって、中

の人はもちろんそうですが、今言ったほかの地域と

か、ほかのところからの長期的な治療も含めてやれ

ば、そこに夏場とか冬場に来て治療する全国的な高

齢者向けの一大医療センターができる可能性もある
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わけで、沖縄県としては、厚生労働省と言わずに、

自治会と言わずに、名護市も宮古島市も含めて厚生

労働省との中継ぎ役をやっていただいて、積極的に

そういうことを考えていただきたいと思うのです。

御決意をいただきたいと思います。

○崎山八郎福祉保健部長 先ほども申し上げました

が、両園、あるいは地元自治会ともいろいろ意見交

換もしているところでありますので、入所者の意向

を尊重しながら、意向も踏まえて取り組んでいきた

いと思います。

○玉城義和委員 ほとんど時間がないわけですから、

10年、20年かかる話で、今から始めておかないと間

に合わないということでありますので、知事も行か

れて激励をしていただいたので、ぜひひとつ積極的

にやっていただきたいと思います。

次に、自殺防止対策についてでありますが、この

５年間の県内の自殺者の推移はどうなっていますか。

○金城弘昌障害保健福祉課長 平成20年からの自殺

者数の推移を御紹介いたします。平成20年が337名、

平成21年が406名、平成22年が363名、平成23年が387

名、昨年、平成24年が267名で、15年ぶりに300名を

割った次第でございます。

○玉城義和委員 全国的な推移はどうですか。

○金城弘昌障害保健福祉課長 ５年間のものは持っ

ておりませんが、全国的にも３万人を超える状況が

ずっと続いておりましたが、昨年３万人を切った状

況でございます。

○玉城義和委員 県内の自殺者の主たる理由はどう

いうところにあるのでしょうか。

○金城弘昌障害保健福祉課長 平成24年の状況でご

ざいますが、まず一番目に多いのが健康問題でござ

います。次に家庭問題、その次が経済・生活問題と

なっております。

○玉城義和委員 私も警察の統計を見ているのです

が、最も多いのが40歳代から50歳代で50％近く。最

も責任感の強い世代がお亡くなりになっているとい

うこともあって、健康問題というのは鬱病なども含

めて、経済問題とか失業の問題が後ろにあるわけで

す。300人から400人台でずっと推移してきて、こと

しはいろいろな方々の御努力で300人を割っているわ

けですが、恐らく300人、400人という自殺者の背後

には、未遂者がその10倍ぐらいいると言われている

し、志願者というか、願望を持っている人が10倍ぐ

らいいると言われていて、自殺した家族とか関係者

の一生癒えない傷もあって、これは大変な問題なの

です。ちなみに、どなたか交通事故の死者というの

は何名かわかりますか。

○仲村未央委員長 休憩いたします。

（休憩中に、答弁できる担当者がいないかど

うか確認したが、いなかったので再開して

質疑を続けることになった。）

○仲村未央委員長 再開いたします。

玉城義和委員。

○玉城義和委員 平成24年間の交通事故による死者

が40名です。これは100名を割って、今ずっと40人台

で推移しています。これはいろいろな方々の御努力

があって―本当はゼロにしなければなりませんが、

そういう意味で、例えば交通事故の死者の10倍ぐら

い自殺者がいる。ある面では非常に驚くべき話で、

ここのところは認識をしなければならないだろうと

私は思うのです。特に日本などの社会というのは、

失業者については自分たちの家族も含めて、半人前

の扱いしかしないというプレッシャーが非常にかか

るわけです。そういうところがあるし、それで鬱病

になるということもある。社会的・総合的な対策を

しないといけません。だから、交通事故については

いろいろなキャラバンがあって、いろいろなキャン

ペーンがあるのに、特に自殺者についてはそこまで

いかない。それはある面で言えば、自殺は個人の責

任ではないかみたいなところが社会にあって、そこ

まで広がっていかないのです。

ところが、経済的な問題だとか人間関係とか、い

ろいろな複雑な社会関係があって、鬱病が出てきて、

それによってという話も出てくるので、ここはぜひ

とも予算をつけて、沖縄県としても極力その情報を

共有化して、減らすような努力をしなければならな

いと思うのです。それはいかがですか。

○崎山八郎福祉保健部長 自殺の問題は重要な課題

の一つと認識しておりまして、自殺対策については、

行政だけではなかなか取り組みが難しいということ

がありますので、日本臨床心理士会、あるいは日本

いのちの電話連盟などの民間機関・団体との役割分

担、連携のもとに相談体制を充実・強化し、普及啓

発活動を進めて、総合的な対策を進めていきたいと

考えております。

○玉城義和委員 私も日本いのちの電話連盟とは10

年来ぐらいいろいろとおつき合いをしておりますが、

現場は非常にすさまじい状況もあって、ボランティ

アの方々も相談員もなかなか大変なのです。これか

ら手首を切りますという電話があったり、本当に修

羅場のようなところがあるのです。こういうところ

で命をつないでいるところもあって、非常に重要な
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役割を果たしていると私は思うのです。そういう意

味で、沖縄県の御努力もあって、去年、おととしも

予算をつけてもらっておりますが、ぜひその辺は相

談されて十分な予算をつけて、やっているところが

頑張っているわけですから、そこのところを広げて

いくという努力をしていただきたい。したがって、

日本いのちの電話連盟を含めて、そういうボランテ

ィア団体には十分に配慮をしていただきたいと思い

ますので、よろしくお願いします。

あと、病院関係であります。本会議でも少し申し

上げましたが、県立北部病院の件でなかなか医師が

安定的に確保できないということです。病院事業局

長、改めて今の県立北部病院の産婦人科をめぐる状

況についての御見解を聞かせてください。

○伊江朝次病院事業局長 県立北部病院の産婦人科

につきましては、平成17年４月に常勤医が全員やめ

まして、産婦人科医療が休止になっております。そ

の後、平成19年12月10日に２人を配置して、一時期

は４人体制でフルにやった時期もございました。し

かしながら、３人あるいは２人という定数を十分に

満たすだけの医師の確保ができませんで、一部の診

療を制限した形でこれまでやってきている状況がご

ざいます。今年度もお二人の方がいらしたわけです

が、せんだって本会議で申しましたとおり、３月いっ

ぱいでお二人の方はやめることになっております。

幸いにも新規で２人の方を確保することができまし

たので、今さらに正常な、いわゆる通常診療ができ

るような体制に持っていけるように、ほかの２人な

いし３人の確保に全力を挙げている状況でございま

す。

○玉城義和委員 新規の方はどこからお見えになる

のですか。

○伊江朝次病院事業局長 お一人は県立中部病院に

今勤務しておりまして、そこから異動させることに

なっております。もうお一人の方は、埼玉県の埼玉

医科大学から来ることになっております。

○玉城義和委員 何年勤務することになるのですか。

○伊江朝次病院事業局長 県立中部病院からの異動

は、人事異動ですから何年という限定はありません。

埼玉医科大学に関しましては、今年度来ている方の

後任ですので、次年度は未定でありますが、大学に

はある程度厚意をいただいているようですので、引

き続き送っていただけるのではないかと考えており

ます。

○玉城義和委員 いずれにしても、非常に不安定な

状況が続くということですね。これは全国的な傾向

ですか。

○伊江朝次病院事業局長 全国的に産科医療という

のは、１時間や２時間かけて医療機関にかかるとい

う状況がふえております。といいますのは、やはり

産婦人科医が少なくなったということで、医療機関

の集約化が進んでいるという状況がございまして、

また一方では、開業医もどんどん高齢化してやめて

いくということがございます。ですから、産科医療

の体制を本当にしっかりやるためには、ある程度そ

こに人材を集約して、そこで働く医師たちの疲労が

ないような状況をつくっていかなければならないと

いうことがございます。

○玉城義和委員 全国的な傾向であれば、基本的な

考えは琉球大学医学部の増員であるとか、あるいは

思い切って県立医科大学をつくるとか、そういうと

ころをやらない限り、これはもうだめではないです

か。福祉保健部長、どうですか。

○崎山八郎福祉保健部長 沖縄県としての医師確保

対策ということで、いろいろな取り組みをしている

ところでありまして、琉球大学の地域枠に医師の修

学資金を出したりとか、県立病院での後期研修事業

の費用を負担したり、あるいはドクターバンク事業

といったもので医師の確保ということでは取り組み

を進めているところであります。

県立医科大学については、コメントが少ししにく

い状況であります。

○玉城義和委員 私は、ぜひそこまで含めてお考え

になったほうがいいと思います。全国的に医師不足

であれば今の状態が続くわけです。だから、もう少

し基本的なことを考えてほしい。

最後に、県立北部病院の院長も来られているよう

ですから、北部の医療を語り合う懇談会というのが

あって、本会議では時間がなくてできなかったので

すが、北部地区医師会病院との合併問題は沖縄県と

して正式にやっているのですか。

○崎山八郎福祉保健部長 北部地区医師会病院と県

立北部病院の合併の問題については、沖縄県として

は特に今、検討している段階ではありません。

○玉城義和委員 １月25日に私どもも呼ばれて、私

はびっくりしたのですが、こういう微妙な時期にこ

ういうことが―我々県議会議員４名と県立北部病院

の院長、北部福祉保健所の宮里所長とか、そうそう

たるメンバーです。夜の会合で酒も入っていたので

私は言わなかったのですが、宮里所長があちこちで

公に言っているものだから、私も言っているのです。

私は合併の是非を言っているわけではないのです。
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合併の是非というよりも手続的な話を含めて、そう

いう方向でいいのかということですがどうですか。

○崎山八郎福祉保健部長 県内の北部、中部、南部、

宮古、八重山、それぞれの圏域ごとに地区保健医療

協議会というのが設置されております。それぞれの

地域での医療の問題においては、そういった地区保

健医療協議会の中でいろいろな話し合いがなされて

おります。今のような話も、そういった地区の医療

をどうするかという話し合いをそれぞれの地区です

るということだと考えておりますので、地区でそう

いう話を進めていくということは、それはそれで重

要なことではないかと思います。

○玉城義和委員 それはそれでいいのだが、問題は、

それぞれの当事者というか、病院長がみんな出てい

ることについてどうかと私は聞いているのです。

○崎山八郎福祉保健部長 これも今申し上げました

とおり、その地区の関係者、医療関係者及び住民も

含めて、そういった地区の話を進めることについて

は、それはそれで必要なことではないかと思います。

○玉城義和委員 県立北部病院の院長は来られてい

ますか。一言コメントをいただきたいと思います。

○上原哲夫北部病院長 確かに私もその会議には参

加しましたが、先ほどから委員が申していますよう

に、医者不足をその地域でどう考えるか。２つの病

院が同じことをやっていては多分無駄だろうと。そ

ういうことで、厚生労働省の指導に基づいた病院の

集約化ということを考えると、きょうあしたの問題

ではないのですが、10年先を見据えて、地域の医療

をどう守るかということを考える必要があるのでは

ないかという提言だと思っています。

○玉城義和委員 ライフラインは１つのほうがいい

のか、２つのほうがいいのかという問題もあると思

うのです。だから、地方独立行政法人化も含めて県

立病院のあり方が全体的に議論をされているときに、

いわゆるバイパス的というか―私にとってみれば、

医者をどのように確保するかという当面の話がもっ

と非常に重要な問題であると思うのです。ところが

その中で、そういう話が全然違う方向で出てくると

いうのは非常に違和感があるのです。だから、沖縄

県全体の方針としてそれでいいのかといったら、今、

福祉保健部長はそれでいい、それぞれの地域でそれ

ぞれやればいいという話で、今の答弁は今の時期に

かなり課題を残したのではないかと私は思います。

上原北部病院長が頑張っておられることに敬意を表

しておりますが、そういうことも含めて少し議論が

残ったなという感じがします。後でまたやります。

○仲村未央委員長 以上で、玉城義和委員の質疑を

終了いたします。

休憩いたします。

午前11時57分休憩

午後１時25分再開

○仲村未央委員長 再開いたします。

午前に引き続き、質疑を行います。

新垣清涼委員。

○新垣清涼委員 それでは、お尋ねします。

環境生活部長、米軍機の航空機騒音実態調査をさ

れていますね。その目的は何ですか。

○下地寛環境生活部長 今、我々が平成23年、平成24

年に２つの航空機騒音実態調査をやっていますが、

航空機騒音実態調査というものは、類型指定が少し

実態と合わなくなってきているのではないかという

ことで、嘉手納飛行場と普天間飛行場の周辺で、常

時測定局以外のところに臨時に測定局を置いて、実

態調査をしているわけです。今回それを取りまとめ

て、実態はどうなっているかということを公表して、

場合によっては―これは知事公室との連携になるか

もしれませんが、防音対策工事の区域の拡大につな

げていければと考えております。もう一つは常時測

定局ということになります。

○新垣清涼委員 平成23年度には防音工事指定区域

と少しずれているという結果が出ていますので、環

境生活部長が今答弁なさったように、沖縄防衛局に

も地域の実態もぜひ調べてもらって、そして実態に

合った対策をとってもらうように要求していただき

たいと思いますが。

○下地寛環境生活部長 測定結果については知事公

室に提供しますし、今後、知事公室は沖縄防衛局に

対してふぐあいについての要請を行うと思います。

その中で、また新たに詳細な調査をということも出

てくる可能性がありますので、いずれにしても、県

として連携して、住民の環境がきちんと保持できる

ように、実態として高いところであれば拡大できる

ような方向で、県庁の中でしっかり連携していきた

いと思います。

○新垣清涼委員 この測定ですが、低周波音の調査

はどうなっていますか。

○下地寛環境生活部長 これまでの騒音測定はオン

ラインシステムで、嘉手納飛行場周辺で10何局、普

天間飛行場周辺でも９局ありますが、市町村でオン

ラインができていないところもあります。そのよう

な形で常時24時間365日測定する体制でやっています

が、これはあくまでも普通の騒音を測定していると
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いうことで、低周波音については、時々何かの実態

があるときに衛生環境研究所が特別に測定するとい

う体制で、残念ながら常時の測定はしておりません。

○新垣清涼委員 低周波音が人体に与える影響はか

なり大きいと言われています。特に妊婦さんに影響

があると言われていますので、ぜひそういった取り

組みを検討していただきたいのですが、どうでしょ

うか。

○下地寛環境生活部長 これまで我々も低周波音に

ついては、調査研究の段階で少し測定をしておりま

すが、委員おっしゃるとおり、周波数的に言うと20

から50ぐらいの範囲で心的、物的な影響を与えるこ

とが報告されておりますので、特にオスプレイにつ

いては、騒音よりも低周波音が高いこともこれまで

の調査から少しわかってきておりますので、そこら

辺も酌みながら、しっかり低周波音の測定体制は今

後検討していきたいと考えております。

○新垣清涼委員 ぜひお願いいたします。

今、うるささ指数としてはＷＥＣＰＮＬで表示し

ていますけれども、今度はＬｄｅｎに表示が変わり

ますね。そうすると、数値がやはり少し変わります。

Ｌｄｅｎのほうが低く表示されます。その辺で誤解

を与えるおそれがあると少し心配をしています。県

としては、そういった切りかえ時の表示の仕方はど

のように考えていらっしゃいますか。

○上原栄淳環境保全課長 環境省の告示の中で、平

成25年４月１日から航空機騒音の評価についてはＬ

ｄｅｎで評価していくことになっていますので、そ

ういう表示になると思います。ただ、今、県が測定

している測定器については、ＷＥＣＰＮＬの測定を

今まで評価で出していたのですが、それと一緒にＬ

ｄｅｎの測定の手法もやっていて、平成23年、平成24

年の２年間ですが、両方の表示、測定がやられてい

ます。あと、委員が今おっしゃるように、住民への

周知ということになると思うのですが、これについ

ては環境基準がＬｄｅｎになると、例えば今のＷ値

より約13小さく表示されることになるので、環境基

準を超えた超えないという形で報告していくかと

思っています。

○新垣清涼委員 ぜひ県民の皆さんにわかりやすい

ように表示をしていただきたいと思います。

次に、世界自然遺産登録についてでありますが、

この推薦された理由の説明をお願いします。

○富永千尋自然保護課長 世界自然遺産登録に当

たっては、推薦基準のようなものがございまして、

これをクライテリアと言っています。その中で、沖

縄県を含む奄美・琉球列島は、生態系と生物多様性

においてその価値があると言われております。

○新垣清涼委員 そこで今、県は沖縄県生物多様性

地域戦略ということで取りまとめに入っておられま

す。そういう意味でも、琉球諸島の生物多様性の特

徴の説明をお願いします。

○富永千尋自然保護課長 先ほど申しましたとおり、

生態系と生物多様性においてその価値があると申し

上げましたが、生態系は、まずこの地域だけに残さ

れた固有種が存在するということです。生物多様性

は、そういった固有種がたくさんいて、そういうも

のが生態系を構成していることになります。

今、沖縄県生物多様性地域戦略ということで、本

年度中にこれを策定する予定になっていますが、そ

の特徴と、もう一つは、小さい島に成立している生

態系であることから非常に脆弱だということで、い

ろいろな配慮が必要だというのが一つの特徴です。

○新垣清涼委員 そこで、沖縄本島北部の自然を守

るためにどういう取り組みがされているのかという

ことで、今、沖縄本島北部のかなりの範囲を米軍が

訓練場として使っています。生物多様性の観点から、

そこを守るためにどういう取り組みがされているの

かというのが少し気になるところですが、説明をお

願いします。

○富永千尋自然保護課長 米軍基地を含む沖縄本島

北部、いわゆるヤンバルと言われている地域は自然

環境が非常に豊かな地域で、今、県で示している自

然環境の保全に関する指針がありますが、この中で

も非常に自然度が高いということはわかっています。

ただし、米軍基地の中においては、そういった保護

担保措置がとれないということがありまして、こう

いったものを早く解決していくことが課題です。

○新垣清涼委員 そういう意味からも早目に基地の

返還を求め、そしてまた、そういったところにはや

はり基地をつくらせないという方向でぜひ向かって

いただきたいと思うのですが、どうでしょうか。

○下地寛環境生活部長 現在、北部訓練場というこ

とでかなりの部分が、しかも自然の豊かな地域が米

軍に使われておりますが、やはりなるべく多くの訓

練場を返還してもらって、豊かな自然を守っていく

ことは大事だと思いますので、その方向で我々とし

ても取り組んでいきたいと考えております。

○新垣清涼委員 そこで、東村高江のヘリパッドが

完成したと言われているのですが、この間崩落があ

りまして、国は、そこには立木がなかったと説明し

ているのです。ところが写真から、あるいは防衛局
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からもらったものを見ると、数年前にはそこは密度

が高いという表示がされていて、切り株の跡が残っ

ている写真もちゃんと示されているわけです。それ

をなかったと表現していることについて、現場を立

入調査されたということですが、皆さんの見解をお

願いします。

○下地寛環境生活部長 東村高江のヘリパッドにつ

いては、Ｎ４地区というところを今回工事して、そ

して赤土の崩落を起こしたところです。平成23年に

赤土関連の通知を県に出してもらって、それに基づ

いて我々もいろいろな審査をしたわけですが、沖縄

防衛局の説明によると、ヘリパッド本体の円周45メー

トルの直径の中はきちんとした赤土流出防止対策を

やったと。委員がおっしゃる周りの緩衝地帯になり

ますが、ただののり面だったり、一部木を伐採した

こともあるということで、基本的に沖縄県赤土等流

出防止条例の中では改変しないところは対象ではな

いのですが、実際に結果として、そこも含めて崩落

しているという事実があります。我々としても、ど

ういうところがどういう原因で崩落したかというこ

とも含めて、やはりしっかり検証をしないと、場合

によっては次という話もあるやに聞いておりますの

で、そこら辺はしっかりと、今我々は詳細報告を求

めていますので、それを踏まえて、次にあった場合

はそういうことがないように対応していきたいとは

考えております。

○新垣清涼委員 事業者側からの連絡であったり、

あるいは県民からそういった通報があったときには、

ぜひ早目に現場を見ていただいて、対応していただ

きたいと思います。

次に、日本語指導教材研究事業について説明をお

願いします。

○原田直美平和・男女共同参画課長 日本語指導教

材研究事業は、平成25年度から３年計画で事業を計

画しております。日本語指導の必要な児童・生徒の

円滑な学籍校への復学を図るために、日本語指導の

教材を研究、マニュアル化しまして―今、実際はフ

リースクール等でアメラジアンの児童・生徒が授業

を受けている状態でございますので、早目に公立校

に復学させるために効果的な教材を開発して、それ

を公立校でも使ってもらえるような形でマニュアル

化していこうという事業でございます。

○新垣清涼委員 宜野湾市にアメラジアンスクール

がありますが、そういった子供たちへの支援だと理

解しているのです。教材だけですか、それともそう

いう教師の派遣も入っているのでしょうか。

○原田直美平和・男女共同参画課長 アメラジアン

スクールへの指導者派遣はこれまでも10年近く続け

ておりまして、平成25年度も指導者派遣は別事業と

して立ててあります。こちらの事業はあくまでも教

材開発でございます。

○新垣清涼委員 沖縄は特にこういうダブルの子供

たちが多い気がします。そういう意味では、沖縄な

らではの状況だからこういうことがありますので、

しっかりと支援策を引き続きお願いします。

次に、福祉保健部に医師確保対策補助事業につい

てお尋ねしますが、先ほどのやりとりの中で、病院

の職員体制についてです。医者が今、何名不足なの

か。看護師、あるいはコメディカルの担当、どうい

う部門でどれだけの欠員があるのか説明をお願いし

ます。

○伊江朝次病院事業局長 これは平成24年の段階で

すが、今、医師は７人―詳細に申しますと、北部病

院の産婦人科２人、中部病院の眼科１人。それから

南部医療センター・こども医療センターの小児精神

科、泌尿器科。宮古病院の内科、八重山病院の眼科

というところでございます。

○新垣清涼委員 医師を確保するためのプロジェク

トチームはつくられているのか。そして、そこの責

任者はどなたか、どこでやっていらっしゃるのか。

○伊江朝次病院事業局長 今は県立病院課に医療企

画監が１人、これは医師です。あとは事務職が２人、

この３人で医師の確保に当たっている状況でござい

ます。

○新垣清涼委員 どういう取り組みをされているか、

もう少し詳しくお願いします。

○伊江朝次病院事業局長 まず、県立病院の場合は

研修事業をやっておりますから、初期研修医の募集、

あとは初期研修が終わった人たちが後期研修に入る

わけですが、後期研修も定数を満たしていない場合、

よそから入れるために県外では各種イベントがあり

ます。そういうところへ行って広報して、あるいは

面談する。あとは琉球大学を初め県外の大学、医療

機関、それからホームページ等でも広報しておりま

すので、そういったところに問い合わせがあった医

師との面談を精力的にやっているという状況であり

ます。

○新垣清涼委員 ホームページとかいろいろなさっ

ているということですが、例えば沖縄県立病院はこ

ういうところですよみたいな勧誘するためのパンフ

レットとか、そういうものをつくっていらっしゃる

のか。そして、今３人で担当していらっしゃるとい
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うことですが、年間どのくらい各大学だとか、いろ

いろなところに出かけているのかどうか。

○伊江朝次病院事業局長 今おっしゃったパンフ

レットに関しては、病院単位でつくったりはしてお

ります。それから、何回出かけているかということ

は数えておりませんが、私も含めて少しでも話があ

ればすぐ行くという状況で、具体的に固まる前に、

とにかく足がかりをつくろうということで、何かあっ

たらとにかく出かけております。ですから、回数は

言えません。

○篠﨑裕子医療企画監 医師としての私、あと事務

職の２人で、飛行機にすると年間50回ぐらい乗って

いるので、その分の25回から30回近くは県外へ行っ

ております。

○新垣清涼委員 大体イメージがつかめました。25

回から30回ぐらい出かけていらして、それでも今、

県立病院の医者に欠員が出ていらっしゃるというこ

とで、今まで沖縄県立病院は、県民の命と健康を守

るために最後のとりでとして一生懸命取り組んでこ

られた。私はとてもこれを評価しています。ですか

ら、この体制をずっと維持していただきたい。その

ためには、今、医師不足があって、先ほどのやりと

りからしても、北部でも北部地区医師会病院と北部

病院が統合したらいいのか、そういう話し合いをす

るのはいいのかということも福祉保健部長はおっ

しゃっていました。県立医科大学の話もありました。

やはり確保するためにもう少し努力していただきた

いということと、あと、北部でもしそういうことで

あれば、県立病院のほうに北部地区医師会病院を吸

収して、一緒に体制を整えたらと。そういう方向で

今度の話し合いをされているのですか。

○崎山八郎福祉保健部長 県としては、北部地区医

師会病院と県立北部病院の統合については検討して

いる段階ではないです。検討はしていません。

○新垣清涼委員 話し合いは行われているが、検討

はしていないということですか。

○崎山八郎福祉保健部長 特に県から、そういった

話し合いの場に入って話をすることはしていません。

○新垣清涼委員 たしか前福祉保健部長はその会議

に参加されていますね。そういう意味では、何らか

のコンタクトがあるのではないですか。

○崎山八郎福祉保健部長 そこで話し合いをしてい

るというような情報については聞いております。特

に具体的に、どのように話をしているかということ

までは細かく聞いてはいないです。

○新垣清涼委員 そのことについてはただ受けるだ

けで、県としての構想だとか予定だとか、何かない

のですか。

○崎山八郎福祉保健部長 北部地区医師会病院と県

立北部病院の統合の効果とか、あるいは可能性といっ

たことについては、まだ十分に検討されている状況

ではありませんので、今のところ県としては、まだ

検討している状況ではないということであります。

○新垣清涼委員 福祉保健部長、北部地域、あるい

は北部だけではなくて、僻地や離島の住民の健康を

守るために、今の県立病院の医療体制でいいとお考

えでしょうか。

○崎山八郎福祉保健部長 沖縄県内の医療体制につ

いては、県で策定した沖縄県保健医療計画に基づい

て進めておりまして、各圏域の医療体制も含めてで

すが、県立病院、あるいは民間の病院が十分に連携

をとりながら進めていくという体制を今進めている

状況であります。

○新垣清涼委員 先ほどの答弁だと、平成17年から

県立北部病院では産婦人科の先生が不足だ、欠員が

出ているということです。もう何年になりますか。

その間、満足できていますか。

○崎山八郎福祉保健部長 産婦人科の医師も含めて、

脳外科、あるいは全体の医師を含めて、県内の医師

確保の対策としてはいろいろな取り組みを今進めて

おります。先ほども答弁いたしましたけれども、県

立病院の後期研修医の費用の負担とか、あるいはド

クターバンク事業で全国からドクターに登録しても

らって、希望する病院とのマッチングで配置したり

とか、あるいは琉球大学の医師修学資金で地域枠を

設けて学生に資金を貸与したり、あるいは琉球大学

の後期研修医への研修費用で同じように費用を負担

してということで、医師を確保するための努力はこ

れまでずっと続けてきているところであります。

○新垣清涼委員 先ほど病院事業局長は、医者ある

いは看護師の疲労がないような体制づくりが求めら

れているとおっしゃっていました。まさにそうだと

思うのです。人員配置しても、人数をある程度確保

しても、その中で救急医療でいっぱいいっぱいに仕

事をしたのでは、医者や病気を治す皆さんが疲れ果

てて、病気になりそうな状態をつくったらいけない

と思うのです。そういう意味ではぜひ引き続き、さ

らにもう少し馬力をかけて医療体制の充実に努めて

いただきたいと思います。

あと１点だけお願いします。長寿ナンバーワンの

復活ということで知事は所信表明でうたわれていま

した。健康行動実践モデル実証事業、これは多分そ
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うかなと思ってお尋ねするのですが、そうでしょう

か。その取り組みをお願いします。

○国吉秀樹健康増進課長 健康行動実践モデル実証

事業は、今、委員がおっしゃったように長寿復活を

目的としております。今年度から健康増進事業全体

の予算を7000万円ほど積み増して、この事業を開始

いたします。

今、県内に５つの医療圏がありますけれども、そ

ちらにそれぞれモデル地区を選定いたします。市町

村ごとにモデルとして手を挙げていただきますので、

全市町村にお呼びかけをしまして、現在、８つの市

町村が申し込みをして、決定しております。そして、

それぞれの対象者の方々を合わせて1000名程度抽出

いたしまして、この方々の基本的なベースラインの

健康状態をまずチェックいたします。そして、この

方々に対して、いろいろな健康意識の向上や食事や

運動―わかっていてもなかなかできないところがあ

りますので、子供の世代ですとか、あるいはおじい

さんおばあさんの世代ですとか、そういうところか

ら健康情報を提供したり、一緒に健康を考えるとい

う会議を行います。そして、この会議の効果があっ

たかどうかということを毎年、４年間ほど追いかけ

まして、実際に血圧あるいは塩分摂取ですとか、そ

ういった指標がよくなるかどうか。また、これを広

める段階で人材の育成も同時に行います。このよう

な事業を琉球大学の医学部、あるいは教育学部にい

らっしゃる先生方に委託いたしまして、実証してい

く事業でございます。

○仲村未央委員長 以上で、新垣清涼委員の質疑を

終了いたします。

赤嶺昇委員。

○赤嶺昇委員 まず最初に、県立病院の基本的な役

割についてお聞かせください。

○伊江朝次病院事業局長 県立病院の基本的役割と

いたしましては、沖縄県民の命と健康を守るために、

必要な医療の提供体制をしっかり整備してやること

だと考えております。

○赤嶺昇委員 北部地域の医療体制を維持していく

責任は沖縄県にはありますか。

○伊江朝次病院事業局長 沖縄県は、北部医療圏に

県立北部病院という地域の基幹的な病院を運営して

おります。そこを通して、北部住民の健康を守るた

め、医療をしっかりやっていかなければいけないと

思っております。

○赤嶺昇委員 それでは、過去３年間で北部地域か

ら妊婦が緊急搬送された数を教えてください。

○伊江朝次病院事業局長 平成21年度から平成23年

度までの数でございますが、平成21年度が54件、平

成22年度が99件、平成23年度が79件でございます。

○赤嶺昇委員 こういった妊婦の皆さんは、救急車

で主にどういった病院に搬送されていますか。

○伊江朝次病院事業局長 今、私の手元にある病院

は中部病院だけでございますが、平成21年度で54件

中49件、平成22年度で99件中95件、平成23年度で79

件中64件が中部病院に搬送されております。

○赤嶺昇委員 中部病院に搬送されるということは

結構リスクがあると思うのです。これは実質的に医

療格差にはなっていませんか。

○伊江朝次病院事業局長 時間をかけて医療機関に

行かなければならないという意味では、北部圏域と

中部圏域では差があると考えます。

○赤嶺昇委員 私たちは、この６つの県立病院をしっ

かり守っていくという視点が大事だと思うのです。

中部圏域とか南部圏域でいわゆる医療費がたくさん

あるところと、片や北部圏域、宮古圏域、八重山圏

域。その体制をしっかり同じように構築することが

県立病院の役割ではないのかと思いますが、いかが

ですか。

○伊江朝次病院事業局長 委員のおっしゃるとおり

だと考えます。

○赤嶺昇委員 そこで、午前中からありました、北

部地区医師会の皆さんと県立北部病院の医療圏域に

おける話し合いをされているということですが、懸

念されるのは、結果的に今まだ統合については検討

されていない、しかし、話し合いはしています。県

の元福祉保健部長がその場にいて、踏み込んだ発言

をしています。それについて皆さんは全く関係ない

という認識ですか。

○崎山八郎福祉保健部長 関係ないということでは

なくて、北部圏域の医療についてどうするかという

ことを、北部の医療関係者を含めていろいろな人た

ちが話し合っているということですので、それはそ

れで必要なことであると思うし、そういう意見が我

々に上がってくれば、それについて県としてどうす

るかということは検討しないといけないと思ってい

ます。

○赤嶺昇委員 そうしますと、その方は個人ですか、

それとも県の職員ですか、県の関係者ですか。

○崎山八郎福祉保健部長 地区保健医療協議会の中

でそういった会議をやるのであれば、県の職員とい

う形でやりますが、個人としてそういった場でやっ

ている分については、公的な場ではないですので、
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それはまた個人の意見になるのではないかと思いま

す。

北部福祉保健所長として地域の医療をどうするか

ということで、公的な場であっても私的な場であっ

ても、そういう立場で意見を言っているということ

であります。

○赤嶺昇委員 私もマスコミ等で見ると、ある程度

の方向性まで言っているものだから。皆さんは、い

や、まだ検討はしていません、しかし、話し合いは

していますと。ところが、その方はある一定の方向

性を出しているわけです。都合のいいときには個人。

けれども、北部福祉保健所長という役職も持ってい

る。北部圏域でいろいろな話し合いをされることは

いいのです。ただ、今言うように、もう既に産婦人

科では医療格差が出ていることを皆さん認めている

わけです。そういう中で、先ほど北部病院長も、同

じようなことをやってもということをおっしゃって

おりますが、結果的に今後話し合いをされて、本当

に北部圏域の医療体制というのが―仮にも県が北部

医師会に統合されるのか、どのようになるかわかり

ません。これで県の役割を放棄されることを私たち

は本当に懸念するのです。同じことをされていると

おっしゃるのですが、現に今、産婦人科医師が平成17

年からいないのです。それについて皆さん責任は感

じませんか。

○崎山八郎福祉保健部長 産婦人科医の確保につい

ては、これまでも県立病院の後期研修医の育成とい

う形だとか、琉球大学の後期研修医、５年生、６年

生への修学資金という形で、産婦人科を希望する学

生、あるいは後期研修医に資金を貸与する形で確保

する努力は続けております。

○赤嶺昇委員 要は、話し合いをされる、まだ検討

はしていません、しかし、この２つの病院が同じよ

うなことをしていると北部病院長が言います。結果

的に、仮に１つにしていこうとするときに、県が県

立北部病院としてそこから手を引くことは絶対に

あってはならないと私は思います。これは絶対に考

えられないことです。これは皆さんが北部圏域を切

り捨てるという話になるのです。そういうこともあ

り得るのですか。

○崎山八郎福祉保健部長 県立北部病院は、北部圏

域の救急医療とかさまざまな政策医療を担っており

ますので、県としては、北部病院が果たしている医

療機能の充実を図るとともに、民間医療機関との連

携による適切な医療提供体制を図っていくことが目

標ということであります。

○赤嶺昇委員 わかりました。そうしますと今の答

弁は、県立病院としては北部圏域の医療体制にしっ

かり責任を持つということで捉えていいのですか。

○崎山八郎福祉保健部長 沖縄県保健医療計画の中

でも、県立北部病院は北部圏域の中核医療機関とい

う位置づけになっておりますので、そういうことで

す。

○赤嶺昇委員 大変大事な答弁ですので、これはしっ

かりと検討して、政策医療と不採算医療は県立病院

の肝心かなめの役割ですので、北部圏域の医療体制

を守るという責任をしっかり持っていただきたい。

病院事業局長、いかがですか。

○伊江朝次病院事業局長 病院事業局といたしまし

ても、やはり北部の２次医療圏の中核病院である北

部病院で、医療がしっかりできるように全面的に私

たちがやるつもりでおりますから、この点について

はどうぞ安心していただきたいと思います。

○赤嶺昇委員 ぜひよろしくお願いします。

７対１看護体制について、今後全県立病院でやっ

ていく考えなのかお聞かせください。

○伊江朝次病院事業局長 将来的にはいろいろ考え

られると思いますが、やはり経営の状況等も考えて、

それから人材確保の問題もありますので、現在のと

ころは環境整備ができたところから順次やっていき

たいと考えておりまして、今、定数増の問題で北部

病院の件については調整中であります。

○赤嶺昇委員 北部病院はいつから実施する予定で

すか。

○伊江朝次病院事業局長 昨年も議会で平成25年の

予定でありますと答弁をしました。しかしながら、

今、定数増についての総務部との協議がまだ継続中

でございますので、そこで話がまとまれば早急にで

きると思いますが、現在の段階ではいつからかとい

うことは、まだ申し述べることはできないと思って

おります。

○赤嶺昇委員 病院事業局長は答弁で平成25年度か

らとおっしゃっていましたが、少しずれていますね。

年度の途中からでも実施する考えはありますか。

○伊江朝次病院事業局長 平成25年度からというの

はいわゆる予定でありまして、実際には定数増とい

う裏づけがないとできないわけですから、その辺を

できるだけ早く解決して、実現にこぎつけたいと思っ

ております。

○赤嶺昇委員 では次に、県立八重山病院の建てか

えについての進 状況をお聞かせください。

○伊江朝次病院事業局長 県立八重山病院について
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は今、老朽度調査をやって、来る18日には作業が終

わる予定です。その報告も考えながら、その結果次

第で基本構想あるいは基本計画に取り組んでいきた

いと考えております。

○赤嶺昇委員 老朽度調査には予算は幾らかかりま

したか。

○伊江朝次病院事業局長 老朽度調査は700万円の予

算で組んでおります。

○赤嶺昇委員 結果を受けて建てかえなのか、その

まままだ維持できるのかというどちらかということ

ですか。

○伊江朝次病院事業局長 建てかえをしなければい

けない時期には来ていると思います。今の建物をど

の程度もたせることができるのかということ、ある

いは建てかえをするにしても、やはり一定の年月が

要ります。その年月に医療機能を損なわないように

維持するためには、応急処置なりの手当てをしなけ

ればいけないと思います。そういったことも考えて、

老朽度調査をやっているという状況でございます。

○赤嶺昇委員 八重山病院長からお聞きしたいので

すが、今の建物の状態についてどうですか。

○松本廣嗣八重山病院長 建物の耐震補強はやりま

したが、実際セメントの状況とか配管の状況を見ま

すと、いつ壊れてもおかしくないですとメンテナン

スをやっている皆さんはおっしゃるのですが、給湯

管が破裂したのを見ましたら、本当にこれはいつど

こが壊れてもおかしくないのかなという気持ちにも

なりました。私は老朽度に関する知識や技術はござ

いませんので、見かけだけでお話をしているわけで

すが、５年ぐらいはまだ大丈夫なのかなとは思って

おります。しかし、給湯管破裂などがぼんと起こっ

てしまうと、これは大丈夫かと思うのです。ですか

ら私は、今でもいつ壊れてもいいように、患者をど

のように動かすかということを皆さんと相談して、

準備しております。

○赤嶺昇委員 松本八重山病院長は、現場の責任者

として患者も抱えていて、職員も含めて今いろいろ

心配もたくさんあると思うのです。今、医療体制を

維持する中において、やはり不便は来してはいるの

ですか、どうですか。何とかなっているのですか。

○松本廣嗣八重山病院長 古い病院ではありますが、

大きな問題は生じてはおりません。手術場も数も少

ないし小さいですが、一応の手術はできております

し、透析室も後でつけ加えたような施設ですが、そ

こでも透析はできております。それから、新たに何

かのスペースをつくろうとする場合に、やはり狭い

ですから、そういうものをどこかに余分にとるとい

うことがなかなかできない状況はございます。しか

しながら、一応の診療は今のところ不自由なくでき

ていると思っております。

○赤嶺昇委員 わかりました。

次に、県立病院事業への繰出金が今回少し減になっ

た理由をお聞かせください。

○呉屋幸一病院事業統括監 繰出金については、総

務省の繰り出し基準を踏まえて、前年度の決算―こ

としで言えば平成23年度の決算をもとに、政策医療

あるいは不採算医療の収支差、実績等によって積算

して行ってきているわけです。平成25年度の繰入金

の算定については、前年度の病院間相殺を見直した

ことによって増加傾向にあったのですが、それを上

回る病院事業の収支の好転があったということで、

全体的な減になっているということでございます。

○赤嶺昇委員 これについては、各県立病院初め病

院事業局も、大体そういう数字でということで合意

に至った数字になっているのですか。

○伊江朝次病院事業局長 この点は、ほぼ納得でき

る数値だと考えております。といいますのも、昨年

問題になりましたいわゆる病院間相殺をやめること

によって、それぞれの病院の収支状況がはっきりし

てくるということです。黒字病院のとばっちりを受

けて減ることがなくなりまして、僕は公平感が高まっ

たと思っておりまして、そういう意味ではかなり前

進した話だったと考えております。

○赤嶺昇委員 わかりました。

環境生活部にお聞きします。平成25年度歳出予算

事項別積算内訳書の３ページの11行目、産業廃棄物

対策費の概要についてお聞かせください。

○古謝隆環境整備課長 事項の産業廃棄物対策費は、

産業廃棄物の適正処理の推進並びに再生利用や減量

化などの循環支援施策の推進に要する経費でござい

ます。計13事業、８億9300万円余りを計上しており

まして、主な事業としましては、公共関与による産

業廃棄物の最終処分場の整備に１億7000万円余り、

八重山地域における産業廃棄物の適正処理を推進す

るため、建設木くずを用いたバイオマス発電の実証

事業に用いる事業として４億4900万円ばかりを計上

しているところでございます。

○赤嶺昇委員 かねてからいろいろ議論になってい

る株式会社倉敷環境のごみ山問題は、今どうなって

いますか。

○古謝隆環境整備課長 沖縄市におけるごみ山、い

わゆる超過廃棄物につきましては、かねてより地域
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の方も懸念しているところでございましたが、昨年11

月に沖縄市、地元３自治会、営農団体、県、事業者

でごみ山改善に係る基本合意を締結しまして、現在、

その基本合意に基づいて協議会を設置して、事業者

がその基本合意の中で約束した、新しい焼却炉を設

置した後８年以内に確実に緑被を68メートルまでに

するという目標達成に向かって、今、進 管理の協

議を行っているところでございます。

○赤嶺昇委員 現時点でごみ山の高さは何メートル

ですか。

○古謝隆環境整備課長 ごみ山の高さとしましては、

事務所があるところが標高68メートルになりまして、

ごみ山の頂上部分がおおむね98メートルほどになり

ますので、超過分の高さとしては30メートルの高さ

になるかと思います。

○赤嶺昇委員 約100メートルですね。最初、設置届

に伴う許可容量というのは幾らですか。

○古謝隆環境整備課長 当該処分場につきましては、

産業廃棄物の処分場の形態としては管理型と安定型

がありまして、管理型につきましては昭和43年３月

に設置されていますが、その際の埋立容量が30万3000

立米でございます。その後、昭和57年６月に安定型

の処分場が設置されていますが、その際の容量が31

万5740立米でございます。

○赤嶺昇委員 その許可容量に対して、今はどれぐ

らいありますか。

○古謝隆環境整備課長 管理型の最終処分場の超過

容量、いわゆる68メートルより上の部分でございま

すが、管理型につきましては44万5000立米、トン数

にしますと比重が0.85ぐらいになりますので、38万

トンぐらいになります。安定型の超過容量につきま

しては大体下げてきていますので、超過容量として

は４万1000立米になります。

○赤嶺昇委員 この許可容量について、高さの制限

とか制約はないのですか。

○古謝隆環境整備課長 廃棄物処理法上、埋め立て

の高さについては特に定めはございませんが、廃棄

物が飛散、流出しないように、あるいは擁壁が崩れ

ないようにといった基準はございます。

○赤嶺昇委員 今後、新焼却炉で８年以内に68メー

トルという目標ですが、この根拠は何ですか。

○古謝隆環境整備課長 現在、事業者が予定してい

る焼却炉の能力は、１日当たり200トンを焼却できる

能力がございまして、加えて既存の焼却炉が95トン

の日量、容量がございます。あわせて関連会社で１

日当たり60トンの焼却能力がありまして、もう一つ、

最近、固形燃料をつくる施設をつくりまして、それ

が１日当たり31トンほどになります。先ほど申し上

げましたように、ごみの超過量が37万8000トンあり

ますので、これを８年以内に撤去するということに

なりますと、１日当たり160トンを焼却処理していく

ことになりますので、能力的には対応できるのでは

ないかと思っています。

埋立申請時の計画としましては、通常はくぼ地を

利用しまして、周辺の道路の高さまで埋め立てをし

ていくことになりまして、事務所の高さが68メート

ルございまして、そこの外周に合わせて68メートル

までフラットにする、つまり下げていくということ

が根拠になっております。

○赤嶺昇委員 特に法的根拠はないということです

か。

○古謝隆環境整備課長 先ほど申し上げましたよう

に、法律上はくぼ地を利用して埋め立てをしていく

形になりますので、埋め立ての高さがこれだけとい

う法律上の決まりはございません。

○赤嶺昇委員 次に４ページの６行目、大気汚染防

止対策費の概要についてお聞かせください。

○上原栄淳環境保全課長 大気汚染防止対策費は６

つの事業がありまして、まず１つに大気汚染物質常

時測定調査費があります。これは県単の事業で費用

として971万円余りです。内容としては、大気汚染防

止法とか、県の生活環境保全条例等に基づく届け出

の受理、工場・事業所等のばい煙測定等の事業等を

行っております。

２番目に大気汚染物測定機器整備事業費がありま

す。これについては、県内で大気汚染の測定をやっ

ている一般環境大気測定局及び自動車排ガス測定局

がトータルで10局ありますが、その大気汚染物測定

機器の整備を行う事業となっております。

３番目の国設酸性雨調査委託事業費がありまして、

これについては環境省が実施する全国的な酸性雨調

査の一環として、沖縄県内では国頭村宜名真に国設

の辺戸岬酸性雨測定局があります。県では、この測

定局の保守点検を環境省から受託して事業を実施し

ております。

４番目に保健サーベイランス調査事業がありまし

て、これは大気汚染による健康被害を未然に防止す

るシステムを構築するため、環境省が全国で実施し

ている事業ですが、県が受託して、３歳児健診とか

６歳児健診についてアンケート形式で定期的に調査

を実施しております。

５番目に有害大気汚染物質対策費があります。こ
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れは継続的に摂取されると、人の健康に害を及ぼす

おそれがあるいろいろな大気汚染有害物質の測定に

ついて、県内で測定を実施しております。

最後に、オゾン層保護対策事業費があります。こ

の事業については、オゾン層の保護のためにフロン

類の回収等を行う事業者の登録等の事業となってお

ります。

○赤嶺昇委員 ＰＭ2.5に対する対策、まず本県への

影響についてどうなっていますか。

○上原栄淳環境保全課長 最近いろいろ話題となっ

ておりますＰＭ2.5ですが、ＰＭ2.5については、国

が定めた環境基準で１日平均35マイクログラムパー

立方メートルという基準があります。県においては、

中部福祉保健所で平成23年４月からＰＭ2.5の測定を

実施していまして、現在までに１日平均の環境基準

を超えたのが平成23年度に７日、平成24年度に５日

程度あります。現状として、きのう、きょうのＰＭ2.5

の濃度としては、20マイクログラムパー立方メート

ル程度となっております。

○赤嶺昇委員 測定している場所は中部ですよね。

今後、県内で最低あと何カ所か、しっかりと把握す

るために検討されるべきだと思うのですが、このあ

たりは環境生活部長、いかがですか。

○下地寛環境生活部長 今、環境保全課長が説明し

ていたとおり、実態として注意喚起を出すところま

ではまだいっていないのですが。委員がおっしゃっ

たとおり１カ所ですので、今、環境省の中でもどう

いう形でふやしていくかということを検討しており

ます。財源の問題もありますが、やはり県としては、

沖縄県全体が測定できるような体制は考えていきた

いと思っております。今検討しているのは―これは

財政的なものも含めて検討しなくてはいけませんが、

北部、南部、宮古、八重山、最低でもこういう地域

ではしっかり測定をして、県民に情報を提供しなく

てはいけないと思っております。

○赤嶺昇委員 そうだと思います。ところが、今回

の大気汚染防止対策費は減額されていますね。これ

は恐らく最近になって、特にＰＭ2.5がいろいろマス

コミ等でも取り上げられているところです。年度途

中からでも予算を捻出して対策を打つべきだと思う

のですが、いかがですか。

○下地寛環境生活部長 大気汚染防止対策費の減は、

たまたま平成24年度までに―自動車とか大気のテレ

メーターシステムも自動測定していますが、ＳＯｘと

かＮＯｘとか、一酸化炭素とかをやっているもので、

それらの機器整備が終わったので減額になっている

のです。しかし、委員が今おっしゃるように、この

ＰＭ2.5については特に子供たちとか老人とか、呼吸

器系に疾患のある方については早期の注意喚起が必

要ですので、場合によっては今、当初予算には計上

していませんが、補正なりそういったものも視野に

入れながら、ぜひ準備や検討をしていきたいと考え

ております。

○赤嶺昇委員 ぜひ頑張っていただきたいと思って

います。

生活保護費についてお聞きしますが、郡別と市部

について、例えば特に伸び率が高い市だとどこがあ

りますか。

○大村敏久福祉・援護課長 各年度によってばらつ

きがありますが、直近の平成24年度で見ますと、う

るま市が対前年度16％の伸びとなる見込みでありま

す。

○赤嶺昇委員 今の平成24年度は見込みですね。平

成23年度は石垣市が26.4％の伸びです。これはどう

いう理由ですか。

○大村敏久福祉・援護課長 各市の生活保護費の伸

び率については個別に詳細な分析をしていない状況

で、今正確なお答えはできない状況でございます。

○赤嶺昇委員 では、そうすると皆さんは数字は把

握をするけれども、例えば南城市は平成23年度12.9

％減です。片や石垣市は26％ふえているのです。こ

ういった分析で、各市町村の生活保護費にばらつき

はあるのですが、この分析は皆さんやるべきではな

いですか。

○大村敏久福祉・援護課長 県全体の状況はこれま

で把握しているのですが、各市ごとに分析等をして、

各市への指導監査等もありますので、その辺での意

見交換も含めて対応していきたいと考えております。

○赤嶺昇委員 就労支援も含めて、例えばさっき言っ

た南城市は12.9％減、今度は見込みでまた10％上が

るのです。こういった推移をしっかりと分析して、

何が原因だったのか。いい取り組みをしているので

あれば他市町村にも御紹介するとか、そういう分析

をしながら対応していくことは大事だと思いますが、

いかがですか。

○垣花芳枝福祉企画統括監 委員御指摘のように、

この分析は非常に重要なことだと思っております。

やはり現状を踏まえて、自治体としてどういう支援

が必要なのか、また、何が課題になっているのかと

いうことを捉えていく必要があると考えています。

県としましては、実は年度初めに監査の指摘結果に

対しての処理状況、また、今後の実施体制、どう取
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り組んでいくのかということについても、全ての福

祉事務所に対してヒアリングを実施しているところ

でございますので、その中で意見交換はもちろんやっ

ているのですが、大きく変更したところについては、

その推移について引き続き把握しながら対策をとっ

ていきたいと考えております。

○赤嶺昇委員 最後に、旧石川保健所跡の建物がま

だ残っているようですが、この利用計画についてお

聞かせください。

○金城武福祉保健企画課長 これまで幾つか計画が

ございました。石川市で道路用地とか、教育庁で特

別支援学校の分校地として利用したいというお話が

ありまして、その結論が今年度いっぱいで出るとい

うお話でした。これが教育庁としては使用する計画

はないというお話がありましたので、次年度はそう

いう意味では普通財産にして、できるだけ地域に―

いろいろと気をもめて御迷惑もかけているようなと

ころもございますので、できましたら関係部局と調

整して、処分の方向で進めていきたいと思っており

ます。

○赤嶺昇委員 利用しないで、これまで何年ぐらい

たっていますか。ちなみに年間の維持管理費は幾ら

になっていますか。

○金城武福祉保健企画課長 約10年ぐらい経過して

いるかと思います。維持管理費につきまして、これ

も正確な金額ではないのですが、100万円程度だった

と思っております。

○赤嶺昇委員 何も使わないで、結局年間100万円だ

と1000万円ぐらいかかっていますので、早目にどう

するかということを対応して、しかも近隣住民にとっ

ては、強風とか何かあったときに非常に迷惑をこう

むっていることもあって、万が一、子供たちのたま

り場になったりとかいろいろ課題が出ますので、平

成25年度で何とか方向性を出すことはできそうです

か。

○金城武福祉保健企画課長 処分する方向で関係部

局と調整して進めていきたいと思っております。

○仲村未央委員長 以上で、赤嶺昇委員の質疑を終

了いたします。

先ほど、北部病院に対する福祉保

健部長の答弁と病院事業局長の答弁が近づいたので

すが、それを前提として北部圏域医療について質疑

いたします。

病院事業局長が医師不足として挙げた各県立病院

がありますね。その原因は何でしょうか。

○伊江朝次病院事業局長 目立つのは産婦人科、眼

科ということで、産婦人科に関してはやはり希望者、

いわゆる急性期医療の産科医療に従事する人たちが

減ってきているという状況です。もう一つは眼科で

ございますが、眼科も病院医療に従事する人たちが

減る、つまり開業に走る人たちが多いのです。です

から、そういった眼科医を生み出す―沖縄県の場合

は琉球大学でしか育成されていない状況がございま

すが、そこもやはり教室運営に困るぐらい少ない状

況があるということで、結局中部病院ですらなかな

か回してもらえない状況がございます。現在、眼科

に関しては中部病院と八重山病院、八重山病院の場

合も、八重山病院で働いていた医師が地元で開業し

たということで、医療が損なわれることはないので

すが、病院でなければいけないような医療に対する

体制としては、少し不十分になっているという状況

がございます。

例えば、医者にとって臨床経験と

か症例があります。その症例でいろいろなことを研

究したいのだけれども、症例の数が不足していて、

それで僻地だとか、あるいは北部圏域は少し症例が

少ないからということはないでしょうか。

○伊江朝次病院事業局長 これは診療科によります

が、例えば外科とかという意味では、症例の不足と

いうことでは言えると思います。

もう一つは病院の機器です。ここ

にも磁気共鳴画像分析装置であるとか、放射線装置

とか、このシステムを今度購入したいとありますが、

高度な医療をするためには、そういう機器がそろっ

ていて、命を大事にしてやっていきたいということ

であるならば、やはり機器の備わっているところに

行きたいということはないでしょうか。

○伊江朝次病院事業局長 物によってはそういうこ

とがあると思いますが、基本的なものは、県立病院

に関してはそろっていると考えております。

医師不足は慢性的ですから、基本

的にはやはり産婦人科、眼科を志望する医者が少な

くて、確保は困難であるということで理解していい

のでしょうか。

○伊江朝次病院事業局長 先ほどもお答えをしまし

たが、希望者はいるのです。しかし、必要とされる

急性期医療に、必要なところに来ないということは

あります。眼科医に関しても、病院で眼科医師とし

てやるよりは自前で開業したほうがまだメリットが

あるということで、そういう状況になっているので

はないかと思っております。
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そうすると、民間との人事交流、

あるいは、例えば県立病院で眼科が休診する可能性

はあるのですか。

○伊江朝次病院事業局長 県立病院の基本方針とし

ては、眼科はやはり総合病院として維持するために

ぜひ必要な診療科です。ですから、休診をしなけれ

ばいけないということは、そういう意味では非常に

不本意であると思っております。

そうしますと、民間は開業するわ

けだから、県立病院として眼科の医者を何としても

確保したいということであるならば、どういう方法

があるのでしょうか。例えば極端に言うと、民間が

開業しているわけだから、その眼科医を必要とする

患者はそこに行くわけです。その辺はどう対処した

らいいのでしょうか。

○伊江朝次病院事業局長 今、眼科医師が不在の中

部病院と八重山病院は、地域の開業医に業務応援と

いう形で診療協力をいただいている状況がございま

す。ですから、これは私の希望的観測ですが、眼科

医があふれて、もうからなくなったら病院にとどま

る人がふえるのではないか、そこを待つしかないの

かなという感じはします。

ちょっとショックだよ。例えば中

部病院には研修医がよく集まるということで、医療

全般にわたって評価されているわけです。もし中部

病院長が来ていたら少しお伺いしたいのですが、中

部病院で研修を受けた医者がいろいろなところに広

がっていくわけです。そうすると、仮に中部病院で

研修を受けた産婦人科の医者がいて、そして中部病

院で採用した医者を北部病院であるとか、宮古病院、

八重山病院とかにお願いしますよね。その医者は、

私は中部病院に採用されたのに、なぜ北部病院でや

らなくてはいけないのかということはあるのでしょ

うか。

○宮城良充中部病院長 まず、中部病院で採用しま

す。県の職員ですので、当然いつも我々は６つの病

院は一つだという意識で動いていますので、例えば

八重山病院、宮古病院からヘルプがあれば職員を送

ります。ちなみに眼科については、先ほど出ません

でしたが、やっと確保の見込みが立ちました。ただ、

眼科を志望してくる研修医は本当にまれでございま

す。めったにおりません。ですから、病院事業局長

が話したように、どうしても大学に頼らざるを得な

い状況がやはり現在の状況だと思います。

中部病院の院長として、これから

の沖縄県の医療、慢性的な医師不足―中部病院は中

核病院としてよくいろいろな報道にも、医療関係の

雑誌にも、あるいは外国からもかなり評価をされて

いて、この沖縄県で医者がまた不足であるという状

況に対して、今後の沖縄県の医療に対する御意見が

あれば述べていただけませんか。

○宮城良充中部病院長 今の沖縄県の置かれた立場

を申しますと、どうしてもたくさんの離島を抱えて

いる状況がこれからもずっと続きます。離島の医療

を確保することが沖縄本島の県立病院の大きな使命

の一つとなっておりますので、これは当然ながら我

々がずっと持ち続ける気持ちでございます。それを

支えるのがやはり研修制度でございます。実は宮古

病院、八重山病院、それから島々の小さな診療所を

含めますと、毎年のように十二、三人の若者を送り

出しております。そういう人たちを送り出して、ま

た翌年は十何人が抜けて、また十何人を送り出すと

いう形で、現在、離島の医療を確保しているのが現

状でございます。願わくは、これから離島に送り出

した若者が再度沖縄本島に戻って、そして大学を初

め研修病院で、皆さん御存じの後期研修を続けて専

門医になれるようなプログラムができれば、今のよ

うな医師不足も解消する方向に向かうと思います。

ありがとうございました。今のお

話を聞いて、福祉保健部長はどう考えますか。

○崎山八郎福祉保健部長 今、中部病院長が話され

たことと重複するところがあるかもしれませんが、

沖縄県は離島を抱えておりますので、医師をどう確

保するのかということは大変重要な課題の一つであ

ります。そのために、県としてもいろいろな形で医

師確保策に取り組んでいるところでありますので、

県内のそういった医療体制がしっかり構築できて、

県民が安心して医療を受けられるような体制を今後

ともつくっていきたいと考えております。

先ほど中部病院長から専門医とい

うお話がありました。その専門医を育てる、僕はそ

こに少し注目していたのですが、そこはどうお考え

ですか。

○平順寧医務課長 離島の医師確保については、先

ほどの平成17年の北部病院産婦人科の問題、実は前

回のときに琉球大学、県立病院、それから民間病院、

医師会もみんな集まって、医師確保をどうしようか

という検討をやったのが平成18年度であります。そ

の検討の中で、まず県立中部病院を中心とした専門

医養成のための予算をふやそうということで、平成19

年度からふやしました。後期臨床研修はその当時28

名分しかなかったのが、現在43名分にふやしました。
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それから、琉球大学との連携でいわゆる医師修学資

金を始めようと。ちょうど平成20年から琉球大学が

地域枠ということで入学者の数をふやしましたので、

その分に医師修学資金を充てまして、予算もつけて

おります。現在、その方々が76名、次年度もまた12

名プラスします。その中で、産婦人科の方々も現在

７名養成しております。専門研修が終わって―養成

するのに少し時間がかかります。そういうことで、

あとしばらくすると離島に行けるような方々になる

だろうと思っておりますので、そういう医師確保対

策をやることによって、少し安定していくのではな

いかと思っております。

病院事業局長、この専門医の養成

については、全体で今、中部病院を中核としてとい

うお話だったのですが、これに対する病院事業局長

のコメント、考え方を少し聞かせていただけません

か。

○伊江朝次病院事業局長 今までの県立病院の研修

事業というのは前期、後期ということで、後期は専

門研修の始まりでありますが、やはり後期の２年だ

けでは十分ではないという現状がございます。そう

いうところで、さらに専門性を高めるような経験を

積みたいということになると、やはり県立病院だけ

では不十分なところがありまして、県外に出ていっ

たという状況が今までの経緯でございます。我々は

たくさんの研修医を出しておりましたが、今までも

出しっ放しということです。これを戻ってもらおう

ということで、先ほど言いました離島へき地病院勤

務医師研修派遣事業ということで、これは従来も海

外への研修派遣事業ということでやっていたわけで

すが、これを海外だけではなくて、県外も含めた派

遣事業にしようということで事業を少し拡大してお

りまして、それを受けた人たちが戻ってきたら、従

来は県立病院で勤めるということだけでしたが、さ

らにその中に少し踏み込んで、義務年限の半分は離

島、いわゆる北部病院、宮古病院、八重山病院でや

るということで今回制度をつくっております。です

から、それがもっと拡大していけば、専門医あるい

は若い人たちのキャリアアップにもつながるような

システムがしっかりできてくるのではないのか。そ

の結果、人材確保にも結びついてくると考えており

ます。

最後に、中部病院長にお伺いしま

すが、今の答弁で、いわゆる研修医はたくさん来る

が、せっかく来た人たちが外へ出ていくと。研修制

度を県外へ移したいという考えでしょうか、お聞か

せください。

○宮城良充中部病院長 これだけではやはり足りな

いといいますか、それは一部だと僕は思います。確

かに若い医者を引きつける要因に、海外に行って研

修を積んで帰るということを従来やっていましたが、

その枠をふやすことは一つの大きなものだと思いま

す。現に毎年２人を外国に送っていますが、この子

たちは戻って、またしっかりと病院で核になってい

るのです。ですから、この枠がふえることは非常に

期待されるということです。もう一つは、実は我々

の、特に中堅どころのドクターというのは、なかな

か院外、日本国内に勉強に出る機会がございません

でした。これは結局、研修医を卒業して、そのまま

沖縄県にとどまって、そしてしっかり県の医療に携

わっているのですが、やはり10年もすれば知識も技

術も古くなるわけです。こういうやる気のある中堅

どころをもう一度、こういう場合に県外に出せると

いうことは非常に大きな要因であると思いますので、

非常にいい事業になるのではないかと思っています。

もう一つ加えるに、我々の研修制度の中で、どれ

だけの人が沖縄県にとどまるかというデータがある

のです。中部病院では68％、約７割の人がとどまっ

ております。その中で、どうしても長い間とどまっ

てもらうのはやはり沖縄県出身なのです。ですから、

我々の研修制度も、できれば沖縄県出身の若者、内

地に行って勉強している沖縄県出身の子が、できる

だけたくさん中部病院の研修に戻るようにという働

きかけも病院独自でやっておりますので、そういう

地道な努力が実っていくのではないかと思っていま

す。

いろいろ御提言ありがとうござい

ました。そういう意味で、福祉保健部長なり病院事

業局長はそのことを念頭に置きながら、現場と意思

疎通をしてぜひ頑張っていただきたいと思います。

それから、19の有床診療所があると言われている

のですが、沖縄県の有床診療所の経営状況はわかり

ますか。

○平順寧医務課長 有床診療所の数は今手元にない

ですが、その経営状況については届け出義務があり

ませんので、中身までは承知しておりません。

資料に重粒子線治療施設導入に係

る検討基礎調査事業と書かれているが、この内容に

ついて説明できますか。

○国吉広典保健衛生統括監 重粒子線治療施設の件

につきましては、現在沖縄県医師会に委託をして、

導入の可能性について調査を行っております。内容
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については、今年度調査をして、次年度まで予定し

ております。調査の内容ですが、我が国のがん医療

の現状と課題とか、あわせて本県のがん医療の現状

と課題、いろいろな専門的な立場での国内の重粒子

線治療の状況、外国での重粒子線とか放射線治療の

状況等、そして重粒子線施設を導入した場合の採算

等々を現在委託して調査している事業でございます。

病院事業局長は大体こういうのを

導入したいという意識はありますか。そうしないと

合致しないから。

○伊江朝次病院事業局長 これは非常に新しい施設

でありますし、患者がそんなにたくさんいるという

わけでもないと思っておりますし、一番の問題は、

やはり保険診療の対象ではないというところではな

いのかと思っております。ですから、診療を受ける

のは限られた方々になるのではないかと私は思いま

す。

研究するのは結構なことだからい

いでしょう。

福祉保健部の安心こども基金事業について、保育

士の人材確保について説明をしていただけませんか。

一律保育所に8000円とか１万円支援するとか。これ

を説明してください。

○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長 保育士

の確保としまして、平成25年度予算において安心こ

ども基金事業に６億6000万円を計上しまして、保育

士の給与等の改善を図るための事業を予定しており

ます。これは国の緊急経済対策による措置でござい

まして、目的としましては、保育の担い手である保

育士の確保が問題となっている状況で、人材確保を

推進する一環として、保育士の処遇改善に取り組む

保育所へ資金の交付を行うことによりまして、保育

士の確保を進めていくということでございます。

そうすると、これはいわゆる認可

保育所だから、例えば公立の保育所で働く人、認可

外保育施設で働く人がいらっしゃいます。認可保育

所だけやってしまうと、認可外保育施設で働く人た

ちとの関係はどうなっていくのだろうかと。余計差

別化されていくのではないかと思うのだが、そこは

どう捉えるのか。

○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長 現在、

県におきましては待機児童が大変多く発生している

状況でございますので、待機児童を解消するために

保育士の確保が必要ということでこの事業に取り組

むことにしております。したがいまして、民営の保

育所におきまして、保育士の質の向上、給与の改善

が図られますと、また全体的にもボトムアップが進

んで効果が期待できるものと考えております。

○垣花芳枝福祉企画統括監 委員御指摘のように、

今回の対象は私立の認可保育所を対象としての改善

になりますので、当然認可外保育施設とその時点で

の比較となりますと、違いが出てくることは認識し

ております。ただ一方で、保育士の処遇の悪さとい

うことがこの間指摘されていまして、沖縄県の課題

でございましたので、そういう意味では今回の安心

こども基金を活用して、ぜひとも処遇改善に取り組

んでいきたいということでございます。

そうすると、認可外保育施設で働

く保育士の皆さん、あるいは公立保育所で働いてい

る非常勤職員の方々との賃金差がまた違ってくる。

どのようにしてその方々の賃金保障をしていくのか、

確保していくのかを説明してもらえますか。

○垣花芳枝福祉企画統括監 公立は当然各自治体に

おいて処遇改善に取り組んでいただきたいというこ

とがございますが、認可保育所の部分につきまして

も、保育所運営費は市町村で支弁しておりますので、

それもやります。認可外保育施設につきましては、

沖縄県の大きな課題であります待機児童の解消のた

めには、現在の認可外保育施設の質を高めながら、

認可化へ移行するという取り組みの中でやっていま

すので、認可化を進めることで処遇改善につなげて

いくという形で進めたいと思っております。

この予算は国の100％ですね。県の

財政から出ていないのだから、本当は皆さんは何も

関係ない。ただ、そういう意味では、認可外保育施

設の方々に対して県はどうするかということを聞き

たいわけ。あなた方は国の補助金をもらって流すだ

けだから。だから、認可外保育施設の方々をどうす

るか、あるいはまた公立で働く保育士の処遇をどう

するか。そこを少し説明願います。

○垣花芳枝福祉企画統括監 認可化しましても、県

は当然運営費の応分の負担をいたしております。そ

れから、認可外保育施設につきましては繰り返しに

なりますが、質を上げながら、今いろいろと指導監

督基準に満たない認可外保育施設がありますので、

現在その質を上げるための支援もやりながら、認可

化につなげることで保障はしていきたいということ

でございます。

保育所の運営制度の中で今のような対応をさせて

いただいているわけですが、個人、いわゆる専門職

を確保するという仕組みについては、きょうのとこ

ろは御意見として承らせていただきたいと思います。
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緊急と言う以上は単年度ですか。

ずっと続けるのか。

○垣花芳枝福祉企画統括監 安心こども基金事業が

１年でございますので、今のところ１年と見ていま

す。ただ、私たちは継続を要望しております。

１年やって、また１万円、8000円

下げてしまうのか。

○垣花芳枝福祉企画統括監 そのことが課題という

ことは十分認識しておりますので、継続してという

か、やはり安定して処遇改善ができるような体制を

確保することが一番大事だと思っていますので、制

度の見直しも含めて今要望しているということです。

これは国会が悪いからしようがな

いと思うのだが、はっきり言ってそういう制度はよ

くない。

世界遺産について、世界遺産の暫定リストに載せ

ることが今そこに来ているので、その載せる方法を

説明してください。

○富永千尋自然保護課長 今、手続として出してい

るのは暫定リストといって、世界遺産登録をする前

に、国がこれを世界遺産に登録したいという意思表

示をするものと理解してください。

内容を説明してください。

○富永千尋自然保護課長 暫定リストの中身はおお

むね区域、例えば北緯何度から東経何度までという

形で、奄美・琉球の島々がある範囲を示しています。

もう一つはクライテリア、先ほど言った登録基準の

うち、生態系と生物多様性についての内容が記載さ

れています。

説明が簡単過ぎて理解できない。

あなたからもらった資料を読んだけれども、将来に

わたって保全にするための方策を示さなければなら

ないと書かれているが、その内容を説明してくれま

すか。

○富永千尋自然保護課長 今言われた将来にわたっ

て保全する措置というのが、まさしく先ほどから紹

介しています保護担保措置というもので、具体的に

は国立公園化をして、その地域の自然を持続可能な

形で守っていくという計画になります。

資料に管理計画というのがある。

沖縄県の場合は民有地が多いものだからこれはほと

んど難しいと思うのだが、管理計画を作成するとき

にどういう方法でやるのか。

○富永千尋自然保護課長 例えば推薦書として最後

に出すときに、保護管理計画というものがあって、

１つはまず公園の管理計画のことを言います。あと、

例えば外来種がいる場合、こういったものをどのよ

うに管理して、そこの自然を守っていくかという内

容の計画になると考えています。

資料を読めば今の答弁はすぐわか

るのです。僕が言っているのはもっと突っ込んで説

明をしてくれないかということ。だから、管理計画

をつくる場合は、やはり地元の意見を聞いたり、区

域を決めていくわけでしょう。そうすると、民有地

だから地元の協力を得るために大変なことになると

思うのです。その辺は自然保護課長はどのように想

像しているのか。この管理計画をつくるときの村民

との話し合いをどのように考えているか。

○富永千尋自然保護課長 公園化に関しては、主に

国立公園なので国が実施することになりますが、県

としても環境省と一緒に、例えば今の対象の市町村

の職員とか、場合によっては議会の議員といった方

たちに説明をしている状況です。

そのためにはスタッフをつくって、

地域住民の理解を得ないといけないと思う。そうい

う計画はお持ちですか。

○富永千尋自然保護課長 これは我々の日常的な業

務の中で、環境省ともかなり深く連携しながらやっ

ておりますし、そういった中で、こういった機会を

どんどんふやしていきたいと考えております。

今のは頼りないな。僕は無理だと

思う。

この資料で、自然環境保全税というのがあるね。

皆さんが提起したもの。それについて少し説明をお

願いできますか―説明できないならもういいです。

終わります。

○仲村未央委員長

終了いたします。

前島明男委員。

○前島明男委員 まず、環境生活部に質疑をいたし

ます。動物愛護管理センター費についてですが、400

万円少ししかふえていないのはいいとして、まずは

動物愛護管理センターの管理状況からお尋ねしたい

と思います。

○富永千尋自然保護課長 動物愛護管理センターは、

主に動物の愛護と管理を図るための中核的な施設と

して整備が図られていて、１つは、まず持ち込まれ

た犬猫の里親を探したり、そういうことがかなわな

い場合は、最終的には殺処分をするという機能を持っ

た施設でございます。

○前島明男委員 年間どのぐらい持ち込まれて、あ

るいはどのぐらい里親に引き取られて、残りはどう
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なっているのか。殺処分という話も出ましたが、入っ

てくる数と処理はどうなっていますか。

○富永千尋自然保護課長 少し以前の経緯を含めま

して説明します。まず、犬については平成19年度時

点で収容数が6431頭、そのうち返還が530頭で、譲渡

が344頭、最終的に残念ながら殺処分になっているの

が5557頭。平成23年度の数値で収容合計が3214頭、

そのうち返還が444頭、譲渡が391頭、殺処分にされ

たのが2390頭ということで、近年は犬は減っている

傾向にあります。猫は平成19年度に収容頭数が4950

匹、最終的に殺処分になっているのが4878匹で、平

成23年度は収容合計が3947匹、最終的な殺処分は3812

匹。猫は少し減っていますが若干横ばいという状況

です。

○前島明男委員 動物愛護管理センターの敷地面積

はどうなっていますか。

○富永千尋自然保護課長 申しわけありません、今、

敷地面積については手持ちの資料がございません。

○前島明男委員 通告外で大変申しわけないのです

が、私がここでお聞きしたいのは、これだけの数の

犬猫が収容されて、かなりの数が殺処分されている。

里親に引き取られるのはわずか四、五百という状況

ですが、やはり動物愛護関係者にしてみれば、何と

かして殺処分しないで済む方法はないのかという意

見も私は直接承っております。そういうことで、ど

うして私が敷地面積をお聞きしたのかというと、今

はたしか南城市大里に動物愛護管理センターがある

のですが、それを別の場所にかなり広い敷地を確保

して、そこに自然の状況で管理、犬猫を遊ばせると

いうことで、引き取られる数と殺処分―自然淘汰な

らやむを得ないけれども、やはり人の手で処分する

のは、動物愛護家にしてみればたまらない話なので

す。私自身もそれは感じています。ですから、どこ

か広い敷地を求めて、そこで余生ではないのですが、

犬猫を伸び伸びと、生き生きと生活してもらうとい

う方法は考えられないのか。今の動物愛護管理セン

ターというものは、入ってきたものを里親に引き渡

す、主が見つかったら返す、残りは殺処分するとい

う方針ですが、私が今申し上げた、あるいは動物愛

護者が相談に来られたような、殺処分しないで済む

ような方法、方針転換というのは考えられませんか、

環境生活部長。

○下地寛環境生活部長 先ほど報告があったように、

かなりの犬猫が殺処分されているという現実は私も

大変憂慮しております。施設の機能というのは、年

数ははっきりしませんが、たしか10年以内ぐらいに

改築して、施設的にもかなり内容が改善されていま

す。例えば、犬とか猫の里親になりたい、引き取り

たいという人が来て、常に触れ合えるような場所も

設定しておりますし、今、委員がおっしゃるように、

例えば広場で自由に犬を見せながら里親を探すこと

も年に１回ぐらい、動物触れ合いデーみたいなもの

をつくって、動物に対する愛護の心と引き取りといっ

たものを含めてやっております。そういったものを

少し強化しながら、やはり啓発、犬猫を捨てないと

いう気持ちを高めることが大事だと思いますので、

そこら辺を強化していきたいとは考えております。

○前島明男委員 今の環境生活部長のお話では、10

年内外で施設も建てかえなければいけない古い施設

になっているようですので、この際、余り大きな箱

物をつくらなくても、どこか広い土地を探して、自

然に放し飼いということができればと。犬猫を飼う

ことは情操教育にも非常にいいらしいのです。私も

孫が２人いるので、犬猫を欲しがっているので、い

ずれ近いうちに動物愛護管理センターに行って、気

に入るのが見つかれば里親として引き取りたいとい

う考えを持っております。10年前後で建てかえであ

れば、この際だから方針を転換して、余り箱物に金

をかけないでも済むような管理方針というものを見

直してみたらどうですか。

○下地寛環境生活部長 先ほどはもしかしたら誤解

があったかもしれませんが、動物愛護管理センター

自体をつくりかえてたしか５年から10年の間で、今

はいい施設になっていると思います。ただ、委員が

おっしゃるようにもう少し広場的なものがあって、

もう少し違う視点で見ると、引き取りたい人の気持

ちが変わるということもありますので、現在の敷地

の中でそういうことができるかどうかは少し検討さ

せていただきたいと思います。

○前島明男委員 この問題はもう締めますが、先ほ

どから申しておりますように、また別のところを探

してでも殺処分しないでも済むような方向で、動物

でも犬でも猫でもせっかく生まれてきているわけで

すから、それを人の手で殺処分するのは非常に忍び

ないので、動物愛護者が話しておられるように、そ

ういう方向というのもひとつ考慮していただきたい

と思います。これは要望しておきます。

次は、食品衛生監視費ですが、費用は別として、

現在、人の口に入る食べ物というのは極めて重要な

ので、食品の検査、例えば県外、国外から入ってく

るものもありますし、あるいは県内で生産されるも

のもありますし、どのような形で監視を行っている
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のかお聞きしたいと思います。

○阿部義則生活衛生課長 監視は各保健所でそれぞ

れの管轄内にある食品営業施設、それから食品製造

施設等に対して、食品衛生監視指導計画を策定して、

それにのっとって監視業務を行っております。収去

につきましては収去計画もございまして、その中で

各保健所で収去、または食品衛生広域監視班という

ものがございまして、そこで収去を行って検査をす

る。さらに必要な精密検査があれば、衛生環境研究

所で検査をするという仕組みになっております。

○前島明男委員 次に、福祉保健部に質疑を移しま

す。障害者自立支援給付費が13億9900万円余り、約14

億円の増となっておりますが、その主な理由を御説

明願いたいと思います。

○金城弘昌障害保健福祉課長 増の理由ですが、ま

ず障害者福祉サービス関係の受給者がふえたという

ことがございます。あわせてサービスのメニューが

ふえたということ、それと次年度からですが、難病

が新たに対象に加わったと。こういったものが加味

されまして増になっております。

○前島明男委員 今の答弁の中で、サービスの質量

がふえたということで、どういったサービスがふえ

たのでしょうか。

○金城弘昌障害保健福祉課長 まず最初に、児童系

のサービスです。これまで児童デイと言っていたも

のが、児童にサービスをより充実させるということ

で３つの体系がございます。就学前の児童に対する

サービス、就学児童に対するサービス、それ以外に

保育所等への支援に対するサービスもございます。

あわせて相談系のサービスで、特にサービスを利用

する際に相談計画を必ずつくるような仕組みが新た

にできましたので、そういったものがふえたことに

伴うものでございます。

○前島明男委員 次に、未熟児等養育費が３億2004

万5000円、率にして75.6％の大幅減ですが、減になっ

た理由を御説明願いたいと思います。

○国吉秀樹健康増進課長 未熟児等療育費について

は、母子保健法第18条の低体重児の届け出、訪問指

導、未熟児養育医療の給付事業でやっていますが、

平成25年の４月１日から県から市町村に権限移譲さ

れることになっておりまして、その分の負担が減と

いうことでございます。

○前島明男委員 次に、妊婦乳児健康診査費も66.2

％、３億9400万円余の減になっておりますが、その

説明をお願いします。

○国吉秀樹健康増進課長 これは、市町村の妊婦健

診回数の実績減によるものであります。

○前島明男委員 次に、健康づくり事業推進費は74.2

％とかなりふえております。大変結構なことですが、

どのような事業を実施しておられるのかお尋ねしま

す。

○国吉秀樹健康増進課長 県では健康おきなわ21計

画に基づきまして、食育の推進、生活習慣病の予防、

たばこ対策、アルコール対策、そのほか県民一体の

健康づくりを進めているところであります。先ほど

少し申し上げましたが、県民を健康的な行動に誘導

する新たな方法を開発するための研究事業を今年度

実施することにしておりまして、昨年度に比べまし

て7000万円を増額いたしまして、約１億7000万円を

計上しているところです。

○前島明男委員 私は常々考えているのですが、や

はり予防にもっと力を入れてほしいと思っておりま

す。病気になってから病院に行っては遅いわけでし

て、どうにもならないから病院に行くわけで、病院

に行く必要がないように、行かないで済むような健

康管理、いわゆる予防医学といいますか、そこにもっ

と予算をつぎ込んでもいいのではないかと思ってお

りますので、そういう方向で今後も取り組んでもら

えたらと思います。

最後に病院事業局ですが、せっかく宮古、八重山

からも病院長がいらしていますね。常日ごろ、県民

の生命の保持、あるいは健康管理に昼夜御尽力して

おられる各病院の院長並びに関係職員の皆さん方に

感謝し、敬意を表したいと思っております。

そこで、県立病院は６つの病院がございますが、

先ほどから北部病院の院長、あるいは中部病院の院

長は答弁に立っておられますが、各病院で最も困っ

ておられることがあればお聞かせいただきたい。と

いうのは、きょうここに19名の委員、議員がおりま

すが、できればそういう問題、困ったことがあれば、

我々も共有して解決の努力をしていきたいと思って

おります。各病院長、なければいいのですが、お困

りになったことがもしあればお伺いしたいと思って

おります。よろしくお願いいたします。

○宮城良充中部病院長 皆さんも御存じのように、

もう日本は見事に超高齢社会に入りました。我々の

病院も従来は急性型ということでやってまいりまし

たが、いよいよこの急性期も、その後に続く慢性期

の医療もしっかりやっていないと救急もできない状

況になっておりますので、将来的にはいわゆる包括

医療、包括的な働きをしないといけないと思ってお

ります。そうなると、今の病院の敷地内では少し手
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狭になっておりますので、将来的には病院の改築、

増築、建てかえと申しますか、あるいは移転という

のがあるのか、そういう形でまた県民の医療を担う

ような格好を我々も展開してまいりたいと思います

ので、よろしく御協力をお願いしたいと思います。

○我那覇仁南部医療センター・こども医療センター

院長 先ほどから話している定数増員はおいておき

まして、実は私は小児科ですが、特に子供の後方の

支援病棟が極端に不足しています。要するに、成人

だといろいろ療養型の病院があるのですが、現在こ

ういった未熟児、あるいは非常に難しい病気を救命

する一方、やはり長く病院にいる患者も多くなって

いる。そうしますと、我々は急性型の病院ですが、

そういった患者でベッドが埋まってくると、なかな

か新しく入ってくる子供が入院できないという状態

があります。ですから、小児に関しても長期的な支

援の病院、ベッドとか人工呼吸器とか、気管切開を

している患者がたくさんいるのですが、そういった

子供が長期で入院できる病院をぜひつくってほしい

と思います。

○安谷屋正明宮古病院長 私は離島増嵩費について

委員の皆さんにお願いしたいと思っております。離

島増嵩費は離島における医療を担保する上で、特に

人材確保という意味で非常に重要だと考えているわ

けです。平成24年度から認められて、平成24年度が

宮古病院として２億円、平成25年度が１億2000万円

と減ってはいるのですが、この２年間認められたこ

とは非常にうれしく、ありがたく感謝しております。

今後も離島医療を守るためにはこの離島増嵩費を継

続していただきたいと思って、お願いいたします。

○松本廣嗣八重山病院長 私がお話ししたいことは、

病院そのものではなくて、県立病院全体にかかわる

ことだと考えるので、これは非常に大事なことだろ

うと思います。それは何かといいますと、研修医と

いうのは今、嘱託職員の身分で採用しているわけで

す。しかしながら、嘱託職員というものには非常に

制限がございます。月に20日、週に40時間という枠

の中で仕事をすることになっておりますが、実際上

は主治医として仕事をしているわけです。そうする

と、そういう時間の制限の中ではなかなか思うよう

に動くことができません。こういう状況があると、

もちろん給与の面もございますが、民間だとかほか

の条件がよいところに研修医たちは流れていく可能

性があります。今は中部病院を中心として、沖縄県

の研修制度が認められているために全国から多くの

研修医が来ますが、このままでは次第に難しくなる

のではないかと思います。それは、最終的には今い

る八重山病院やら宮古病院、あるいは北部病院に医

師を派遣することがなかなか難しくなる状況を生み

出すのではないかと心配しております。ですから、

もう少し研修医の身分といいますか、処遇というも

のを考えて、変える必要があるのではないかと思い

ます。そういうことを皆さんの間でも考えていただ

きたいと思います。

○伊波久光精和病院長 我々は精神科等特殊な医療

をやっているところでございますが、あちこち古い

病院でもありまして、体制も古いものですからいろ

いろ不備はございます。今、一番問題になっている

のは医療環境、アメニティーが悪いということで、

今後また新しい役割、課題が出てきた場合に対応で

きるような体制がつくれるかどうかということが課

題です。具体的にこれがどう、あれがどうというこ

とではないのですが、全般的に今後の課題というの

が、今後我々の新しい役割、機能といったときに対

応できるような体制がスムーズにつくれるかどうか

という点です。

○上原哲夫北部病院長 確かに先ほどから北部病院

は医者が足りないということで、医師不足に非常に

苦労していますが、やはりいろいろなところで発信

をしながら、北部はいいところだと言いながら来て

ほしいということでやっています。陸の孤島までは

いかないにしても陸続きであるから、医者が集まる

と宮古病院、八重山病院が優先されて、その後にう

ちに配置されるということでどうしても不利な点は

あります。そういう意味で、もっと医者が来てくれ

たらいいかなということで、非常に医者不足であり

ますので、皆さんのほうからも、もしありましたら

宣伝をよろしくお願いします。

もう一つは、うちでも研修医が毎年５人ほど、２

年間で10名が本土から来るのです。本土から来る研

修医の宿舎を整備できていない。宮古病院、八重山

病院は―今度宮古病院はつくりますが、北部病院に

はないという感じで、老朽化した看護宿舎もある。

そういうものを建てかえてほしいと一応市町村の広

域事務組合にもお願いをしていますが、そのような

こともよろしくお願いしたいと思います。

○前島明男委員 大変ありがとうございました。こ

れで終わります。

○仲村未央委員長 以上で、前島明男委員の質疑を

終了いたします。

休憩いたします。

午後３時39分休憩
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午後４時１分再開

○仲村未央委員長 再開いたします。

質疑の前に、休憩前の新垣清涼委員、前島明男委

員の質疑に対する答弁で、健康増進課長から答弁を

訂正したいとの申し出がありますので、発言を許し

ます。

国吉秀樹健康増進課長。

○国吉秀樹健康増進課長 大変申しわけございませ

ん。まず、新垣委員の御質疑でモデル事業について

御説明いたしましたが、対象人数を1000人と申し上

げましたが、１万人の間違いでございます。失礼い

たしました。

それから、前島委員の御質疑で妊婦健診の予算減

の理由をお答えしましたが、私、市町村の実績によ

るものと申し上げましたが、勘違いでございまして、

この事業は基金事業でございまして、基金が終了す

ることに伴う減であります。

○仲村未央委員長 それでは質疑を続けます。

西銘純恵委員。

○西銘純恵委員 お願いします。病院長の皆さんも

お疲れさまです。最初に県立病院についてお尋ねし

ます。

私は、今回の繰入額については少ないと、納得で

きない立場です。一般会計からの繰り入れ、前年度

と今年度の額について伺います。積算根拠も伺いま

す。

○呉屋幸一病院事業統括監 平成25年度の繰入金が

56億9800万円余り、平成24年度、今年度の繰入金が59

億円余りで、前年度と比較すると２億1000万円余り

減少しております。その内訳ですが、大きなところ

で申し上げますと、救急医療に要する経費で３億8500

万円余りの減。建設改良や結核医療に要する経費は、

病院間の相殺がなかったものですから３億5700万円

余りの増。研修研究費とかその他の経費で１億3500

万円の減。あと資本的収支の第４条予算になります

けれども、建設的な経費にかかわる繰入金として4700

万円余りの減になっております。

○西銘純恵委員 一般会計から繰り入れをする制度

というものは、なぜそうなっているのですか。

○呉屋幸一病院事業統括監 県立病院としては、不

採算医療、政策的な医療ということで、普通民間が

担えないような医療分野を地域住民に対して提供す

る。その際に、診療報酬で賄い切れない部分があり

ますので、それを補塡するということで繰入金等が

入れられているということでございます。

○西銘純恵委員 今の答弁は不十分だと思います。

収入で経費を充てられない、その不足分を賄うのが

繰り入れと言われたのですが、法の趣旨はもう一つ

ありますよね。地方公営企業法第17条の２において

定めがあると思います。その第１号、第２号につい

て違いを説明してください。

○嘉手納良博県立病院課長 まず第１号経費につき

ましては、本来行政が行うべき事業を公営企業が肩

がわりして行っているような場合に生ずるような経

費でございまして、第２号経費は採算をとることが

困難な医療を行うことにより発生する経費というこ

とでございます。

○西銘純恵委員 経営に伴う収入をもって充てるこ

とが適当でない経費は、経費を満額繰り入れすると

いうのが第１号経費という定めです。では、これは

どのような経費ですか。救急医療に要する経費だと

思っていますが、平成23年度の決算で経費は幾らで

すか。

○呉屋幸一病院事業統括監 第１号経費については、

地方公営企業法施行令第８条の５第１項第３号にお

いて、看護師の確保を図るために行う養成事業に要

する経費とか、あるいは救急の医療を確保するため

に要する経費、それから集団検診等を行う行政経費

とありますけれども、本県では、救急医療の確保に

要する経費に対して繰り入れが行われているという

ことでございます。

○西銘純恵委員 決算は幾らかも聞きましたけれど

も。

○呉屋幸一病院事業統括監 繰り入れている額は、

その救急医療に要する経費として８億2500万円余り

でございます。

○仲村未央委員長 休憩いたします。

（休憩中に、委員長から、平成23年度決算で

救急医療に要する経費は幾らかという質疑

に対して、答弁が漏れているとの指摘があっ

た。）

○仲村未央委員長 再開いたします。

呉屋幸一病院事業統括監。

○呉屋幸一病院事業統括監 救急医療に要する経費

として22億5100万円余りでございます。

○西銘純恵委員 去年、予算特別委員会で結構繰入

問題の質疑をやって、この救急に使っている経費が

収支差でやられている、第２号のやり方でやられて

いる、これは問題ではないかと指摘をしました。同

じようにやっている理由は何ですか。

そしてもう一つは、第２号経費について、救急医

療以外については、収支差、前年度の決算の収入と
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経費の差を繰り入れするということで今度は直って

いるのかと思っていますけれども、それについても

答弁をお願いします。

そして、病院間と項目間の相殺をやっていたので

すね。これは全国で30カ所くらい地方公営企業法で

やっている病院があるけれども、実際はほとんどが

相殺をしていないというやりとりの中で、相殺につ

いても検討するという答弁がありました。これにつ

いてもお答えください。

○呉屋幸一病院事業統括監 第１号経費については、

その性質上、当該地方公営企業の経営に伴う収入を

もって充てることが適当でない経費という定義がご

ざいます。これは何を言っているかというと、受益

者負担の原則になじまず料金回収等に適していない

経費ということで、本県では救急医療に要する経費

が対象になっているわけですが、その中で具体的に

申しますと、空床の確保あるいは医師の待機経費と

いうようなものが対象になるわけですが、それに加

えて救急センターの運営費ということで、本県にお

いては、センターにおける、あるいは救急医療に要

する経費の収支差―赤字で運営しておりますので、

その収支差も加えて繰り入れをしているということ

でございます。

○西銘純恵委員 私は、このやり方は間違えている

のではないのかと聞いているのです。だから経費を

充てると言うのであれば、22億円余ではありません

か。経費が違うというのであれば、違う数字をきち

んと出してください。

○呉屋幸一病院事業統括監 救急に要する経費と先

ほど申しましたけれども、第１号経費については救

急医療の確保に要する経費でございますので、救急

医療全般に係る経費とは異なるものだと私どもは考

えております。

○西銘純恵委員 沖縄県はそう考えていると今答弁

されたのですが、この救急、全国ではたらい回しが

あるけれども、沖縄県はないとおっしゃいましたよ

ね。だからこの第１号経費というものは、救急につ

いてはやはり公的医療でしか賄えない、経費がかか

る、だから繰り入れをしてでもきちんとやりなさい、

これが法の趣旨だと思うのです。けれども今、一つ

の項目を挙げてこれしか充てませんということは、

私は法の趣旨を逸脱していると思いますので、もっ

と検討してほしい。そして、救急医療に係る経費で、

収入でもって充てることが適当でない経費というも

のが何なのか、もう一度精査するのであれば精査し

てほしいと思います。病院事業局長、いかがですか。

○伊江朝次病院事業局長 従来、今の病院事業統括

監が答弁したような形で沖縄県はやっている状況が

ございますが、他府県の状況を見ても、今委員のおっ

しゃったような形でやっているところは見当たらな

い状況がございます。その辺のところは、私たちは

現在のところ準じてやりながら、医療の状況も考え

ながら、ほかにいい方法があるかということをいろ

いろ検討していこうと考えております。

○西銘純恵委員 他府県と同じようにやっていると

言っているのですが、やはり救急のたらい回しが現

実にあること自体、そこは法の趣旨にのっとって、

救急についてはきちんと一般会計から繰り入れする

という立場に立ってこそ、沖縄県のような医療体制

が確保できる。命と健康を守る立場をとるのであれ

ば、そこをやはり検討してほしい。

次に移ります。もう一つは離島増嵩費。現年度と

新年度はどうなりますか。

○嘉手納良博県立病院課長 離島増嵩経費につきま

しては、平成24年度は約４億円で、平成25年度につ

きましては２億4000万円が措置されてございます。

○西銘純恵委員 なぜ減ったのですか。

○嘉手納良博県立病院課長 離島増嵩経費の算定の

方法につきましては、離島であるがゆえの増嵩経費

分ということで、１つは人件費分として特地・準特

地手当、医師手当、単身赴任手当、そして住宅手当

等の増嵩分、それからその他の支援分として旅費、

燃料費、輸送費等を支援対象費用として算定いたし

ております。そういった対象経費から、診療報酬に

おいて加算された離島加算分や、他の項目で措置さ

れている分を控除した額が対象ということでござい

ます。

それで今回、他の項目で措置されている分でござ

いますけれども、これは平成25年度の算定から病院

間相殺を行わない方法への見直しを行った結果、そ

ういった部分で算定している部分がございますので、

重複している部分を控除していることから、平成25

年度の算定の結果としましては約２億4000万円に

なった次第でございます。

○西銘純恵委員 離島であるがゆえの経費は五、六

億円ぐらいはかかると、この間ずっと聞いてきまし

た。平成24年度は４億円をつけたということで、離

島であるため、そこは支援をしないといけないとい

うことで、とりあえず４億円つけましょうという数

字が出たと思っているのです。そうしたら、もっと

ふやしていくのかと思ったら削っていくということ

で、この県立病院をもっと向上させていく、離島医



－158－

療を向上させていくという観点がどこにあるのかと

問いたいのです。

それで、さっき第１号についても経費を差し引き

しました、一部の経費をやりましたと言ったのです

が、全国との比較で沖縄県の病院の繰り入れについ

てお尋ねします。どうなっていますか。

○嘉手納良博県立病院課長 これは平成13年度から

平成23年度までの地方公営企業年鑑から出したデー

タでございますが、平均繰入額は、全国平均が67億

3000万円余、本県につきましては70億5800万円余に

なっております。

○西銘純恵委員 この繰り入れというものは、みん

な病床数が違うのに平均を出して、そういう答弁を

されるのは問題があるのです。ベッド１床当たりの

繰り入れはどうですか。

○嘉手納良博県立病院課長 これも先ほどの10年間

の平均で１床当たりに対する繰入額でございますが、

全国平均が446万5000円、沖縄県につきましては283

万円となっております。

○西銘純恵委員 私、皆さんにやはり訴えたいので

す。沖縄県は必ずしもこの公的医療に対して繰り入

れが妥当な額でもないし、低いわけです。だからい

ろいろな意味で、離島を多く抱えている沖縄県がもっ

と一般会計からの繰り入れをやるべきだということ

を指摘します。これについてもぜひまた検討してい

ただきたい。

あとは南部医療センター・こども医療センター、

中部病院で、７対１看護体制になって改善されたも

のについてお願いします。

○嘉手納良博県立病院課長 平成23年度の決算で申

し上げますと、中部病院が約２億300万円の収支改善、

南部医療センター・こども医療センターにつきまし

ては約8000万円収支が改善しております。

○西銘純恵委員 病院長の皆さん、勤務環境はどう

なっていますでしょうか。

○宮城良充中部病院長 一般病棟を７対１看護体制

にしていただいて、職場は非常に―例えば患者さん

に対する目配り、気配りがきくようになった。それ

からカンファレンスを持つ機会もふえたということ

が実際あります。そして夜勤回数も、大幅ではござ

いませんけれども、やはり改善の方向になっており

ます。７対１看護体制にしてよかったと私は思って

おります。

○我那覇仁南部医療センター・こども医療センター

院長 ７対１看護体制になって、やはり何といって

も患者に対する医療の質が改善していると思います。

それから、パーセントはきちんと覚えていないので

すが、看護部長からの報告では離職率が改善したと。

７対１看護体制の影響がある。それから、先ほどの

ように7000万円から8000万円の増収があるというこ

とで、南部医療センター・こども医療センターにとっ

ては非常にいい結果だと考えております。

○西銘純恵委員 医療の質もよくなる、そして県民

にとっても働く人にとってもよくなる。増収もある

し、やはりその体制を全県立病院に広げるという立

場で取り組んでいただきたいと思います。

次に移ります。こども医療費について、無料化年

齢拡大に対する県の基本的な立場を福祉保健部長に

お尋ねします。

○崎山八郎福祉保健部長 こども医療費については、

子供の疾病の早期発見と早期治療を促進し、子供の

健全な育成とともに保護者の経済的負担の軽減を図

るため、市町村が実施するこども医療費助成事業に

要した経費の一部を補助するということで実施して

いるものです。

○西銘純恵委員 これだけ目標、目的がはっきりし

ているのであれば、やはり無料化年齢拡大に向けて

早急にやってほしいと思います。

次に移ります。長寿県転落の原因についてお尋ね

します。

○国吉秀樹健康増進課長 平成22年の平均寿命で男

女とも順位を下げて厳しい結果となりました。原因

ということですが、20歳以上の肥満者の割合が男女

とも各世代で全国平均を上回っていることもありま

すし、年齢調整死亡率についても本県の20歳から64

歳までの死亡率が高くて、この青壮年期が全国を上

回っていることによるものだと思っております。

○西銘純恵委員 福祉保健部長がコメントをされた

内容と、沖縄県医師会がアピールを出していますが

要点をお尋ねします。

○国吉秀樹健康増進課長 去る２月28日に福祉保健

部長からコメントしておりますけれども、ただいま

申し上げましたように、男性が平成17年の25位から30

位、女性が１位から３位と順位を下げたことについ

ては、結果として厳しく受けとめております。健康

は一人一人が豊かな人生を送るための基盤であり、

県民全ての願いであります。沖縄県では、個々人の

健康づくりに加え、家族や地域のきずなによる健康

行動へ導くための研究事業もスタートさせておりま

して、県民の健康増進に向けて、健康おきなわ21計

画に基づいて各施策を推進しているところでありま

す。沖縄21世紀ビジョン基本計画に掲げる健康・長
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寿おきなわを維持・継承し、長寿世界一の復活を目

指すためには、私たち一人一人が主体的に行動する

ことが重要であります。県民の皆様がともに健康づ

くりに取り組んでくださるようにお願いしたところ

であります。

○西銘純恵委員 福祉保健部長、全庁的な取り組み

が必要だということも言われているのですよね。さっ

きの答弁は、もう県民一人一人でやってくださいと。

これではないと思うのです。沖縄県医師会が緊急ア

ピールした３点について、何と言っていますか。

○崎山八郎福祉保健部長 これからの取り組みにつ

いては、当然個人がしっかり自分の健康に気をつけ

て、健康づくりを進めるということも一つでありま

すけれども、それに加えて県民全体というか、いろ

いろな関係機関、関係団体、関係部署が連携をとっ

て健康づくりを進め、生活習慣病を予防し、健康状

態をよくして健康長寿を実現していく取り組みが必

要だと思っております。

それから、沖縄県医師会のアピールについては、

今手元にありませんけれども、早期発見と重症化予

防、そういったことにしっかり取り組んでいく必要

があるということではなかったかと思います。

○西銘純恵委員 病気を未然に防ぐ、各種健診を受

ける、そして病気になったら医師の指示に従って治

療を継続するということも言っているし、肥満解消

の食事療法も言っています。また、琉球大学の先生

が、肥満解消の生活習慣改善については個人の努力

だけでは難しいと。共稼ぎの世帯がふえていて、食

生活が個人の努力ではできない、県を挙げて社会的

な取り組みをしないといけないと。そこが大事では

ないかと私は思うのです。

それで１つは、予防のための健診ですが、今、健

康診断受診率はどうなっていますか。

○仲村加代子国民健康保険課長 手元にあります市

町村国保の特定健診の受診率でお答えいたします。

平成23年度における特定健診の受診率は、速報値で

35.8％となっております。

○西銘純恵委員 国保だけではないと思うのです。

私、健康増進課がこの健診をやっているかと思った

のです。がん検診などもあると思うのですが、いか

がですか。

○国吉秀樹健康増進課長 がん検診の受診率につい

てお答えいたします。部位ごとに幾つかありますの

でそれぞれ申し上げますが、胃がん検診につきまし

ては沖縄県は29.9％です。これは平成22年の国民生

活基礎調査によるものですが、大腸がん検診が22.7

％であります。肺がん検診が24.4％、乳がん検診が

29.2％、子宮がん検診が28.9％でございます。

○西銘純恵委員 やはり予防の段階から健診を受け

ていないと、健康を維持していく体制ができないと

私は思っているのです。それで、県が本当に思い切っ

て、学卒時点で無料健診をやる。これは財源が必要

です。健診を受ける、そして健康な体を確認して、

毎年受けていく。病気になる前にそういうことをやっ

たら、継続して健診も受診していくと思うのですが、

この考えはどうでしょうか。

○国吉秀樹健康増進課長 高等学校卒業後というお

話ですが、今現在、高等学校を卒業したときには、

進学する場合には各学校、それから就職の場合には

事業者が健康診断を行うように義務づけられており

ます。ほかの制度ですが、今、県内の41市町村でも39

歳以下の被保険者が健康診断を受けられる体制が整

えられております。ただし、この制度が十分周知さ

れているかどうかということにまだ課題がございま

すので、市町村において39歳以下の若い世代の健診

受診者をふやしていく周知が必要だと思っておりま

す。

○西銘純恵委員 まず健診はお金がかかる、そして

時間がかかる、いつでもできない。そこら辺を解決

しない限り、受診率30％台というものはずっと何年

間か続いていませんか、改善されていますか。

○仲村加代子国民健康保険課長 県内の市町村国保

の特定健診の受診率の推移ですが、平成20年度で27.5

％、平成21年度で31.8％、平成22年度で34.4％と、

わずかずつではございますが、市町村保険者の努力

によりまして向上している状況にございます。

○西銘純恵委員 だから、そのように長寿が転落す

る事態にあるのではないですか。私は、長寿世界一

の復活というものを真剣に考えて、知事が所信表明

にも述べているぐらいですから、やはり県政として

抜本的にプロジェクトチームをつくってやるべきだ

と思います。１つは今、予防で健康診断を無料で受

診させるという提案をしました。検討してほしいと

思います。もう一つは、病気になったときに医者に

かかっているか。医療機関にきちんと通って、病気

が進行しないようにしているかというところを問い

たいと思います。国保についてお尋ねします。国保

税の滞納者はどうなっていますか。

○仲村加代子国民健康保険課長 平成24年６月１日

現在における滞納世帯数でお答えいたします。県内

市町村国保の滞納世帯は４万7107世帯で、加入世帯

に占める割合は18.1％となっております。
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○西銘純恵委員 世帯でしょう。人数は。

○仲村加代子国民健康保険課長 恐れ入ります、世

帯数で把握をしております。

○西銘純恵委員 ２倍としても９万人ぐらいの皆さ

んが滞納世帯に住んでいる。滞納していたら、被保

険者証は一般的には短期被保険者証ですよね。病気

になっても医者にかかれない状況がある。だから私

は、沖縄県の課題というものは、沖縄振興一括交付

金で福祉、国保や介護、そういうところに財源をき

ちんと充てて、医療、健康を守る立場をとらないと、

今言った健康・長寿おきなわは取り戻せないと思い

ますので、プロジェクトチームをつくってやるぐら

いの提案をしたいと思います。

○仲村未央委員長 以上で、西銘純恵委員の質疑を

終了いたします。

続きまして、嘉陽宗儀委員。

○嘉陽宗儀委員 高齢者医療についてお聞きします

けれども、かつて高齢者は老人福祉法で無料だった

のですが、なぜ無料になっていたのですか。

○仲村加代子国民健康保険課長 今資料は手元にご

ざいませんが、国民皆保険が達成されましたのは、

日本本土においては昭和36年でございます。その後、

医療資源の整備等も進んできた状況にございますが、

老人医療費の無料化がありました昭和48年当時は、

やはりまだ高齢者が医療にかかるということは非常

にまれで、臨終の立ち会い等に限られていたような

状況にあったということでございます。そこで、受

診促進のために、一部市町村で老人医療費の無料化

が始まり、それが全国に広がり制度化されたと記憶

しております。

○嘉陽宗儀委員 そのぐらいにしておきましょう。

我々は年をとってきて、若いときにたくさん働いて

金を納めたのに、無料は当たり前だったけれども今

は違うでしょう。結局、我が党の玉城ノブ子議員が

一般質問でやりましたけれども、被保険者証、資格

証も全部ない人たちが結構いますよね。中央社会保

障推進協議会というところが発表したのを見ると、

沖縄県では有効期限が切れた方への新しい被保険証

が更新されず、無保険にされている高齢者が640人い

ることが判明していますと発表されていますけれど

も、この数字はどうですか。

○仲村加代子国民健康保険課長 平成24年12月末現

在における被保険者証の未更新者数は430人。後期高

齢者医療広域連合の調べでございます。

○嘉陽宗儀委員 私が持っているのは８月１日の資

料ですから、皆さん方は12月と言うから、それが正

しいということにしましょう。問題は、今430人と言っ

ていますけれども、この人たちは金がなければ病気

になっても医者にかかれないということを、皆さん

方はどう説明するのですか。

○仲村加代子国民健康保険課長 被保険者証の未更

新につきましては、市町村で滞納者に対して納付相

談の呼びかけをしているところですが、その呼びか

けに応じず、市町村の窓口へ受け取りに来られない

ということがあって生じているものと聞いておりま

す。市町村では電話連絡とか、必要に応じて家庭訪

問をするなどして、被保険者証の更新に努めており

ます。県としましては、市町村に対しまして、受診

機会に支障が生じないように、被保険者の生活実態

に即したきめ細やかな対応を行うよう助言をしてい

るところでございます。

○嘉陽宗儀委員 皆さん方がどれほど助言している

かよくわかりませんけれども、結局は、金がなけれ

ば病院に行けない実態が放置されているという相談

がたくさん来ているのです。だから我々は、後期高

齢者医療制度はうば捨て山制度だと批判してきたの

ですが、現実はまさにそうなっている。今どんどん

盛んに年金が切り捨てられて、医療費は高くなって

払えない。少なくとも金がなくても生きる権利はあ

りますから、その分については免除制度を検討して

ください。どうですか。

○仲村加代子国民健康保険課長 後期高齢者医療制

度の保険料につきましては、国保等に比べまして非

常に手厚い軽減がされておりまして、最高で均等割

の９割軽減という状況でございます。これは年間で

4844円ということでございます。そういう状況がご

ざいますし、また、法定軽減の分につきましては、

県も４分の３を負担している状況にございますので、

これ以上のさらなる支援というものは、今のところ

予定しておりません。

○嘉陽宗儀委員 担当者ではなくて、今度は福祉保

健部長が答弁してください。市町村もいろいろな努

力をしたけれども、結果として430名、被保険者証の

ない人たちがいるわけですよね。これについて皆さ

ん方は、やむを得ません、個人任せ、個人責任で生

きようが死のうがどうでもいいですという立場です

か。

○崎山八郎福祉保健部長 このことについては、先

ほど国民健康保険課長からも答弁したように、市町

村に対して、受診機会に支障が生じないように、被

保険者の生活実態に即したきめ細かい対応を行うよ

うに助言をしておりますし、今後とも助言していき
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たいと思います。

○嘉陽宗儀委員 今までも皆さん方は努力したと思

うのですが、努力した結果が今の時点の現状ですか

ら、これではそのまま放置できない、だから何とか

してくれというのが私の質疑の趣旨ですから、それ

を引き続き検討して、金がないために医者にかかれ

ないというお年寄りがいなくなるように頑張ってく

ださい。どうですか。

○崎山八郎福祉保健部長 頑張ります。

○嘉陽宗儀委員 頑張るのであればよろしい。

次に、世界自然遺産登録の問題についてお聞きし

ますけれども、現在どういう取り組みをしています

か。世界自然遺産登録に向けての取り組みは何をやっ

ていますか。

○富永千尋自然保護課長 世界自然遺産登録に向け

ての課題というものは、１つは、今後、保護担保措

置を図っていくためにヤンバル地域の国立公園化を

図るということ。あと１つは、外来種が特に北部で

希少生物に影響を与えているので、それについて対

策をとっていくということ。この２点を推進してい

るところです。

○嘉陽宗儀委員 国立公園化を図れば、世界自然遺

産登録の条件はそろってくるのですか。

○富永千尋自然保護課長 これは推薦書の中に、そ

の保護担保措置をとっていることを示さないといけ

なくなります。ですから、これは大きな条件のうち

の一つだと考えております。

○嘉陽宗儀委員 世界自然遺産登録白神山地に行っ

てきました。御努力も見てきましたけれども、国立

公園化されたら開発がないというわけではありませ

んよ、もっと日常的な努力が必要ですよというのを

聞いてきましたので、ぜひ国立公園にするだけの問

題ではなくて、課題として、やはりどうすれば世界

自然遺産登録できるかということについて真剣に追

求してほしいと思います。

大事なのは、なぜこれが暫定リストに上がってき

たのかというと、豊かな自然、希少動植物、豊かな

環境を守らないといけないわけですよ。それを守る

ためにどういう具体的な努力をしていますか。

○富永千尋自然保護課長 繰り返しになるかもしれ

ませんけれども、１つはやはり保護区をしっかりつ

くることが大事だということで、そういう意味では

国立公園化は非常に意義のあることだと思います。

もう一つは、今、希少生物そのものに非常に大きな

影響を与えているのがマングースでございます。こ

ういったものをきちんとそういった場所から排除し

て、その希少種がちゃんと生息できるような環境を

つくっていくことが重要なことだと考えます。

○嘉陽宗儀委員 今最も大事なのは、やはり希少動

植物の実態を皆さん方が正確に掌握しているかどう

かですよ。北部訓練場に県のレッドデータブックに

登録されている木と生き物たちは、種類として幾つ

ありますか。

○富永千尋自然保護課長 済みません。今レッドデー

タブックには、動物、植物、菌類合わせて全部で1600

種から1700種余り記載されていますが、地域別等場

所でどれぐらいいるかということは、今計算してお

りません。

○下地寛環境生活部長 自然保護課長からもありま

したとおり、場所によってもいろいろ違いますけれ

ども、一般的にといいますか、我々が環境影響評価

を審査する中でわかっていることは、動物で2086種

いて、そのうち貴重種で97種。それから植物で975種

確認されて、そのうち貴重種が109種。中には天然記

念物が14種、それからヤンバルだけの固有種が19種。

そういった非常に貴重な動植物がたくさん生息して

いるところであります。

○嘉陽宗儀委員 多くの貴重種や生き物たちが生息

しているわけですが、これを守るために皆さん方は

どういう努力をしていますか。

○下地寛環境生活部長 例えば動物に関して言えば、

やはりマングース対策は非常に大きな対策の一つな

のです。それはヤンバルクイナだけではなくて、さ

まざまな固有種をマングースから守ることは非常に

大事なので、そういう対策。それから、自然環境の

保全に関する指針というのをつくっておりますけれ

ども、それはⅠ、Ⅱ、Ⅲということで区分分けがあ

りますけれども、そういった形で指針をつくって、

それに基づいていろいろな保護施策をやる。それか

ら県とか国の特別鳥獣保護区を設定して、その中で

動植物を守る。そういうさまざまな取り組みをして、

ヤンバルの自然を守っているところであります。

○嘉陽宗儀委員 絶滅危惧種の保存は非常に重要で

すよね。さっきマングースの話をしていましたけれ

ども、東村高江のヘリパッドをつくるときに、向こ

うに生息している貴重植物を避けなさいと私は意見

を言いましたけれども、いや、これは移植で大丈夫

ですと強引にやりました。その結果、枯死が出てい

るというのですか、やはり絶滅危惧種、希少種が生

存していないというのがあるでしょう。どうなって

いますか。

○大浜浩志環境政策課長 平成25年２月13日に現地
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を調査したところでございます。その中では、Ｎ４

－１地区で14株中８株が枯死していた、Ｈ地区にお

きましては41株中40株が生存していたというのを確

認しております。その中ではヤナギバモクセイとか、

そういったものを確認しているところでございます。

○嘉陽宗儀委員 移植するとき、私は皆さん方にこ

れではだめですよと。そこの土壌に合った、気候条

件に合ったものであって、移植しても大丈夫ですと

言ったのは正確ではなかったですね。

○下地寛環境生活部長 この移植については、今回

の場合はヘリパッドをつくるときに、土壌を改変す

るところにそういう貴重な植物があるので、その場

所から適切な場所に移植してくれということで、環

境アセスの中で県は言っているわけです。そういっ

たことをもとに事業者が移植したわけですが、事業

者の判断として移植した場所がよくなかったという

ことで、我々としては、そういう状況であれば、皆

さんはきちんと専門家の意見を聞いて移植すべきで

はないかということで指導し、それに従って次の移

植については実施した。それについては少し生存率

が高まったという結果もございます。

○嘉陽宗儀委員 この種のものはもっと慎重にやら

ないと、絶滅危惧種なのに枯らしてしまってから反

省してもどうしようもないでしょう。こういったこ

とは今後やらないように。

それから、さっきマングースがと言いましたけれ

ども、今、世界自然遺産登録で一番重大な問題はオ

スプレイですよ。マングースどころではない。この

オスプレイの問題について聞きますけれども、従来、

向こうはＣＨ46の着陸帯ということになっていまし

たけれども、このオスプレイが配備されたら、向こ

うの自然環境にどういう影響を与えると皆さん方は

考えていますか。

○下地寛環境生活部長 東村高江に移設されるヘリ

パッドについては、条例に準じて環境アセスをした

わけですが、そのときはＣＨ53という機種で環境ア

セスをしております。その中で、やはり我々も自然

環境―当然ノグチゲラとかヤンバルクイナが近くに

いますし、植物も近くにある。それから高江区とい

う生活環境上の問題もある。そういったものを判断

しながら、ＣＨ53の騒音とか風圧とか、そういった

ものをもとに我々としての意見を出したわけですが、

それとオスプレイはまた違うということです。排気

ガスの温度の問題もありますし、低周波がＣＨ53よ

りは高いという問題もあります。そういうさまざま

な問題があるので、我々としては沖縄防衛局に対し

て、その影響がどうなるのかということをしっかり

と県に提示してくれという申し入れをしております

し、県としては、必要があればきちんとした環境保

全措置を指導したいと考えております。

○嘉陽宗儀委員 ＣＨ46とオスプレイは重量が違う

ものだから、揚力というのですか、引き揚げる力、

その爆風がある。そうすると、下降気流が大変なも

のになりますけれども、ＣＨ46との違いはどのぐら

い差があるかわかりますか。

○下地寛環境生活部長 米軍、沖縄防衛局が提示し

た環境レビューの中では、ＣＨ46とオスプレイの下

降流の風速の違いは提示されてはいませんでした。

そのレビューの中にはオスプレイの下降流の風速

データはありましたけれども、今私の手元になくて、

数字を申し上げることはできません。

○嘉陽宗儀委員 では、わかりやすい話をしましょ

うね。同じプロペラで重いものを引き揚げる場合と

軽いものを引き揚げる場合では、風圧は大分違いま

すか。

○下地寛環境生活部長 風圧、風速とも違うと思い

ます。

○嘉陽宗儀委員 だから、オスプレイの場合もＣＨ

とは比較にならない。それを沖縄防衛局は県民を侮っ

てというか、県民はわからないだろうと思っている

のかもしれないけれども、大して変わりはありませ

んと平気で言っている。こんなばかな話は許されな

いですよ。プロペラの大きさは同じで、重量が３倍

も４倍もするものを上に引き揚げるときに、下に起

きる風圧が変わらないということは、やはり県民を

ばかにしたような態度ですよ。

それで、オスプレイの下降熱は幾らぐらいですか。

○下地寛環境生活部長 モードで少し温度が違いま

すけれども、エンジンを起動して10分後に摂氏149度、

エンジン起動から30分後に最大で摂氏193度、それか

らエンジン起動から90分にわたる場合でも摂氏193

度。そういう排ガス温度だということでございます。

○嘉陽宗儀委員 英字の資料はよくわからないけれ

ども、訳しているのを見たら、かなり原野火災を起

こしている。200度以上ですよね。そうすると、今、

乾燥時期の枯れ葉などの着火温度は何度ですか。

○下地寛環境生活部長 この環境レビューの中では、

沖縄防衛局は、排気温度では枯れはするけれども着

火はしないということで、着火温度は植物とか乾燥

のいろいろな状況で違うと思いますけれども、そう

いう考え方を提示してきたものですから、我々とし

ては、仮にそうであったとしてもそれが繰り返され
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ることによって、２度目はもっと低い温度でも発火

の可能性があるということも含めて、沖縄防衛局に

対してそこら辺の詳細な説明を今求めているところ

でありますけれども、それについては、正確な回答

は今のところございません。

○嘉陽宗儀委員 私はそういう理工系をやっていま

して、着火温度についてかなり勉強しましたけれど

も、普通のガソリンであれば40度ぐらいからだけれ

ども、乾燥した場合、かなり低温でも200度ぐらいで

も火がつくことがあるのです。そうすると、ヤンバ

ルの森でちょっとしたへまでも森林火災になりかね

ないおそれを持っているのです。皆さん方はそういっ

たことを十分に研究しないで、沖縄防衛局が言うか

ら安全ですという態度をとるのですか。

○下地寛環境生活部長 先ほど申し上げましたよう

に、我々も安全であるとは言っておりません。そう

いう懸念があるので、もっとしっかり説明してほし

いと文書で申し入れをしているところであります。

○嘉陽宗儀委員 さっき絶滅危惧種、貴重種の話を

しましたけれども、特に皆さん方がしっかりしなけ

ればならないのは、ヤンバルクイナとかノグチゲラ

とかの生態です。非常に音に敏感。これについて知っ

ていますか。

○下地寛環境生活部長 これについては、学問的に

きちんとした書物などを見たことはないのですが、

少なくともこれまで環境アセスでやってきたＣＨ46

とかＣＨ53の騒音、低周波とオスプレイの騒音、低

周波はかなり違うことはわかっておりますので、当

然貴重な動植物に対する影響も違うと私は認識して

おります。

○嘉陽宗儀委員 非常に敏感で、少しでも騒がしく

なったら巣を移す。しかも、特に空気についても非

常に敏感です。特に今、発表されているオスプレイ

の飛ぶ回数というものは何回ぐらいになっています

か。

○下地寛環境生活部長 今、飛ぶ回数は手元にない

のですが、環境レビューで明確に示されておりまし

て、例えばヘリパッドの１は年間何回、ヘリパッド

の何とか―ベースボールというのもありましたけれ

ども、それは年間何回、明確に環境レビューの中に

書いてあります。数は正確ではないかもしれません

けれども、10回から例えば1000回ぐらい飛ぶ可能性

もあります。

少し正確に申し上げますと、数はたくさんありま

すけれども、北部訓練場のランディングゾーンは12

カ所ありますけれども、一番少ないのが14回です。

それから一番多いのが1260回というような離着陸を

繰り返すということでございます。

○嘉陽宗儀委員 合計で年間幾らですか。

○下地寛環境生活部長 6776回となっております。

○嘉陽宗儀委員 6000回余りのオスプレイ訓練をし

て、爆風は大きな影響を与えますよね。貴重動植物

の生息が脅かされるという認識はしっかり持つべき

だと思うのですが、どうですか。

○下地寛環境生活部長 先ほどの6776回はＣＨ46で、

ＭＶ22は5110回ですので訂正しますけれども、委員

おっしゃるとおり、これだけの回数、特に低周波音

が強いと言われるＭＶ22が貴重な動植物が生息する

近くで飛ぶということは、やはり環境的にはかなり

のインパクトを与えると思っております。

○嘉陽宗儀委員 少なくとも世界自然遺産登録する

ためには、オスプレイの飛行をストップさせなけれ

ば登録できない。この認識についてはやはりしっか

り持ってほしいと思うのです。ヤンバルの自然が破

壊されては、世界自然遺産登録はできないですよ。

今の北部訓練場でそのままオスプレイが飛び回って

いたのでは、保護すべき、保存すべき貴重種がなく

なる。それは条件欠陥になるのですよ。登録できな

いのですよ。そういう意味では、しっかり皆さん方

は世界自然遺産登録に向けて、オスプレイ飛行禁止

を申し入れしたらどうですか。

○下地寛環境生活部長 世界自然遺産登録に向けて

は、当然ヤンバルの森は大きければ大きいほどいい

わけです。ただ、ヤンバルの山林、森林が全部世界

自然遺産登録候補地となるかというと、そうでもな

いわけです。例えば屋久島では、島全体の約四十数

％が国立公園化され、さらにその国立公園の中の約20

％弱ぐらいが世界自然遺産登録地という形で登録さ

れますので、北部訓練場がたくさん返されたほうが

我々としてもいいのですが、仮にそういうことがな

い場合でも、現在しっかり保護担保措置がとれる地

域の中で、世界自然遺産登録は目指していけると私

は理解しております。

○嘉陽宗儀委員 結局は、かなりの回数でオスプレ

イ訓練をしますけれども、特に問題になるのは、低

空飛行訓練もかなりやります。これが直接生物に大

きな影響を与えるのです。少なくともそういう影響

するものについては、そこでの訓練をやめなさいと

いう申し入れぐらいはできませんか。

○下地寛環境生活部長 これは知事公室の中でもそ

ういう議論がありますし、そのオスプレイの配備、

それから北部訓練場での訓練については、やはりま
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だまだ防衛省、沖縄防衛局を含めて県民の理解を十

分に得ていない。そういう中で、オスプレイの飛行

はいけないということで県は求めているわけですし、

当然ヤンバルのこの豊かな自然の中で低空飛行、そ

れから離着陸を繰り返すということは、ヤンバルの

自然環境にとっては非常に負担だと思いますので、

委員がおっしゃるとおり、県としてはそういうこと

はないように、いろいろな形で要請をしていきたい

と考えております。

○仲村未央委員長 以上で、嘉陽宗儀委員の質疑を

終了いたします。

呉屋宏委員。

○呉屋宏委員 それでは質疑に入る前に、これまで

この予算特別委員会の質疑を聞いてみて、この福祉

保健部、病院事業局、それと環境生活部、本当に沖

縄の生命、財産を守っているところばかりが来てい

るので、非常に重たい議論だなというのを感じまし

た。ただ、皆さんが頑張らない限り、この沖縄県は

大変なことになっていくということで、本当に真剣

な議論がされているという所見を述べさせていただ

きたいと思います。

それでは質疑に入らせていただきますけれども、

まず環境生活部から少しお聞きしたいと思います。

平成25年度当初予算説明資料の11ページ、下に鳥獣

保護費というのがありますが、これについて説明を

いただきたいと思います。

○富永千尋自然保護課長 鳥獣保護費は、主に鳥獣

の保護を図るための経費でございまして、その内容

は、マングースの駆除、負傷した鳥獣の傷病関係の

費用、あとレッドデータブックの改訂を来年度また

予定していまして、それに関する経費ということに

なっております。

○呉屋宏委員 自然保護課長は、僕と一緒に去年の

９月ごろ国頭村安田に行ったはずだけれども、ヤン

バルクイナといえばすぐマングースが害だと言って

いますが、本当にそうでしたか。

○富永千尋自然保護課長 マングースだけではなく

て、やはりもう一つ脅威として考えられているのが、

いわゆる飼い猫が野生化したもの、それから犬が野

生化したものということです。

○呉屋宏委員 環境省が10年間、国頭村安田区と一

緒にこのヤンバルクイナの保護対策をやってきた。

皆さんはここにどれだけの予算を入れてきたのです

か。

○富永千尋自然保護課長 県としては、ヤンバル地

域全体のヤンバルクイナの保護を図る目的で、マン

グース事業、特に平成17年度に北上防止柵を設置し

て、それより北での捕獲を徹底してまいりました。

その結果、平成17年度にはヤンバルクイナの推定個

体数は700羽まで落ちていましたが、平成24年度に現

在の生息推定数が出まして、1500羽まで回復してい

ます。１つはマングースの排除がかなり効果的に進

んでいることのあらわれだと考えております。

○呉屋宏委員 あのときのＮＰＯ法人と環境省の報

告を聞いたと思いますけれども、どちらかというと、

マングースに対してはまだ国頭村まで北上している

という確認は余りされていない。けれども、国頭村

でヤンバルクイナが減っている理由は野猫なのだと。

ＮＰＯ法人が、獣医師たちが無償で野猫の避妊治療

をしてきた。殺処分をするのではなくて、避妊治療

をしてふやさなかった。500匹いたのが今もう10匹い

るかいないかまで落ちてきた。そういう10年間の地

道な努力だったのです。それは見たでしょう、自然

保護課長。

○富永千尋自然保護課長 ちょうどそのＮＰＯ法人

の先生も今、マングース対策事業の委員に入ってい

ただいて、その情報は常に聞いております。かつこ

の時期に、１つは不妊、去勢するときに、関係する

県の獣医も協力して当たったということと、もう一

つはそういうペットをヤンバルで捨てないという

キャンペーンを、この当時から警察とも一緒になっ

て行っています。ちょうどゴールデンウイークにそ

ういうのが多くなるので、ゴールデンウイークの時

期には必ず名護市とかそういうところで、このキャ

ンペーンを今も引き続き行っています。その結果、

野猫がマングースのわなにかかるのですが、平成14

年に140匹かかっていたのが今は年間10頭前後という

ことで、数はかなり減少しております。

○呉屋宏委員 私はこの予算を見たときに、説明を

聞いたときに、１億2000万円余のこの予算の中に、

一体これをやるためにどれぐらい入っているのか興

味があるのです。どれぐらい入っているのですか。

○富永千尋自然保護課長 マングース対策事業とし

ては、8557万9000円という内容です。

○呉屋宏委員 もう時間がありませんからさらっと

行きますけれども、とにかく去年の９月17日、クイ

ナの日、あのときに国頭村で起こっていることを県

は実態を把握されていなかった。村から皆さんに当

然案内が来ているだろうと思ったが来ていない。私

は、これは環境生活部としておかしいのではないか

と当時思ったのです。そのことに対して、環境生活

部長、最後にどう思いますか。
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○下地寛環境生活部長 我々も、外来種対策として

のマングース、結果としてヤンバルクイナとか貴重

な動植物を守るという活動は常に重点的にやってい

るつもりです。おっしゃるとおり、ＮＰＯとの連携

がどうなのかということであれば、まだ力不足、強

化不足かもしれません。しかし、まさに世界自然遺

産を目指す中では、村であったり、地元の住民であっ

たり、そういうＮＰＯであったり、特にヤンバルク

イナの保護に関してはＮＰＯ法人が相当な働きをし

ておりますので、そういったところとの連携を強化

していきたいと考えております。

○呉屋宏委員 500匹余りいる猫、国頭村安田の子供

たちが捕まえた猫を殺さないでということで始まっ

た事業、これがあの獣医師たちが避妊治療をした中

身なのです。だから僕は、やはり地域を知っている

地域の人たちと連動しなければ、そういう対策はで

きないと思います。そういうことは言っておきたい

と思います。

次に移ります。その時期にちょうど各病院長から

お話を聞いて、文教厚生委員長として視察をしなけ

ればいけないと思って北部病院に行きました。北部

病院で、さっき話がありました訴え、宿舎はあるけ

れども、この宿舎は一体何名ぐらい入れるようになっ

ているのですか。

○上原哲夫北部病院長 正確な数字ではないですが、

一応４つの部屋が４階ありますので32世帯ぐらいは

あると思いますけれども、入り口が１つだけれども

中は２人住むようになっているとか、非常に古い形

であります。そういう意味で、実際入っているのは

二、三人だと思います。

○呉屋宏委員 これは９月に視察をしたので、私も

実態をよく把握していますけれども、なぜ今４名し

か住んでいないのですか。

○上原哲夫北部病院長 確かに建物がもう三十数年

を過ぎまして老朽化がすごくて、ところどころセメ

ントが落ちたりしていまして、一応そういうことで

看護部としても危ないからなるべく入れたくないと

いう方針もあるようです。

○呉屋宏委員 病院事業局長、宿舎は何のためにつ

くってあるのですか。

○伊江朝次病院事業局長 恐らくつくられたころに

は、地域に余り宿舎がなかったということが前提に

あったと思います。やはり職員の住居を確保すると

いう意味で、それが建設されたのではないかと思い

ます。

○呉屋宏委員 私には、あんな町のど真ん中にある

病院で、あの状況で宿舎、アパートがその周辺にな

いとは思えないのです。それにもかかわらず、老朽

化したらそのまま見過ごしているというか、そのま

まほったらかしている。この間の池間診療所でした

か、あれもほったらかして何年なのかわからない。

けれどもこれは必要だと、僕はそれを見て本当に感

じたのです。北部病院の機能を充実させるためには、

僕はこの宿舎はとても大事な位置にあると思うけれ

ども、いかがですか。

○伊江朝次病院事業局長 特に最近の傾向としては、

病院の敷地内にある宿舎を敬遠する職員もいらっ

しゃるわけです。その辺のところは、職員のニーズ

が一体どの辺にあるかということをしっかり把握し

て、それだけの需要があるということでしたら、再

建といいますか、建設も考えていく必要があると思っ

ております。

○呉屋宏委員 少なくとも北部病院長はそれが必要

だと言って、私たちは見に行った。そしてあの老朽

化で、今三十何世帯が入れるような形になっている

けれども、４つぐらいの部屋しか動いていない。あ

とはほとんど資料室になっていましたよ。レセプト

か何かを入れるようなところになっている。けれど

も、そういう実態ではなくて、本当にそこを充実さ

せることによって、僕は北部圏域医療に貢献できる

と思っているのだけれども、ここはもう一回調査を

し直していただきたいと思っているものですから、

所見をお伺いします。

○伊江朝次病院事業局長 その件につきましては、

前向きに取り組んでいきたいと思っております。

○呉屋宏委員 あと福祉保健部にお伺いします。待

機児童の解消、知事の所信の中にも書いてあります

けれども、認可外保育施設の中に施設整備費が入っ

ているのは、私は予算特別委員会か何かでも質疑し

ましたけれども、これはどういう形で補助していく

つもりでおられるのか、もう一度お答えいただきた

いと思います。

○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長 認可外

保育施設の改修につきましては、認可化に向けまし

た施設整備に取り組んでいるところでございます。

○呉屋宏委員 これからあと幾つ認可化するつもり

でいるのですか。

○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長 県はこ

れまで、平成21年度から４年間で20施設を整備して

きました。平成25年度におきましては、５施設の認

可化を予定しております。

○呉屋宏委員 青少年・児童家庭課保育対策室長、
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もう一つ、認可保育所に入れる子供たち、児童福祉

法第24条を読んでいただけませんか。

○崎山八郎福祉保健部長 児童福祉法第24条ですが、

市町村は、この法律及び子ども・子育て支援法の定

めるところにより、保護者の労働または疾病その他

の事由により、その監護すべき乳児、幼児その他の

児童について保育を必要とする場合において、次項

に定めるところによるほか、当該児童を保育所にお

いて保育しなければならない。市町村は、前項に規

定する児童に対し、認定こども園または家庭的保育

事業等により、必要な保育を確保するための措置を

講じなければならない。これが第24条であります。

○呉屋宏委員 つまり、待機児童がいるということ

は、そもそも児童福祉法違反なのです。実はそれが

あって、皆さんは今一生懸命やっている。けれども、

世の中には保育に欠けない子供たちがいる。この子

供たちはどうするの。

○垣花芳枝福祉企画統括監 保育に欠ける児童も保

育に欠けない児童もしっかりと健全育成していくと

いうことが児童福祉の立場でございますけれども、

先ほど来申し上げていますのは、認可外保育施設の

認可化ということで施設整備をやったり、待機児童

を解消するということは基本的に認可保育所、保育

に欠ける児童については安定的に保育環境を確保し

ていきましょうということが１つです。ただ一方で、

子育て支援という意味では、保育に欠けない児童で

あっても、やはり集団生活とか発達支援をやってい

く必要があるということで、現在県においては、多

様な子育て支援ということで、おきなわ子ども・子

育て応援プランの中で進めておりますが、例えば地

域の子育て支援拠点でありますとか、学校において

の預かり保育の推進でありますとか、そのようにし

て各部局と連携して取り組んでいるということでご

ざいます。

○呉屋宏委員 どれぐらい利用していますか。

○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長 地域子

育て支援拠点事業の計画でございますが、おきなわ

子ども・子育て応援プランの後期計画におきまして、

平成26年度までに91カ所にふやす目標を掲げており

ます。

○呉屋宏委員 私は、平成23年度の実績ベースで数

字を教えてくださいと。何名が利用しているのです

か。

○垣花芳枝福祉企画統括監 この地域子育て支援拠

点事業は定員がございませんで、その状況に合わせ

て、各自治体とか自治会等、民生委員とか主任児童

委員の皆さんとか、そういう皆さんが利用を促進す

る。もう一つは、保育所に子育て支援拠点をあわせ

て整備しておりますので、そちらで利用していく。

これも定員制ではございませんので、今は実際の人

数的なものが把握されていないということでござい

ます。

○呉屋宏委員 整備したけれども何名利用されてい

るかもわからない。けれども待機児童は何名解消し

ているかはわかる。正直言って、皆さんは待機児童

に目が行っているのです。いいのです、これは法律

違反だから解消する。では、保育に欠けていない子

供たちはどうするのですか。道端で勝手に遊べと言っ

ているのか。さっき言うように、集団的な保育をや

る必要がある。だから認可外保育施設は保育に欠け

ていなくても入れるのです。それを正式に整備する

ということであれば、しっかり認定しなさいよと。

基準をつくって、認定させて、そこで保育に欠けて

いない子たちを受け入れるべきではないですか。こ

んなちまちましたような感じの整備資金を出すより

も、しっかり認定をして、認可外保育施設でも認可

にならなくてもいい、そのかわりここでしっかりと

保育に欠けていない子供たちも受け入れられるのだ

と。そしてその施設整備が必要であれば整備費も出

す。そして３万円とか３万5000円の保育料が高いの

であれば、さっき保育士のための議論があったでしょ

う。きちんとした認定がされているのであれば補助

金も流せる。そういう部分をつくったらだめなので

すかと前から聞いているのです。

○垣花芳枝福祉企画統括監 今おっしゃっているこ

とは認定保育園ということで、認可の前のいわゆる

条件を整備してのということだと思いますが、浦添

市で実践例があることもお聞きしておりまして、い

わゆる認可保育園以外の保育の提供の形というもの

は、市町村において独自の基準を設けて考えること

ができることになっていますので、それは検討して

いく市町村も出てくるかと思います。

もう一つは、委員がおっしゃっている、全体とし

て子育て環境をどう整えていくのかということにつ

いては、やはり事業主体が今、市町村になっている

のです。そういう意味では市町村でどういう考え方

で保育の環境、子育て環境を整えていくのかという

ことをやはり考えていく必要がありますので、そう

いう意味でおきなわ子ども・子育て応援プラン、な

いしは今の待機児童に関しては解消に向けての行動

計画を策定する方向で市町村と意見交換をして、ぜ

ひともこれをつくっていただきたい、強化していき
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たいということで今取り組みを進めていると。

○呉屋宏委員 保育の事業主体は確かに市町村です。

ただ、皆さんは４分の１の保育料を持っているので

しょう。例えば、ほかの市町村が認定保育園をつくっ

て補助してくれという形になったとき、皆さんは４

分の１を出しますよね。今そういうことを言ってい

るのですよね。

○垣花芳枝福祉企画統括監 認定保育園については

今まだ法的な扱いがありませんので、そのことにつ

いては１つの市町村に対して、例えば実施したとこ

ろ１カ所だけに対して県がやることについては即答

は今できないです。ただ、この方式について、例え

ば沖縄県として、これが待機児童の解消であります

とか子育ての環境として、この市町村のトータルと

した中で議論が進んでいったときには、やはり意見

をお聞きしながら、どういうことが対応できるかと

いうのを検討していく必要があるかと思います。

○呉屋宏委員 皆さんのきょうの議論は、全て現場

で起こっていることなのです。その現場の声をどれ

だけ反映するかです。子供を２人抱えていて、お母

さんが働いていなければ、この２人はずっと家にい

るのです。実はそこから虐待が始まっている事例も

たくさんあるのです。それをほっておくのですかと

言っているのです。だから、市町村がそれを採択す

るのであれば、皆さんがお金を出すというのであれ

ばやりますよ。そんなことを言ったら、また１市町

村には出せないと言うでしょう。だから県が自分た

ちの方針を決めて、保育に欠けていない子供たちは

こうしてみんなでやろうよという話を出さない限り、

市町村は検討しないの。皆さんが待機児童をみんな

で解消しようと言って補助金をやる、安心こども基

金を積み上げて、認可保育園をつくろうと号令をか

けるからみんなやり始めたのです。そういうものな

のです。

○垣花芳枝福祉企画統括監 待機児童の解消という

課題は、やはり認可保育所をどれだけつくっていく

のかということが基本なわけです。ですから、それ

をまず基本にしましょうということが１つです。市

町村の皆さんに申し上げていることは、それ以外に

も、例えば家庭的な保育としてできないか、小規模

保育みたいなことはできないか、いろいろな地域の

実情に合わせた形でできないかということについて

はぜひとも保育を提供する、いわゆる認可とはほか

の対策をとることも児童福祉法の中に入っています

ので、そういうことも含めてぜひ指針をつくって、

行動計画をつくってほしいということを今申し上げ

ておりますので、その中身をやはりしっかり見てい

く必要があると思っております。

○呉屋宏委員 この指針は市町村がつくるのですか、

県がつくるのですか。

○垣花芳枝福祉企画統括監 県においては、考え方、

指針についてたたき台を示して、意見交換をもう始

めております。ただ、県がつくったものを市町村が

そのまま実行することはなかなか厳しいと思ってい

ます。市町村は市町村としてみずから計画を立てて

いかないといけませんので、やはり事業主体である

市町村がみずからの計画を持つことが一番重要だと

思っておりますので、そこはぜひ立てていただきた

いと思っております。

○呉屋宏委員 福祉企画統括監、どうも児童福祉法

第２条をわからないようですが、児童福祉法第２条

では、県も市町村も同等の責任、国も同等の責任な

のです。だから言っているのです。市町村だけがや

ればいいということではないのです。そのことを認

識して、あなた方が引っ張るつもりはないのですか

と聞いているのです。

○垣花芳枝福祉企画統括監 県としても積極的にか

かわるという意思を持っている、姿勢を持っている

のでそういう形で市町村に具体的な方策、それから

計画のつくり方に向けての考え方も示しながら、今、

意見交換もしているということです。決して市町村

に丸投げしているわけではございません。子供の置

かれている背景も、それから今後どうするのかとい

うことについても、県の考え方ももちろん示してい

くということは当然考えております。

○呉屋宏委員 では、今までに市町村と話してきた

というわけだから、その議事録を、この委員会が終

わった後でいいですから後日要求したいと思います。

いいですか。

○垣花芳枝福祉企画統括監 議事録といいますか、

会議の概要については御提供できるかと思います。

○呉屋宏委員 では、その方向性も示してください。

私は、この間の委員会でもこの話をしましたけれ

ども、結局市町村が考える能力というものは、11市

ありますけれども、これらの市はある程度はスター

トできるけれども、地方では現実にそこまでの議論

ができないのです。人数が少ないのです。兼務でやっ

ているのです。35人しかいない粟国村の子供たちは、

あれは何というのか、インチキをしてみんな保育園

に入れているのです。働いていることにして、畑に

行っていることにして。みんなそうです―インチキ

と言ったら失礼だけれども、実態はそういう状況だ
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から、私は正式な形でやってほしいという要望だけ

して、終わります。

○仲村未央委員長 以上で、呉屋宏委員の質疑を終

了いたします。

比嘉京子委員。

○比嘉京子委員 本当にお疲れさまです。では早速

質疑をいたします。通告をしているもの、していな

いもの、少しさせていただきますが、順不同で。きょ

うは病院の院長たちがお見えなので、病院事業局か

らお聞きいたします。

まず、社会保障と税の一体改革ということで、2025

年にさまざまな人的配置と、それから今後、在院日

数を踏まえた診療報酬の改定が行われる予定になっ

ております。それを踏まえて、先ほど少しお話があ

る方はどうぞというところで、超高齢化に向けて急

性期だけではというお話もありました。ですから、

地域の県立病院としてのこれから15年、20年先を見

据えたあり方の位置づけといいますか、それぞれの

病院の位置づけ、それについてまず各病院長にお聞

きします。

○上原哲夫北部病院長 北部病院において、沖縄県

保健医療計画に示されていますように、北部地区の

救急医療とか小児保健医療、あるいは産婦人科医療

とかを中心にやっていく予定であります。そういう

ことで地域医療を守りたいということです。

○宮城良充中部病院長 中部病院は、先ほど救急医

療というお話をいたしましたけれども、もし2025年

の計画に合わせていくとしますと、やはり高度医療

は外せないと思います。そうすると、こちらにも書

いてありますとおり２倍の人員ということになりま

すので、その場合、相当の人員増が必要になると思

います。

○我那覇仁南部医療センター・こども医療センター

院長 2025年の病院の形態ですが、南部医療センター

・こども医療センターは、どちらかというと高度急

性期の病院を目指しています。今、当院は御存じの

ように、子供医療部門においては沖縄県全体、それ

から近隣の鹿児島県の奄美大島以南の小児救急患者

も受け入れております。そういうことで、子供に関

しては今や特に集中治療室もありますし、重症の患

者は県内で完結する状況に近づいてきていますので、

今後10年間、そういったことをぜひ推進していきた

いと思います。

それから成人部門に関しては、特に急性冠動脈疾

患、要するに循環器―これは内科、外科ともに県内

でも有数な症例を持っていて、これも南部地区医療

圏では非常に必要な科だと思います。しかしながら、

ほかの成人の専門医に関しては、それぞれやってい

ますけれどもまだ人員が十分ではありません。ぜひ

これを増員しながら、高度急性期に耐えるようなシ

ステムをつくりたいと思います。

それからもう一つ大切なことは、先ほど、現在の

沖縄県ではたらい回しはないと、沖縄県の救急医療

はすばらしいものがあるということですが、実際に

沖縄県はかつてから救急医療を重視した地域であり

ます。ところが、現在沖縄県の救急医療を担う医者

は、北部病院、中部病院、南部医療センター・こど

も医療センターを含めて12名しかいない。これはや

はりかなりの過重労働につながっています。こういっ

た救急医療を今後も継続するためには、こういった

救急医療を担う医師の育成、それから2025年に向け

て十分な数を確保することが重要な問題になってく

るのではないかと考えます。

○安谷屋正明宮古病院長 宮古病院は、来る６月１

日に移転する新宮古病院に向けて、宮古病院の機能

を見直してきたわけです。まず救急医療とか、新宮

古病院で行う機能に関して８つぐらい検討した結果

として、６月１日に移転する病院をつくってきまし

た。ただ、今後、宮古病院が果たす医療機能とか地

域から求められるニーズというものは、また10年、15

年で変わってくると思うのです。それから、国の診

療報酬改定の方向性も１つではないのです。いろい

ろな変動が来る。当然、それをするには安定的な経

営状況も検討しなければならない。そういうことを

踏まえた上で、またこの10年から15年の整備をして

いく。人員に関してもそういうことを検討する必要

があると考えております。

○松本廣嗣八重山病院長 日本医師会総合政策研究

機構の人口推計がありまして、八重山地域の人口の

変化は今から20年後ほとんどないと。ただ、75歳以

上の人口が1.89倍、約1.9倍ぐらい増加することに

なっております。ですから八重山病院としましては、

2025年に向けては医療を取り巻く情勢の変化、ある

いは今後の診療報酬改定の方向性を踏まえた上で、

八重山圏域における中核病院としての役割を果たす

ため、人員配置を検討していくことが大事かと考え

ております。単に急性期病院としての体制を整える

だけで済むのか、あるいは療養病床的なものを持つ

必要があるのか。それは地域の状況がどのように変

わるかによっても影響を受けると思います。そうい

うことで我々は、ただいま申し上げたような考えで

おります。
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○伊波久光精和病院長 ただいまの議論は一般病床

に関する議論ということで、我々は精神科病床なも

ので対象外だと考えていますけれども、それとは別

に、我々精神科、公的精神医療を今後どうするかと

いうことは、今後またいろいろ考えないといけない

と思っています。

○比嘉京子委員 少なくとも中部病院と南部医療セ

ンター・こども医療センターは、高度救急医療とい

うことをおっしゃると今の職員の２倍なのです。そ

れから宮古病院、八重山病院は、現時点では亜急性

ということになるかどうかははっきりした答えでは

なかったと思いますが、精神科にしても1.3倍。今の

お話をお聞きした中で、福祉保健部長、こういう現

場の、県立病院の望ましい方向を今それぞれの院長

が考えておられる。そういうことを加味した上で、

県の医療体制、人員体制を整えていくお考えは当然

おありですよね。

○崎山八郎福祉保健部長 沖縄県保健医療計画があ

りますので、その計画に基づいて人の確保、あるい

は地域医療の確保に取り組んでいきます。県立病院

も含めて、県全体のそういった医療体制を確保して

いくということでございます。

○比嘉京子委員 これからつくられる予定になって

いる八重山病院も、そういう20年、30年後を見据え

た病床のあり方と機能を含めていくこともぜひお願

いしたいと思います。

では次に、今回、定数条例が見送られたわけです。

県議会に提案が見送られています。そのことで各病

院長に簡潔に、これによって非常に困ること―困ら

ないなら困らないでいいと思うのですが、どういう

ところで問題が起こっているのかということがあれ

ば、お話をいただきたい。

○上原哲夫北部病院長 当院といたしましては、全

体としまして83名の増員を要望しているところであ

ります。その中で、２年前に附帯決議してもらいま

した７対１看護体制の実施に向けて、56名プラス１

の57名を増員要求しているところであります。あと

リハビリ６名とかソーシャルワーカーとかを求人す

るので、83名の増員を要求しているところです。

○宮城良充中部病院長 まず、今議会で定数改正が

なかったことで、すぐに影響が出るものとは今考え

ておりません。現場から定数要求している数字は109

名でございました。その109名を増員していただいて、

６億円の純利益を上げるというもくろみで予算を立

てました。経常ベースで６億1700万円の黒字を達成

しよう、それから南病棟再開によって病床を稼働し

よう、それから特定入院料の算定の強化、医療の質

及び患者サービスの向上、小児入院加算を４から２

上げようというもくろみでやっていますけれども、

これも大体この109名をもとにつくった予算でござい

ますので、ぜひとも定員を確保していただきたいと

思っております。

○我那覇仁南部医療センター・こども医療センター

院長 南部医療センター・こども医療センターは、

今回72人を要求しました。当然この72人が獲得でき

ないということで、現在の医療が急にどうこうとい

うことではございません。しかし、私が言いたいの

は医療の質の問題であります。確かに医師、ナース

は20人程度ですが、強調したいのはやはりコメディ

カル、リハビリとかソーシャルワーカーとか。現在

の医療というものは、ただ急性期を治すだけではな

く、その後の質。この病院でどういったサービスが

受けられるかということは非常に大きなファクター

だと思います。そういったコメディカルをふやすこ

とによって、治療後、さらに経過を早くよくするこ

とができ、それが結局は在院日数の短縮につながり、

診療報酬の改善にもつながる。そのように考えてい

ますので、ぜひそのコメディカルにも視野を向けて

もらって、いい病院、患者さんに優しい病院、より

よいサービスのできる病院を目指せると考えており

ます。

○安谷屋正明宮古病院長 先ほども申しましたよう

に、宮古病院は６月１日に新病院に移るわけですが、

新しい病院でどういう医療を展開するかということ

で、一応人員計画をつくって進めてきました。細か

い内訳は割愛させてもらいますけれども、宮古病院

全体として43名を要求しております。今回見送られ

たといいますか、定数条例に関することがおくれる

ということで、ただ、やはり我々の計画をとめるわ

けにいきません。特に救急とか必要性が高い部分に

ついては、業務応援臨時的任用職員とか嘱託員を確

保することで、影響を最小限にするように対応した

いと考えておりますけれども、やはり委員の皆様に

は、我々が要求してきた定数に関してスムーズに事

が運ぶように御協力をお願いしたいと思います。

○松本廣嗣八重山病院長 私どもの病院からは、今

回33名の定数増を要望いたしました。これは収益の

増、医師や看護師等の過重労働の解消、安心安全な

医療提供及び患者サービスの向上を図るのを目的と

しております。今回、定数条例が出されずに見送ら

れた状況にありますけれども、今、安谷屋宮古病院

長がおっしゃったように、４月には臨時的任用職員
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の配置とか、専門医の派遣事業等を活用して職員を

確保して、現場には影響が出ないよう対応していく

計画であります。また、今回見送られたことは、私

どもとしては、昨年の予算特別委員会の中でたくさ

ん議論されましたし、ゆとりのある定数をいただけ

るために、この時間をとってわざわざ新年度に検討

するという期待をしておりますので、議員の皆様方、

どうぞよろしくお願いしたいと思います。

○伊波久光精和病院長 皆様御存じのように、我々

精和病院は、処遇困難、それから医療観察を中心に

困難な患者、それから精神科救急、夜間救急、これ

について今現在抱えているわけです。これまでも、

これからもやっていかないといけないのですが、そ

れに加えて、長期入院患者の退院促進とか急性期治

療の充実とか、そういったいろいろな課題もござい

ます。また、厚生労働省においても精神科全体に対

してだんだん質の向上―保護者制度が今後変わる可

能性が今審議されておりますし、それから精神科の

場合、医師の配置は精神科特例で少ない状態で配置

されているのですが、これも一般科並みの配置基準

にだんだん変わりつつあるものですから、そういう

こともありまして、医師とか作業療法士、臨床心理

士とかＰＳＷ等の定数増員を要望いたしました。今

回は定数化できませんでしたが、直ちに今の状況で

問題になるということではございません。今後はこ

れらが大変必要になってくるとは考えております。

○比嘉京子委員 院長方ありがとうございました。

それで病院事業局長にお聞きしたいのですが、今の

を合計すると、一応上がってきた数字は何名ですか。

○伊江朝次病院事業局長 今の６病院の数字を合計

しましたら、351人になると考えております。

○比嘉京子委員 今、直ちにはということがありま

したけれども、先ほどのお話で救急が北部病院、中

部病院、南部医療センター・こども医療センターで

ドクターが10名ですか12名ですか、はっきりしなかっ

たのですが、これだけで救急を３交代で回している

のですか。それで直ちに影響がないのでしょうか。

○伊江朝次病院事業局長 僕もたしか救急で12名と

さっき聞いたような気がしますけれども、これはい

わゆる救急の専従者ということです。沖縄の県立病

院には、救急の専従者はもともとおりませんでした。

それが少しずつふえている状況で今12名ということ

ですが、病院全体で、いわゆる一般診療科の、後方

にいる医師がしっかり支えていかないと救急はでき

ません。ですから、それは救急の専従者だけでやっ

ているわけではございません。

○比嘉京子委員 それは無理をしてやっていただく

ことはわかるのですが、結局バックにいらっしゃる

当直の人を救急に引っ張り出すということは、かな

りハードだと私はお聞きしております。ですから、

これはあるべき姿ではないと思います。今、急場し

のぎ的にやることはあるかもしれませんけれども、

やはりこれは長続きしないやり方。それを今おっ

しゃっているのだろうなと思います。中部病院では

薬剤師、検査技師等が救急に影響するのではないか

というお話を私は現場から聞いているのですが、い

かがでしょうか。

○伊江朝次病院事業局長 今の薬剤師の件、現在、

県立病院の中で薬剤師が救急対応しているところは

中部病院と南部医療センター・こども医療センター

で、３交代でやっている状況でございます。ほかの

病院は必要に応じてオンコールで来る状況です。

○比嘉京子委員 私は大丈夫ですかと聞いているの

ですが、去年薬剤師を４名採ったけれども２人は辞

退したと。結局、それは薬剤師の養成が６年制になっ

たということもあるのですが、民間が優先的に採っ

てしまうこともあるだろうと思うのです。私はこの

件で大いに議論をする予定はないのですが、24時間

365日回すためにはどこかがかなり加重していかない

といけない。また、人数がそろわないと救急ができ

ない。そういう職種、専門性だと私は認識しており

ます。

さて、これだけの人数の要求があった中で、毎年

定数条例を改正していることにも異常性を感じるの

ですが、病院事業局長、総務部と何回話し合いをや

られたのですか。

○伊江朝次病院事業局長 担当の職員は18回協議し

たと聞いております。

○比嘉京子委員 それで議案提案に間に合わないと

いうことがあっていいのだろうかと通常考えると思

います。必要な提案なのに、時間切れでしたという

ことがあってはいけないのではないかと思いますが、

いかがですか。

○伊江朝次病院事業局長 確かに、時間切れで提案

できなかったことは問題だと思いますが、やはり数

字について、しっかり協議してお互い納得した上で、

結論を出すことはまた非常に大切なことでもあると

思いますので、これはしっかり継続して、できるだ

け早く結論を出していきたいと思っております。

○比嘉京子委員 私はきのう、総務部長とこのこと

で議論しました。まず、総務部長が今回の議会にお

いて私の答弁に対し、いわゆる知事の総合調整権と
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いうお話をされました。その根拠は、地方自治法の

中に組織等に関する長の総合調整権というのがある

のですが、これは読んでみると、病院事業局には適

用されません。それを適用されると思っていたら少

し問題だと思うのですが、どこで議論をしたかとい

うと予算の執行権。地方自治法で知事の３つの総合

調整権があるのですが、公有財産はいいとして、２

番目の予算の執行権に関するところで、これ以上の

経営不振に陥ってはいけないということで、人件費

に対して手厳しくチェックを入れるという姿勢なの

です。しかし一方、地方公営企業法第９条に管理者

の担任する事務というのがありまして、その中に15

項目ほどあるのですが、その１項目、もし御存じで

したら呉屋病院事業統括監、できますか―持ってい

ないですか。これは１項目の、その権限に属する事

務を分掌させるため必要な分課を設けることが病院

事業局長の権限なのです。つまり知事部局が言うい

わゆる予算の権限、予算を守るための権限者として

の力と、病院事業局長が地方公営企業法の全部適用

を担っている御自分の責任でそれを主張する、その

せめぎ合いなのです。そのせめぎ合いの中で、どう

考えてみても圧倒的に知事部局に全部やられている

のです。お互いのために、お互いの割合を決めてい

かないといけない。それを決める、そのラインがど

こにあるのかということをしっかりと議論していた

だかないと、今のようなことでは私たちから見ても

非常に無駄なエネルギー、それから職員が18回も協

議にかける時間、こういうことは改善されないと思

いますけれども、いかがですか。

○伊江朝次病院事業局長 委員おっしゃるとおり、

確かにそういうことはあると思います。しかしなが

ら、現状ではやはりこういった予算も含めた形で人

材確保も決まってくるところがございますから、予

算の裏づけのない人材確保はあり得ないと思います

し、その辺のところはしっかり総務部ともお互い協

議して、納得の上で解決を図るしかないのではない

かと思っております。

○比嘉京子委員 専門性のない人に専門性のある分

野を全部理解してもらわないと物事が進まないとい

う現状は、これは地方公営企業法の全部適用には全

く入っていないのです。私はその認識が病院事業局

長にないと思っているのです。いかがですか。

○伊江朝次病院事業局長 先ほど言いましたけれど

も、やはり人材の確保、定数に関しても予算の裏づ

けがあって初めてできることだと思っております。

その予算については、やはり知事に調整権があると

いうことでございますから、その辺は知事部局としっ

かり議論して、こちらの言い分は通せるように何と

か調整していきたいと思っております。

○比嘉京子委員 先ほどの院長のコメントの中で、

中部病院は109名を上げて６億1700万円の増を見込ん

でいると、きちんと採算性を出しているわけです。

そういうことに18回もかかって上げられなかったと

いうことが全く理解できないのです。そこには何が

あるかというと、病院事業局が自分たちに与えられ

た権限を全く行使していない。私はきょう、これを

手厳しく指摘せざるを得ないと思っているのです。

それはなぜか。これは平成18年に地方公営企業法の

一部適用から全部適用になるときに、全部適用のメ

リットは何ですかと聞いたときの議会答弁です。５

つのメリットが挙げられていて、その中にこういう

のがあります。経営環境の変化に対応する組織体制

の構築が、管理者の権限のもとに迅速に行えるよう

になること。今やっていますか。

○呉屋幸一病院事業統括監 組織の体制については、

現在も病院事業局長のもとで編成などをやっており

ます。ただ、予算調整権、あるいは議案提出権につ

いては知事に留保されているということで、提出に

ついても県議会に提案しないといけないということ

で知事を通して提出している。その中で、知事の補

助機関である総務部と我々と、その調整を行ってい

るということでございます。

○比嘉京子委員 今の答弁は全く間違っています。

それはなぜかというと、知事に組織等の調整権はな

いのです。だからさっき、３つある調整権のうちの

１つを履行していると。組織等の調整権は知事には

ないのです。知事は定数条例の提案権が委ねられて

いるから、そこで上がってきたものを提案する責任

がある、だから私たちは責任を持って精査するのだ

というのが総務部の言い分です。これに対して、地

方公営企業法の全部適用を担っている病院事業局長

は、組織に対して、人事に対して、そういう権限は

私たちにあるのだということを主張しなければいけ

ない。メリットとしてはっきり言われているにもか

かわらず、迅速な対応を妨げているということは、

やはりこれは病院事業局長、もう一回考え直さない

と。今の答弁ももう一回読んでみてください。組織

の調整権はありません。これは言っておきます。た

だ、定数条例を上げる手前、そこでストップをかけ

ているということはあり得ない。やはりここのせめ

ぎ合いの中で全く押し込められていることに対して、

病院事業局長はしっかりやらないといけない。これ
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だけの職員を抱えていてこんな態度では、もう私は

いけないと思います。

○伊江朝次病院事業局長 私に課せられた権限を

しっかり吟味して、最大限生かせるように頑張りた

いと思います。

○仲村未央委員長 以上で、比嘉京子委員の質疑を

終了いたします。

新垣安弘議員。

○新垣安弘議員 まず、福祉保健部からお願いしま

す。先ほど呉屋委員から子育て支援のお話がありま

したので、それに少し関連もしますので、そこのと

ころをまず聞いていきたいと思います。よろしくお

願いします。

まず、前にも子育て支援センターの件でお伺いし

たのですが、22市町村76カ所で、平成26年度までに91

カ所にふやす御意向があるとおっしゃっておりまし

た。先ほどの答弁の中でも出てこなかったし、恐ら

く規模的にはそんなに人数は扱っていないと思うの

です。それで、先ほど福祉企画統括監のお言葉の中

に、待機児童の解消は、これはもうとにかく認可保

育園をふやすことだという一言がありましたけれど

も、私は前からずっと、保育所をつくればいいとい

う感覚で待機児童をなくすために保育所をどんどん

つくっていく、そういう認識はいかがなものかと思っ

ていまして、それで待機児童の問題は、まず幼稚園

で２年保育、３年保育をふやしていくことではない

かと。その次に、プラス子育て支援センターあるい

は児童館の整備をしっかりやっていく。そういうこ

とをやれば、保育園には入れなくても、午前中だけ

でも子供を預かってもらえれば助かるというお母さ

ん方はいると思うのです。そういう人は保育園に入

れないで、幼稚園に連れて行くことも可能だと思う。

幼稚園の問題は管轄ではないから何とも言えません

けれども、ただ認可保育園をつくればいい、そこに

お金を出してつくればいい―国の方針か知りません

けれども、それはやはり間違いだと思うのです。

そこで、まず規模は別にして、子育て支援センター

に注がれている県からの予算の規模はどの程度で

しょうか。

○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長 子育て

支援センターの事業運営につきましては、市町村が

国のいわゆる子育て支援交付金を活用しまして、国

から直接交付を受けて、事業実施に取り組んでいる

ところです。

○新垣安弘議員 国から支援される中身、メニュー

はどういう項目についての支援ですか。

○垣花芳枝福祉企画統括監 子育て支援拠点では交

流の場の提供とか、子育てを伸び伸びと、遊びの提

供とか、そういう保育所を配置してやっております

ので、その運営費について、交付金事業として実施

しているということです。

○新垣安弘議員 運営費というものは、保育士の手

当も丸ごと含みますか。

○垣花芳枝福祉企画統括監 市町村事業ですので、

細かい要綱は手持ちがないので確認できませんが、

基本的に交付金というものは、どの経費に幾らとい

う区分はなかなかつくっておりませんので、その事

業そのものにかかる経費の充当として使われている

ということでございます。

○新垣安弘議員 児童館もあると思うのですが、児

童館には構成員が配置されると思うのですが、その

児童館に対する支援のあり方はどうなっていますで

しょうか。

○垣花芳枝福祉企画統括監 児童館につきましても、

今は一般財源化されておりまして、必要経費が地方

交付税の財政需要額として計上されて、市町村の一

般財源として運営されているということでございま

す。

○新垣安弘議員 あと、子育て支援センターをやる

としたら、例えば、場所は児童館を使うとか公民館

を使うとか、役場の１室を使うとか、そういう場所

に対する規定というものはあるのでしょうか。

○垣花芳枝福祉企画統括監 特に定めはございませ

ん。ただ、お子さんとお母さんが一緒に利用するこ

とを考えますと、やはり環境ですとか広さですとか、

位置は考えたほうがいいのかとは思います。

○新垣安弘議員 福祉企画統括監、先ほど話したよ

うに、待機児童を減らすには保育園をつくればいい

というものではないという感覚を私は持っているの

です。そして、働く母親の立場もあるのだけれども、

子供の立場あるいは母親の立場からしても、特に３

歳まではやはり一緒にいる時間は長いほうがいい。

そういう意味では、幼稚園の３年保育、あるいは子

育て支援センターの充実、予算を投入すれば充実で

きるわけですから、そこを充実すれば、保育園に行っ

ている子供たちをそこに振り向けられることも十分

あると思うのですが、それはどう思いますか。

○垣花芳枝福祉企画統括監 議員御指摘のように、

私どもも認可保育園だけで子育て支援ができるとい

う認識は持っておりません。今、教育委員会といろ

いろ意見交換、研究会のような形でやっております

のは、国で子ども・子育て関連３法を制定して今後
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の保育、幼稚園のあり方を示しておりますけれども、

沖縄県においても３年保育を実施していきましょう、

幼児教育を実施していきましょうという方針は教育

委員会もずっと抱えておりますし、福祉保健部とし

ても、ともにどのような形で実現するのかというこ

とについて進めているところです。ただ、沖縄は公

立幼稚園という独自の環境を抱えておりますので、

やはりそれを踏まえた上で、ほかの県にない３年保

育、３年教育という体制をどう整えていくのかとい

うところで、国の制度とのせめぎ合いみたいなもの

がまだまだあります。これについては、引き続きど

ういう環境を整えられるのかということは検討して

いきたい。３年保育が実現すると、おっしゃってい

るように、今の待機児童の部分も含めてだと思いま

すが、保育の需要がシフトしていく可能性はかなり

高いと思っています。

○新垣安弘議員 県は一緒に考えているとおっ

しゃっているのですが、そこはいざとなると、一義

的には市町村だという話に恐らく感覚的になってい

ると思うのです。だから、そこは県がしっかり理念

を持って、財源もこうやって引っ張っていく、国も

こうやって説得する、そういう部分を県が積極的に

やらないと、これは２年保育も３年保育も幼稚園も

進まない、子育て支援センターとか児童館も全然整

備されていかない。市町村から上がってくるのを待

つのではなくて、やはり財源とか国との折衝とか、

そこら辺は県がしっかりしたものを持って強くやっ

ていかないと、責任心情がないと、やはり一義的に

は市町村だということになってきたのではないかと

私は思っているのです。ぜひ、そこは決意を。

○垣花芳枝福祉企画統括監 非常に厳しい御指摘で、

私どもも進めていこうという気持ちは大いに持って

おりますけれども、やはり市町村の取り組み体制も

含めて、市町村もなかなか厳しい事情をいろいろと

お抱えになっておられると聞いております。そこを

できる限りすくい上げながら、これは一緒に取り組

んでいきたいと思っております。

沖縄21世紀ビジョン基本計画において、私たちは

子育てセーフティーネットという看板を掲げており

ますので、やはりそういう意味では、しっかりこれ

に取り組んでいきたいと思っております。

○新垣安弘議員 福祉保健部長、お伺いします。今、

生活保護受給者がどんどんふえています。それで、

これはいわゆる無年金、そして低年金者との関連が

恐らくこれから随分出てくるだろうと言われている

のです。私がずっと前、四、五年前に年金問題を福

祉保健部長に聞いたらけんもほろろで、年金は管轄

ではないからということで無年金者の数もわからな

い、わかろうともしない、そういう感覚を受けたの

です。ただ、市町村は恐らく無年金者の数も把握し、

将来的な見通しも心配していると思うのです。

そこで、無年金者と低年金者と生活保護受給者と

の関連が密接にある中で、これからのことを考えた

ときに、県が、年金問題は日本年金機構に任せてお

けばいいやという感覚でいいのか。この年金に対す

る問題、特に国民年金は、沖縄は未納加入者の割合

が本当に高い。そこの問題をどう捉えられますか。

○崎山八郎福祉保健部長 無年金者あるいは低年金

者については、生活保護に陥る危険性は高いと思い

ますので、そういった方々に対する就労支援であっ

たり生活支援であったり、そういった取り組みは県

として重要なことだと思っていますので、取り組み

を進めていかなければいけないだろうと思っていま

す。

○新垣安弘議員 無年金者の数とか、将来的にどの

ように変化していくのかとか、そこら辺を把握する

お気持ちはありますか。

○金城武福祉保健企画課長 無年金者のいろいろな

統計につきましては、厚生労働省から定期的に出さ

れております。今、手元に資料を持っていないので

すが、本県は確かに数的には多いほうだったと認識

しております。

○新垣安弘議員 これは出そうと思えば細かく出せ

るわけですね。取り寄せて出せますよね。

○金城武福祉保健企画課長 たしか都道府県ごとに

統計があります。

○新垣安弘議員 わかりました。

あと、国保財源は平成20年度から制度が変わって、

沖縄に随分不利な制度になった。その後、改善はさ

れたと思うのですが、現状とこれからの見通しとか、

他府県と比較してどのような状況なのかをお願いし

ます。

○仲村加代子国民健康保険課長 平成20年度の医療

制度改革の際に導入されました前期高齢者財政調整

制度によりまして、本県の人口構成の状況によって、

前期高齢者の加入割合が低い市町村国保において、

それまでの退職者医療制度との交付金に比べて交付

額が減少し、国保財政に影響を与えたことがござい

ました。県では、その際に関係市町村と協議をいた

しまして、国に対して財政支援措置を要請いたしま

した。その結果、平成21年度から交付額が減少した

市町村国保につきまして、国調整交付金による財政
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支援措置が実施されております。また、平成22年度

からは、高齢者が少ないということは、逆に本県は

担税力のない子供の数が多いということでもありま

すので、それに着目した国の特別調整交付金による

支援が実施されております。県としましては、この

前期高齢者財政調整制度の導入にかかる影響につき

まして、一定の改善策が講じられたものと考えてお

ります。しかしながら、市町村国保の財政は依然と

して厳しい状況にございますので、今後とも市町村

と連携を図りまして、国費等による財政調整機能の

強化を要望してまいりたいと考えております。

○新垣安弘議員 環境生活部にお伺いします。新し

い公共支援事業というのがあるのですが、それにつ

いて説明をお願いします。

○渡真利雅男県民生活課長 新しい公共支援事業と

いいますのは、これは平成23年度、平成24年度と基

金事業の中でやっている事業でございます。国から

交付金として各都道府県へ交付されまして、沖縄県

へは約１億3000万円程度の交付金がございまして、

これを私どもは基金事業として積み立てをいたしま

して、平成23年度、平成24年度の２回にわたって執

行してきたところであります。新しい公共は、要す

るにこれまで国や県や市町村といった団体で、公共

的な分野を担っていくといったものが一般的であり

ましたけれども、やはり地域のきめ細かい課題等々

につきましては、その地域で活動しているボランテ

ィア団体ですとか、自治会ですとか、あるいはまた

ＮＰＯ法人といった非営利活動を行っている団体を

担い手として、その方たちからの問題の提起、それ

から問題解決の仕組み等々を実施していく、こういっ

たものに対して支援をしていく事業でございます。

○新垣安弘議員 １億3000万円の基金はもうほとん

ど使い終わったのですか。残りをいつまでに使い切

るという形になっているのですか。

○渡真利雅男県民生活課長 おかげさまで今年度で

終了するのですが、ほぼ全ての基金を使う予定になっ

ております。

○新垣安弘議員 これは恐らくＮＰＯ法人とか、そ

ういう団体に振って事業をさせたと思うのですが、

いわゆる成果報告書は上がっているのでしょうか。

そして、いつごろまでに上がるのでしょうか。

○渡真利雅男県民生活課長 これは事業年度ごとに

それぞれ実施した事業内容を取りまとめて、国に報

告することにしております。平成23年度分につきま

しては、もう既に報告は終わっております。それか

ら、今年度分はまだ年度が終わっておりませんので、

３月中に報告書を取りまとめて内閣府へ提出する予

定でありますし、その報告書等についてはインター

ネット、私たちのホームページなどで公開をしてい

きたいと思っております。

○新垣安弘議員 平成23年度とかやってきたと思う

のですが、まだ完全には終わっていないのですが、

この事業の費用対効果に関してはどのように見てい

らっしゃいますでしょうか。

○渡真利雅男県民生活課長 この間、ＮＰＯの分野

については、私どもも県単という形でなかなか大き

な予算をもらうことができませんでした。ところが

今回―２カ年で終わったのですが、１億3000万円と

いう大変大きなお金をいただきまして、それぞれ課

題を抱えているＮＰＯの支援には大いに役立ったの

ではないかと思っております。

○新垣安弘議員 これが始まって大分たちますけれ

ども、今のＮＰＯの数と、大体どういう分野のＮＰ

Ｏがあるのか、そこら辺がもし今わかるようでした

ら。

○渡真利雅男県民生活課長 ＮＰＯといいましても

大変いろいろな種類がございます。広義ではＮＰＯ

というのは営利を目的としない全ての団体のことを

いいまして、その中にはボランティア団体ですとか、

あるいは公益法人、社会福祉法人、学校法人、ある

いは地縁組織、協同組合等々がございますが、ＮＰ

Ｏ法人もその中に含まれるわけであります。ただ、

このうち、やはり沖縄県知事が特定非営利活動促進

法に基づいて認証している法人をＮＰＯ法人と言っ

ているわけですが、そのＮＰＯ法人は、２月28日現

在でありますが、563の法人を認証してございます。

それらの法人は、基本的には法律上特定の分野が定

められておりまして、これは20ほどの特定分野があ

るわけでありますが、例えば保健・医療または福祉

の増進を図る活動とか、社会教育の推進を図る活動、

まちづくりの推進を図る活動等々、いろいろな分野

での活動を行っております。

○新垣安弘議員 ＮＰＯ法人は認可を受けると社会

的な信頼を持つと思うのですが、今までこのＮＰＯ

法人の中で、認可はしたものの社会的に問題だとい

うことで取り消したとか、そういう問題のＮＰＯ法

人はありましたでしょうか。

○渡真利雅男県民生活課長 問題があるので取り消

したということはございませんけれども、設立をし

たものの、ある一定期間活動を休止していたという

場合がありまして、これは３年以上休止しますと認

証を取り消すことができるとなっておりますので、
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実際にかつて８件ほど、こういう休眠法人を取り消

したことがございます。ただ、何らかの違法行為で

すとか、あるいは犯罪行為とは言いませんけれども、

そういった形での取り消し等は今まで１件もござい

ません。

○新垣安弘議員 もう一点。観光施設等の総合的エ

コ化促進事業があるのですが、この観光施設や観光

産業とは、具体的にどういう施設や業種を指してい

るのか。あと、省エネ設備の導入となっているので

すが、どういう設備のことを想定しているのでしょ

うか。

○大浜浩志環境政策課長 観光施設等の総合的エコ

化促進事業ですけれども、旅館業法に基づく許可を

得ているところ、つまりホテル、旅館、それから民

宿等々につきまして、省エネ施設の導入、それから

再生可能エネルギーの導入等々をしたところにつき

まして、３分の１の補助をしていくという事業です。

○新垣安弘議員 省エネの設備というと、具体的に

はどういう感じでしょうか。

○大浜浩志環境政策課長 具体的に申しますと、Ｌ

ＥＤの照明を設けたりとか、それから太陽光発電を

導入したりとか、給湯施設を省エネの施設に改修す

るとか、そういったものについての補助となってお

ります。

○新垣安弘議員 あと、水道広域化事業の調査の件

ですが、水道費用に関して離島が割高になっていて、

これを１つにしようということになっているのです

が、今、大体具体的にどの程度の差があるのか、何

カ所か例を挙げて示してもらえればと思います。

○阿部義則生活衛生課長 今、手持ちで細かい数字

を持ってきていないのですが、例えば沖縄本島地域

と離島地域で比較いたしますと、これは平成21年度

のデータでございますが、沖縄本島地域の水道料金

は10トン当たり1264円、それに対して離島が2103円

となっておりまして、約２倍弱の格差となっており

ます。

○新垣安弘議員 水道料金ですが、同じ水を飲みな

がら、同じ沖縄県民でありながら、沖縄本島と離島

でこれだけ差があるという部分について、これは問

題だと。早急に離島の人たちも沖縄本島と同じレベ

ルで、同じ金額で飲料水は飲むべきではないかとい

う思いと、いつごろまでにこれはやるべきだという

思いを持っていらっしゃるのか。そこら辺をお聞か

せください。

○下地寛環境生活部長 実は、水道広域化事業は今

年度から始まっております。基本的な考え方は、沖

縄本島では企業局が水源を確保して、水をつくって、

それを市町村に配水して市町村が給水するという形

ですが、離島でありますとか宮古、八重山、この地

域では市町村がみずから水源も確保しますし、造水

もしますし、配水もするということでかなりのコス

ト負担になっております。先ほど生活衛生課長から

沖縄本島と離島の価格差を平均で申し上げましたけ

れども、大体２倍ぐらいという話がありました。極

端な言い方をしますと、一番高い北大東島と比べま

すと、大体４倍ないし５倍近い開きがあるわけです。

やはり、生活インフラとしての水道料金でこんなに

違うということは、離島については大変厳しい状況

ですので、まず当面沖縄本島の近く、粟国村とか渡

名喜村とか、そういったところの８村を対象に広域

化をするということで、水源を確保して造水して、

市町村に配るまでは企業局で何とかできないか。そ

れをやることによって小さな市町村は一括して見ま

すので、コスト低減ができないか。そういう方向で

今、調査事業をやっておりまして、平成25年度から

座間味村でこれを実証しようと思っています。それ

を向こう５年ぐらいで全体的に広域化をやっていき

たい。そして、少なくとも10年ぐらいをめどに、離

島については何とか広域化できないかという目標は

持っております。

○新垣安弘議員 最後に病院の件でお伺いしたいと

思います。久米島病院ですが、指定管理になって１

年近くなるのですが、その後どのようになっている

のか。県立病院との人材の行き来の関係とか、よろ

しくお願いします。

○平順寧医務課長 昨年度から指定管理をしており

ます。指定管理の目的が、まずは医師確保を円滑に

やっていくということで、公益社団法人地域医療振

興協会が指定管理をやっておりまして、現在常勤医

師が６名だったと思います。看護師についても、指

定管理以前は県立病院から正職員が16名だったと思

いますが、その他は臨時的任用職員とか非常勤職員

でやっておりました。現在36名でしたか、全て正職

員で確保するというようなことで、人材確保につい

てはかなり円滑に進んでいるのではないかと。それ

から、在宅医療に対する支援といいますか、そうい

うことで久米島町からもかなり好評だと聞いており

ます。

○新垣安弘議員 最後に１点。私は今、沖縄県離島

医療組合議会から抜けているので会議には参加して

いないのですが、印象に残っているのが、当時の村

田院長がおっしゃっていたのが久米島病院の規模と
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いうものはすごくいいと。例えば、新しい若い医者

が中部病院とかの県立病院から小さな離島に行くと

きに、ギャップがあり過ぎる。そういう状況の中で、

久米島病院の規模というものは、離島に行く前の医

者を教育するのに一番いい規模だ、そういう活用の

仕方があってしかるべきだとおっしゃっていたので

すが、それについて専門のどなたか―病院長でもい

いし病院事業局長でもいい、そこら辺はどのような

感想を持たれますか。

○伊江朝次病院事業局長 私は村田院長からじかに

聞いていないので正確にはお答えできないかもしれ

ませんけれども、議員がおっしゃるとおり、離島に

行くほとんどの研修医は、中部病院、それと南部医

療センター・こども医療センターで実地研修をして

いることがありまして、そこで研修を終えた後に赴

任するところは、いわゆる１人でやる診療所であっ

たり、それから宮古、八重山、北部という病院であっ

たりするわけです。ですから、離島の診療所に行く

先生方にとっては、あの程度の規模のところで患者

さんに身近に接して、大きな病院とは違う医療を体

験するということは、実際の診療所の医療をする上

で参考になると考えております。

○仲村未央委員長 以上で、新垣安弘議員の質疑を

終了いたします。

休憩いたします。

午後６時45分休憩

午後７時７分再開

○仲村未央委員長 再開いたします。

休憩前に引き続き、質疑を行います。

中川京貴議員。

○中川京貴議員 皆さん、きょうは朝からの審査、

大変御苦労さまです。きょう、呉屋委員からも所見

が出ておりましたが、病院事業局、福祉保健部、環

境生活部、直接県民の生活に関係があることから、

たくさんの質疑が出ておりました。私は、最初に病

院事業局から質疑をしていきたいと思っております。

伊江病院事業局長、きょう、いろいろな委員から

質疑が出ておりましたが、私は県議会議員に当選さ

せていただいてことしで５年目になりますけれども、

病院事業局においては病院事業について、もちろん

高いハードルをクリアしながらいろいろ解決して

いったものだと思っております。しかし、そうでは

ないと言う委員もおります。伊江病院事業局長にお

かれましては、この５年間の病院事業局においての

改革、７対１看護体制ももちろんそうですが、医療

も含めて意見をお聞きしたいと思っております。

○伊江朝次病院事業局長 私が病院事業局長になっ

てからの３年間の経緯を見ますと、私はその前は病

院現場にいたわけですが、県立病院事業はかなり変

わってきたなという印象を持っております。といい

ますのも、１つには長年の懸案だった定数の件も、

昨年度までで310名ふやしたということで、７対１看

護体制をしている病院にとっては非常に看護の質が

向上して、患者にも喜ばれて、そういう意味では職

員も非常にゆとりのある仕事ができているというよ

うなことがあります。

一方では、平成21年から始まった県立病院の経営

再建期間がやっと終わりまして、内部留保に関して

も、少なくとも今は病院の運営費の２カ月分はしっ

かり蓄えられている。一方では長期の負債もありま

すけれども、従来はそういうものも持ちながら、ほ

とんど内部留保も持てないような状況だった病院事

業であります。そのような状況になってきて、やっ

とある程度八重山病院の新築に関しても多少の展望

が開けてきたかなと。

それから、やはり病院現場にいて一番思っていた

ことは、平成10年代には医療機器の購入予算が実は

もう病院全体で３億円ぐらいまで落ちていて、私ど

も八重山病院では3000万円か4000万円くらいしかな

いという非常に厳しい状況がありました。その前は

約１億円ぐらいあったのですが、そういうところに

関して、病院現場に対しても、頑張ったところには

しっかり頑張った分だけの医療機器の購入予算を配

分できる状況になってきたということで、少しずつ

ではありますけれども、そういう意味では現場も古

い医療機器で悪戦苦闘していたことから改善されて

きていると思っております。ですから、現在の状況

を踏まえて、厳しかった時代を忘れないで、しっか

り足元を見据えて、今後の病院事業をとにかく不安

定にしないような状況に持っていきたいと考えてお

ります。

○中川京貴議員 伊江病院事業局長、実は私たちも

八重山病院の視察をしてまいりました。現場で見て

大変ショックを受けました。やはり聞くのと調査す

るのでは違うなということもあって、一日も早い八

重山病院の新築建てかえ、これはもう47名の県議会

議員はみんな一緒だと思っていますのでやっていた

だきたい。そしてきょうは、各県立病院の院長先生

のお話を聞いて、これは去年の決算特別委員会もた

しかそうだったと思うのですが、その課題をやはり

一つ一つ解決していかなければ、きょうも八重山病

院の松本院長から嘱託での勤務、１月当たりで限ら
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れている勤務時間体制といった条件で、果たして医

師が来るのかと。それから変えなければ県立病院の

医師はもたないよということも踏まえて、課題は何

なのかということを解決しなければいけないと思っ

ていますが、病院事業局長、どうでしょうか。

○伊江朝次病院事業局長 今、委員がおっしゃって

いた、いわゆる職員の待遇のことに関しましては、

やはり病院事業の限られた予算の中でどう人を確保

するかということで、人材あるいは特定の診療科に

よっては非常勤の身分でやっている状況があります。

そういう意味では、できるだけそういったところが

少しでも改善できるように、県立病院の経営をしっ

かり盤石なものにする形に持っていって、職員に対

しても働きやすい環境、あるいは待遇に持っていけ

るようにできればと思っております。

やはり沖縄本島の病院と違って、特に宮古病院、

八重山病院は人材確保にかなりのハンデがあります。

それを補っているのが、沖縄本島と違いがある離島

へき地手当など財政的な手当だと思うのです。そう

いうところで、これは離島医療増嵩費ということで

今年度から認めていただいて、そういう意味では、

私も離島の病院長をやった経験からこの点に関して

は大変うれしく思っていますし、安谷屋宮古病院長

からありましたけれども、将来的にもそれをとにか

くなくさないような形で―そういうことがなくても

できれば一番いいのですが、やはり限られたエリア

の中での医療ですから、どうしてもそういったとこ

ろは発生すると思います。そのところは議員の皆さ

ん方にもしっかり御理解していただいて、ぜひ継続

していただきたいと思っております。

○中川京貴議員 今、伊江病院事業局長が答弁した

とおり、限られた財政、限られた予算の中で県民サー

ビスをしなければいけない。これは御承知のとおり

であります。県もこれまで何年間も行財政改革を行っ

てまいりました。しかしながら、必要なところに予

算措置をしなければ、県民の生命また健康を守れな

いという認識はみんな一緒だと思っております。そ

ういった意味では、ことしは建設改良費とか、病院

事業のいろいろな予算も出ておりますが、さきほど

病院事業局長が答えておりました機器については予

算措置されていないと思うのですが、いかがでしょ

うか。私は機器の予算措置を第一優先にすべきだと

思っておりますが、いかがでしょうか。

○伊江朝次病院事業局長 平成25年度の医療機器の

購入予算額は、12億3034万6000円になっております。

○中川京貴議員 皆さん御承知のとおり、やはり医

療機器を新しい機器に変えていかないと、医療事故

が起きたときに、古いものを使い回したり、また、

だましだまし機器を使っていく中では、私は県民の

生命を守れないと思っております。早目に優先順位

を決めて、現場の先生方の意見を聞いてやるべきだ

と思っております。これらについても予算措置をし

ながら―この12億円は全て機器に充てるのでしょう

か。

○伊江朝次病院事業局長 先ほど言った平成10年代

の厳しい時期の金額からすると、最低のときで３億

円ですから10億円はふえております。そして、あの

時代ともっと違うのは、我々病院現場も含めて、業

者の方としっかり交渉して、限られた予算の中でも

多くの医療機器が買えるような交渉をするように

なっておりまして、これをこれからもずっと続けて

いけば、かなりのスピードで現場の医療機器の更新

ができるのではないかと考えております。

○中川京貴議員 伊江病院事業局長、各県立病院の

院長がこの平成25年度の予算審査に参加しているの

で、ぜひ現場の声を聞いていただいて、何を優先に

するかという生の声を聞いて。これはもちろん、県

議会、党派を超えて優先順位を決めないといけない

と思っていますし、私たちもそうしようと思ってお

ります。病院事業局長が現場の医師として、今はこ

の行政の中で大変苦労しているのを高く評価してお

ります。ぜひ頑張っていただきたいと思っておりま

す。

次に、環境生活部に質疑したいと思っております。

閉鎖性海域における堆積赤土等の対策事業、それと

赤土等流出防止海域モニタリング事業。それと農林

水産部にまたがるのですが、村づくり計画課で赤土

対策進 管理システム開発事業。これも農林水産部

ですが水質保全対策事業。この４つの事業のすみ分

け、要するに環境生活部でやる部分、農林水産部で

やる部分のすみ分けがあると思うのですが、メニュー

が出てきて、その連携がとれているのかお伺いした

いと思います。

○上原栄淳環境保全課長 赤土対策については、環

境生活部で赤土等流出防止対策基本計画の策定等に

向けて、今取り組んでいるところですが、環境生活

部としては、赤土等の政策的なものを主にやってい

こうと考えております。実際、現在の赤土の流出状

況といいますと、農地からが約85％程度と言われて

いますので、農地の対策が必要だということで、農

地の対策については実際事業を行っている農林水産

部で水質保全対策事業をやって、農地の勾配修正等
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を行っているかと思っております。

もう一つ、うちの事業の中で、ハード事業だけで

はなくて、やはり赤土等に対していろいろな取り組

みを行おうとしているＮＰＯ法人とかそういう団体

に対しても、県でまた支援事業ということで、来年

度以降は取り組んでいこうと思っています。

あと、最初にありました閉鎖性海域の事業につい

ては、閉鎖性海域に堆積した赤土等については自浄

作用というのですか、自然の浄化が期待できないと

いうことで、平成24年度から川平湾においてモデル

的に事業を入れて、どういう対策がとれるのかとい

うことで調査等を行っています。その調査は平成25

年度までありますので、その調査結果を受けて、平

成26年度以降対策等に取り組んでいきたいと考えて

おります。

○中川京貴議員 ４事業のすみ分け、連携がとれて

いるかという質疑です。

○下地寛環境生活部長 環境保全課長から説明があ

りましたように、閉鎖性海域で除去を前提とした調

査を今、川平湾でやっているわけです。それとあわ

せて沖縄全海域28海域を設定して、そこは赤土のモ

ニタリングをしているわけです。先ほどもお話しし

ましたように平成24年度の調査結果が出ていますの

で、どの海域で赤土の堆積傾向が強いということが

だんだんわかってくるわけです。陸域対策をしない

といけないところがわかります。その場所で、我々

環境生活部は今、地域活動支援事業というのをやっ

ておりますけれども、ボランティアとか、流域協議

会とかの人たちの赤土流出防止活動を我々が支援す

る事業であります。一方、農林水産部は同じような

事業を持っていますが、例えば農家に直接支援をし

て、グリーンベルトをつくるとか。そういう形で、

現場の海を調査して、守らなくてはいけない海域と

いうか、陸域対策を強化しなくてはいけないところ

を特定して、そこに我々のボランティア活動と、農

林水産部の農家に対する直接支援を一体的にやろう

というイメージで考えていただければいいと思いま

すので、すみ分けはしっかりできていると考えてい

いと思います。

○中川京貴議員 環境生活部長も御承知のとおり、

土木環境委員会で石垣島川平湾の調査をしてまいり

ました。そのときも、真珠養殖のしゅんせつの要望

等もありましたけれども、やはり農林水産部と連携

をとって、すみ分けをして、上の赤土対策をしなけ

れば、幾らしゅんせつをしてきれいにしてもまた流

れてくる。そういった意味でのすみ分け、連携の必

要性を質疑しているわけですので、今の環境生活部

長の答弁では、間違いなく農林水産部とのすみ分け

でしっかりやっていくということで理解してよろし

いですね。

福祉保健部に質疑したいと思います。医療費助成

の自動償還払いについてです。これは僕は本会議で

も一般質問でいろいろ取り上げてまいりました。当

初の説明では、ことしの４月１日から自動償還払い

をする予定で進めていたと思いますが、市町村との

連携がおくれたのか、また、市町村は条例改正が必

要だと思いますが、先ほどの答弁では来年１月に実

施していきたいと。年内に各市町村の条例改正が実

施できるのかお伺いしたいと思います。

○国吉秀樹健康増進課長 自動償還の時期について

は、先ほど申し上げましたように、平成26年１月を

目標に市町村あるいは関係機関と今調整していると

ころです。たくさんの医療機関との調整とか、ある

いはシステム改修ですとか、あるいはさまざまな様

式の検討というのがありますので、今のところ、市

町村においては９月議会、11月議会とありますので、

全部ではないかもしれませんけれども、そういうと

ころを目標に作業を進めていくということです。

○中川京貴議員 私は町議会議員のころから現物給

付制度を推進してまいりました。しかし、福祉保健

部長の答弁では、現物給付制度は市町村の自治体か

らの反対の声もある、ペナルティーがあるからとい

うのですが、しかし、自動償還をまず第一優先にし

て進めていただきたい。先ほどの答弁でも市町村で

自動償還払いをしている自治体があると思いますが、

何件あるのでしょうか。

○国吉秀樹健康増進課長 浦添市、石垣市、宜野湾

市の３市でございます。

○中川京貴議員 このように、市町村は県より先駆

けて自動償還払いをしております。私は、やはり県

が先頭に立って、早目に自動償還払いをすることに

よって、この医療費の無料制度の利便性、また活用

する方々のためになると思っておりますが、あえて

お聞きします。現物給付制度と違いますけれども、

自動償還払いプラス、皆さんが病院で現金を支払わ

ない貸付制度の導入についてどう考えますか。

○国吉秀樹健康増進課長 貸付制度についても、現

在市町村と勉強する中で調整を進めているところで

す。ただし、どういった対象者を設定するかとか、

あるいは高額療養費とどのように関係を整理するか、

あるいは市町村と医療機関の事務負担がどうしても

出てまいります。そのような課題がありますので、
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市町村と今いろいろな調整、詰めを行っているとこ

ろです。引き続きこの制度については検討したいと

思っております。

○中川京貴議員 貸付制度について、リスクを伴う

ものと、またプラスがあると思うのですが、これに

ついてお伺いします。

○国吉秀樹健康増進課長 まず、リスクはいっぱい

あるかもしれませんが、１つだけ例を申し上げます

と、後で還付を受けるときに未納の問題が出てくる

かもしれません。これに対して、未納者へどう対応

するのかということは考えないといけないと思いま

す。利点といたしましては、やはり委員がおっしゃ

るように、その日は直接払わないでいい。後々また

１回は行かないといけないと思いますが、当面本当

に必要なときに支払わないで済むという点が利点で

あると思っております。

○中川京貴議員 この貸付制度については、私はぜ

ひ福祉保健部長を中心に研究していただきたいので

すが、病院に行って現金を持たないで医療を受けま

す。そして、後でこの方の口座に自動償還払いで入っ

てまいります。これをまた病院に払わなければいけ

ないという仕組みなのです。お金のない人が病院で

現金を払わないで、後でこの方の通帳にお金を入れ

たら、この方が病院に行って支払いをしますかとい

うのが僕は一番のリスクだと思っていますが、いか

がでしょうか。

○国吉秀樹健康増進課長 先ほども申し上げました

が、今おっしゃるような意味の未納者の対応という

のがリスクだと思っております。

○中川京貴議員 ですから、それが予測できるので

あれば、その方の通帳には振り込まないで、基金を

つくって基金に振り込んで、その基金から病院に支

払いできる制度とか、いろいろな知恵がないかお伺

いします。

○国吉秀樹健康増進課長 今は一定の案を持っては

いないのですが、今、議員がおっしゃるような方法

も含めて、市町村とまた研究してまいりたいと思い

ます。

○中川京貴議員 それができると、今話題になって

いる現物給付制度ではないのですが、国からのペナ

ルティーを受けない、病院の窓口で現金を支払わな

い制度ができると思っていますが、いかがでしょう

か。

○国吉秀樹健康増進課長 まだしっかりとわかりま

せんけれども、今ほかの県でやっている６カ所につ

いても今おっしゃるような方法ではないものですか

ら、実際の事例がなくて、研究は市町村と一緒にやっ

てみたいとは思いますが、少しイメージができない

ところです。

○中川京貴議員 ぜひ福祉保健部長、先ほども言っ

たように、自動償還払いを３市でやっていると。県

はそれを本当に先頭になってやるべきだと思ってお

ります。そういった例がないからやらないのではな

くて、県民サービスの一つとして、自動償還払いで

あるならばこの窓口の負担をなくす。現物給付制度

というとみんな嫌がりますけれども、その現物給付

制度的な制度を新たにつくって、県民のサービス向

上につなげていただきたいと思いますが、福祉保健

部長、いかがでしょうか。

○崎山八郎福祉保健部長 先ほどから健康増進課長

が答弁していますけれども、今、課題の整理なども

含めて、市町村と話し合いをして研究している段階

でありますので、委員が今提案されたことも含めて、

いろいろ市町村と研究をしていきたいと思います。

○仲村未央委員長 以上で、中川京貴議員の質疑を

終了いたします。

又吉清義議員。

○又吉清義議員 時間も余りないみたいですので、

ぜひ医療費適正化について福祉保健部にお尋ねした

いのですが、やはり人間、一番大事なのは健康であっ

て、健康で初めていろいろなこと、そしてまたいろ

いろな楽しみ、こういうのが大事なポイントではな

いかと思います。やはり健康に対する認識、健康で

あるために全庁体制でぜひ取り組んでいただきたい

という観点から、医療費適正化に向けて皆さんの取

り組む姿勢、そういった中身等についてぜひ議論し

てみたいと思います。

まず、本年度は、去年と比べて医療費の給付に充

てている割合が、介護保険、国民健康保険、後期高

齢者医療等について伸び率というのですか、例えば

５年スパンでも、３年スパンでもよろしいです。大

体どういった感じで伸びているか、その点について

御説明をお願いしたいと思います。

○崎山八郎福祉保健部長 当初予算における国民健

康保険指導費、後期高齢者医療費負担金等事業費及

び介護給付費の伸び率ですが、平成23年度から平成25

年度の３年間の平均で、国民健康保険指導費が４％

の増加、後期高齢者医療費負担金等事業費が3.9％の

増加、介護給付費が5.5％の増加となっております。

○又吉清義議員 今、福祉保健部長からも説明あり

ますように、やはり毎年着実に、少なくても3.9％、

多いときで６％で伸びるというのは、金額からする
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と半端なことではないわけです。1000万円、2000万

円ではなく億単位で伸びるということは、県財政に

占める割合も今後かなり負担になっていくだろうし、

そしてこれがまた、そもそもその医療費に持ち出す

分野が逆に経済活性化に還元できれば、経済ももっ

と発展するのかと思うのです。その中で、皆さんに

もう少し御説明いただきたいのですが、皆さんがこ

の医療費適正化に向けて、伸び率を抑えるため、い

ろいろな角度からさまざまな健康事業を行っていま

すが、今回もまたそういった新しい事業が出ており

ます。やはり皆さんこの新しい事業、7000万円余り

でしたか、この事業等についてどのような数値目標

を持って、例えばどういったお考えのもとに行って

いるのかが１点目と、これまで行ってきた医療費適

正化に向けてのいろいろな健康運動とか健康事業、

講座等、事業等もいっぱいあります。それについて

も今までのあり方でよろしいのか、やはり少しでも

抑制するためにはまた別の角度からも私は必要と思

いますが、その２点についてお伺いします。

○国吉秀樹健康増進課長 まず、１点目の健康行動

実践モデル実証事業の考え方ということですが、２

番目の御質疑とも関連するのですが、今まで県民、

市民、住民が市町村などにおいていろいろな健康的

な教室とか、検診を受けるとか、そういうメニュー

については結構用意されております。あるいは知識

を得て、いろいろと自分でやることはできると思う

のですが、そこに至るまでにいかに実際の行動につ

なげてもらうかというのが大事であります。例えば

長野県ですと、自分の健康は自分で守るということ

を掲げながら非常に頑張っているわけですが、沖縄

県ももちろん個人個人も頑張るのですが、横の文化

といいますか、ユイマールといいますか、お互いが

お互いを支え合う、自分たちの健康は自分たちで守

るという考えで、お互いが影響を与えながら健康な

行動に導いていくことができないものだろうかと。

これは今、ソーシャル・キャピタルという言い方も

しておりますが、例えば先ほど午前中にも申し上げ

ましたが、自分たちの中学生の子供、小学生の子供

たちに給食を通じて健康的な食生活を教えて、これ

を家に帰ってお父さんお母さんに教えたり、お互い

の健康について話し合いをしていく。あるいは、お

じいさんおばあさんと交流する中で、メタボ世代と

言われる青年層、中年層の健康に間接的に介入して

いくということを言われてはいるのですが、なかな

かエビデンスがないものですから、このエビデンス

をつくりながら、確かに沖縄型の健康づくりができ

るというものを確立して、それを今モデル事業で企

画はしておりますが、確立されたものができれば、

これを全市町村に紹介していきたいと思っている、

それがイメージでございます。

○又吉清義議員 もう少しお伺いします。ですから、

今こういう事業もしながら、例えば今までやってい

た健康事業は今までどおりでよろしいのかというこ

とも少しお尋ねしたいのです。やはり皆さん怠けて

はいなくて一生懸命頑張っているのですが、この医

療費の伸び率に対しまして、皆さんが健康事業にか

けている予算と伸び率を比較した場合に、圧倒的に

医療費の伸び率が群を抜いている。であるならば、

やはり私は、今までの事業のあり方と予算のかけ方

を根本から変えるべきだと思いますが、その点につ

いてはいかがでしょうか。事業のあり方と予算のか

け方です。

○国吉秀樹健康増進課長 もちろんメニューと実際

やることに少し乖離があることはあったのですが、

確かに事業の個別の内容の見直しは、必要に応じて

検討していかないといけないと思っております。現

在、健康おきなわ21計画に従って進めておりますけ

れども、平成25年度に必要な検討をいたしまして、

第２次の健康おきなわ21計画というものをつくって

いくことになっております。その中で必要な道筋、

あるいは予算等についても検討してまいりたいと

思っております。

○又吉清義議員 先ほどの健康行動実践モデル実証

事業ですが、少しだけ資料をいただきましたが、確

認です。この中で、高齢者、そして対象者と思われ

る中で、子供という表の中で―これは間違いではな

いかと思うのですが、なぜ給食時に健康づくりとい

うことで食事、通勤、そして飲酒も入っているので

す。子供が飲酒は普通ないかと思うのですが、これ

は中学生、高校生の飲酒が最近多くて入れているの

か。これはどういった意味を指すのか、もし資料が

あれば御説明していただきたいです。

○国吉秀樹健康増進課長 子供と飲酒問題の関係を

直接イメージして書いたのではありません。普通に

健康教育としてお酒とかたばことか、そういうこと

はやっていると思いますので、それについて親とも

話し合うのはいいことではないかと思っています。

○又吉清義議員 それであれば少しわかります。ぜ

ひこの辺も、飲酒のマイナス面は子供だけではなく

て、大人にも大いに進めてください。そうしないと

肝臓病もあるから、大人の時分にもまして、子供に

やること自体も別に悪いとは言いません。
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そこで、皆さんに少しお願いがあるのです。何か

といいますと、今まで皆さんがやっている健康推進

事業と医療費の予算のかけ方について少し発想を変

えていただきたいのが、やはり壊れた人間を治すの

はかなり費用がかかるわけです。そして壊れた人間

を健康にするために、皆さんは壮年期の方々を対象

に主にいろいろな事業をなさっているわけです。こ

れはそれでもよろしいです、正直言って。しかし、

それとは別に、壊れない人間、予防、健康を意識す

る、健康を守る事業に私はもっと予算をかけていた

だきたい。これが余りにも少な過ぎませんか。

福祉保健部長もいらっしゃいますから、先ほどか

らぜひ全庁体制でやっていただきたいと申し上げて

おりますが、どういったことかといいますと、例え

ば健康診断です。確かに大人には健康診断があるの

ですが、学校では定期健診というのが年に１回あり

ます。なぜこれを１回しかやらないのか。２回３回

すると法律違反になるのか、なぜ１回しかやらない

のか、予算上そうなのかということです。なぜかと

いうと、今の沖縄の子供たちは日本でベストスリー

です。肥満率はナンバーワンです。糖尿病もナンバー

ツーです。メタボリックもナンバーワンです。もう

既に予備軍は着実に実っているわけです。しかし、

その子供たちと親が意識していない。悲しいけれど

もそれがあるわけです。これを具体的に皆さんしっ

かり管理をして、１年に１回ではなく２回、２回やっ

たら３回―３回は少し厳しいかもしれませんけれど

も、しかし、これを保育園から幼稚園、小学校、中

学校までしっかり管理体制を持つと、私はかなり意

識が変わると思う。もう一つは、健診を受けること

を意識することによって、今は健診率が非常に低い

ですよね。こういうのも無意識かと思うのですが、

そういった発想のもとにぜひ全庁体制でもっと底辺

から健康を守る、そして壊れない人間をつくるとい

う意識のもとに事業拡大もできないかということを

お尋ねしたいのですが、いかがでしょうか。

○国吉秀樹健康増進課長 今、議員御指摘の非常に

早い時期からの健康づくりが必要ということは、そ

のとおりだと思います。今、健康増進課で食育推進

計画というものをつくっておりまして、その中で福

祉保健部だけではなくて、農林水産部あるいは教育

庁と連携して、それぞれが食を大切にしながら健康

のことも考えるという事業を進めているところであ

ります。本年度も食育については、予算を少し積み

増ししているところです。

○又吉清義議員 認可にしろ認可外にしろ、各保育

園とか各小・中学校、義務教育の段階で、健診は１

回しかないかと思いますが、もしその辺おわかりで

したら―２回、３回にできないかどうかです。いか

がでしょうか。

○崎山八郎福祉保健部長 今は恐らく１回だと思い

ますけれども、小学生は法律で１年の間に、４月か

ら６月の間に健診をやると規定されていますので、

そういう中で実施していると思います。それを年２

回あるいは３回にしたらどうかということですが、

２回にする、あるいは３回にすることでどういう効

果があるのかということについて、まだエビデンス

が余りないと思うので、それについてはすぐ２回、

３回と進めるのはなかなか難しい状況があるかなと

思います。

○又吉清義議員 ですから福祉保健部長、１回の根

拠は何かです。これがわかれば、２回、３回はとて

も簡単ですよ。何も難しくはないと思います。皆さ

ん、医療費の伸び率からすると、例えば実際皆さん

が１年間で払った給付費は約360億円です。１％伸び

たら３億6000万円です。この１億円をかけるだけで、

子供たちの健康を―１％どころではないですよ。確

実にすごいぐらい変わります。これが各市町村には

ね返る財源はもっとすごいです。皆さんの補助は４

分の１です。いかにすごいかということです。です

から、実際皆さんにぜひ検討していただきたいのは、

本当にいかに２回、３回できるかということと、こ

の予算が幾らでできるのかもぜひ試算していただき

たい。

もっと単刀直入に言いますと、今、学校で起きて

いる発達障害は早期発見、早期治療です。これは６

歳までに発見できたらほとんど完治します。これは

大阪府でもう実際に出ています。しかし、発達障害

は親として非常に心が苦しいもので、みずから言わ

ないのです。ですから、学校現場の先生方もその認

識がありませんので気づきません。しかし、学校現

場は非常に困っております。だから、こういう子供

たちは早期発見、早期治療なのです。大体生後半年

の間に発見すれば、ほとんど90％以上が治ると言わ

れております。しかし、親がこれに気づかないので

す。そういった意味でも、保育園なり幼稚園なり小

学校でもそこまで拡大してやることによって、県民

みんなが幸せになりますよということです。

ですから、もう一回部長にお尋ねしますが、１回

の根拠は何か理由があるのかないのか。なければぜ

ひ福祉保健部、そして環境生活部、教育委員会、こ

ういった全庁体制で取り組まないと解決できないか
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ら言うわけです。これは福祉保健部だけで解決でき

ませんよ。学校現場も一緒に、みんなでぜひやって

いただきたいところですが、改めて聞きます。１回

の根拠はありますか。

○崎山八郎福祉保健部長 １回の根拠についてはよ

くわかりませんけれども、一応法律上１回と規定さ

れているので、それに従って実施しているところだ

と思います。

それで、全庁的というような話においては、先ほ

ど健康増進課長からもありましたけれども、食育推

進計画を農林水産部あるいは教育庁とも連携をとり

ながら進めているところでありますし、健康おきな

わ21計画にしても、いろいろな関係機関、団体と連

携しながら取り組んでいますので、今後も進めてい

きたいと思います。

○又吉清義議員 ぜひ福祉保健部長、何か突破口を

開いてください。壊れた人間を治すだけではなくて、

壊れない人間をつくることも大事かと思います。

先ほどから食育推進が出ていますが、実は私も個

人的に好きで取り組んでいることでありますが、ず

ばりお尋ねします。難しい問題です。学校現場で食

育を推進できる資格を持っている方が何名いるか把

握していますか。

○国吉秀樹健康増進課長 特に資格を持ってやると

いうことではないと思っていますけれども、例えば

食生活改善推進員というボランティアの方々がおら

れますけれども、こういう方々が市町村の教育委員

会と連携をとりながら、あるいは幼稚園、保育園と

連携をとりながら、実習などを含めてやっているこ

ともございます。あるいは母子保健推進員という方

々もおられますけれども、この方々が市町村などと

一緒にやっていることもございます。

○又吉清義議員 食育推進を進めるからには資格が

必要なのです。栄養士の上の段階です。多分片手で

おさまるぐらいしかいませんので、ぜひ皆さん、こ

れも育ててください。よろしくお願いします。

○仲村未央委員長 以上で、又吉清義議員の質疑を

終了いたします。

新垣良俊議員。

○新垣良俊議員 委員外議員ですので、簡潔に質疑

をして、また、簡潔に答弁をお願いしたいと思いま

す。重複しない質疑をやりたいと思っています。

環境生活部の中の公共関与事業推進費ですが、こ

れはもう５年ぐらいになりますか。現場も当時の土

木環境委員会のメンバーで見たのですが、管理型最

終処分場の整備に要する経費ということで、今回１

億7585万4000円の予算が計上されているのですが、

前年度の当初予算の大体８倍余の予算であります。

それについて御説明をお願いします。

○古謝隆環境整備課長 公共関与事業推進費につき

ましては、地域の理解を深めていただくためにいろ

いろと説明会を開催したり、あるいは先進地視察を

していただくということで、その経費をこれまで約

2500万円前後計上してきたところでございます。平

成24年12月補正予算で、公共関与の推進を図るため

新会社の出資金を5000万円計上しまして、今年度は

追加の出資金ということで、１億7585万4000円のう

ち１億5000万円を追加で出資するということで、そ

の分が増になっております。残りの分については、

引き続き地元の合意形成の推進につながるように、

先進地視察などを行っていきたいという予算でござ

います。

○新垣良俊議員 平成24年度までに地域の合意形成

を得るということで予算を計上してやったと思うの

ですが、この地域の合意形成はどうなっていますか。

先進地視察もやったと思うのですが、それについて

はどのようになっていますか。

○古謝隆環境整備課長 地域に産業廃棄物処分場の

立地について理解を深めていただくために、県では

これまでいろいろと説明会を開催しまして、名護市

の候補地につきましてはこれまで11回、今年度は７

回開催しています。住民の方々も説明会だけでは状

況がなかなか入ってきませんので、先進地の事例を

見ていただくということで、先進地の視察もこれま

で６回、延べ人数にしますと113名参加していただい

ております。現在、高知県にある最も先進地と思わ

れる処分場―オープン型ではなくて屋根がついた公

共関与の処分場ですが、これが一番最新の処分場で

水処理も非常に適切に行えるものですから、飛散も

流出もないということで、それを見ていただいて理

解を深めた上で、また説明会でもって意見交換をし

て、さらに理解を深めていただこうといろいろ調整

しているところです。

○新垣良俊議員 今、地域の方が先進地視察で６回、

それから113名―これは延べ人数だと思うのですが、

先進地視察をやったということですが、平成25年度

の１億7000万円は施設の整備に回るのですか。

○下地寛環境生活部長 平成25年度の予算は先ほど

説明したように、１億7000万円余のうち１億5000万

円は出資金ということで、今年度で7000万円の出資

金が集まっております。プラスアルファで平成25年

度は県の出資、それから沖縄振興開発金融公庫の出
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資、その他県内の有力企業等に出資をお願いしてい

くわけですが、最終的に出資金10億円、それから国、

県の補助金が大体14億円、借り入れ12億円というよ

うな資金の準備をしまして、資本金もそうですが、

それも含めて基本設計から実施設計、建築という形

での財源として使う予定であります。

○新垣良俊議員 今、環境生活部長から出資金につ

いていろいろあったのですが、これは何年に施設の

着工を予定しておりますか。

○下地寛環境生活部長 工事の着工については、あ

くまでも地域の理解を得ることが前提でございます

ので、今鋭意、安和区の住民―基本的には大多数の

方が賛成いただく方向でないとこの事業は進めませ

んので、とにかくそれを優先させるということで、

もちろん目標は持っておりますけれども、県内の管

理型産業廃棄物最終処分場の残与容量は非常に逼迫

しています。平成28年度ぐらいから供用できないか

という希望を一応持っておりますけれども、でも、

それがありきではなくて、あくまでも地元の理解が

得られた段階で事業に着手するという心づもりであ

ります。

○新垣良俊議員 地域の合意形成がないと進まない

ということでありますので、ぜひ頑張って、平成28

年度と言わず平成26年度でもいいですから、早く整

備してほしいと思います。

それから、離島ごみ処理広域化調査事業について、

離島市町村の一般廃棄物処理コストの軽減を図るた

めとありますが、この事業について御説明をお願い

したいのです。

○古謝隆環境整備課長 入り口のところから説明い

たしますと、まず沖縄本島の市町村につきましては、

一部事務組合を設立しまして、ごみ処理の広域化あ

るいは高度化、効率化を図りまして、コストの低減

がかなり図られています。

一方、離島市町村におきましては、財政的にも非

常に脆弱ですし、沖縄本島に比べてごみ処理コスト

が高いという状況があります。具体的に申し上げま

すと、平均的な数値ですが、平成22年度で年間１人

当たりの処理料金が3157円沖縄本島より高いという

数値が出ています。したがいまして、離島市町村同

士で連携をとって、ごみ処理施設の広域化をしたり、

あるいは沖縄本島の市町村と離島の市町村で連携し

たり、運搬ルートを合理化するなどして、何とかコ

スト低減策を検討して提案することができないかど

うか。この辺をしっかり調査をして、市町村も含め

た上で意見交換をしていくための経費を平成25年度

から計上しております。具体的に申しますと、平成25

年度、平成26年度は沖縄本島の周辺離島を中心にや

れたらと思っています。平成27年度は、域内の連携

強化ということで宮古地域、八重山地域。それぞれ

中核となる宮古島、あるいは石垣島がありますので、

それを中心とした周辺離島との連携という形で調査

をして、市町村に提言できる内容にまとめていきた

いと思っています。

○新垣良俊議員 離島のごみ処理問題ですが、実は

座間味村が処理施設をつくっていますよね。７億円

余をかけてつくったのですが、これが動いていない

ということで、今、那覇市といいますか、那覇・南

風原クリーンセンターに運搬しているのですが、こ

の事業は座間味村を対象にするということですか。

それとも、沖縄本島周辺の離島ですから、今言って

いるように座間味村、渡嘉敷村、粟国村、渡名喜村、

その辺を含んでの広域化ですか。これについてお願

いします。

○古謝隆環境整備課長 我々が今考えているのは、

沖縄本島との連携を踏まえた周辺離島ということで、

まずは南北大東村であるとか、伊是名村、伊平屋村、

伊江村あたりが沖縄本島との連携の可能性があると

思います。あわせて、先ほど議員がおっしゃいまし

た渡嘉敷村とか座間味村、特に渡嘉敷村などは年間

１人当たり６万1000円ぐらいの処理料金がかかって

いまして、沖縄本島の一番安いところで糸満市が4000

円ぐらいということで相当な開きがありますので、

座間味村、渡嘉敷村、渡名喜村、粟国村、そういっ

たところも調査の対象に入れております。

○新垣良俊議員 処理施設を動かす場合には財源的

にもたないということだったのですが、今現在、周

辺離島で動かしている処理施設は何カ所ですか。

○古謝隆環境整備課長 離島市町村においては、今

まで連携がありませんでしたので、大体単独で整備

をして、財源的に非常に苦しい状況になっています。

動いていない施設は、今おっしゃられた座間味村で

す。あと、渡名喜村の焼却施設も動いていないと思

います。今後施設整備をするに当たっては、やはり

単独でやるとコスト高になりますので、何とか周辺

の市町村との連携あるいは沖縄本島と連携して廃棄

物を運んで、焼却後の灰については自前で最終処分

場をつくって受け入れるとか、そういったいろいろ

な連携の仕方があると思いますので、コスト低減に

つながるような方策を提言できるように、調査結果

をまとめていきたいと思っています。

○新垣良俊議員 これは運搬ルートの調査とかいろ
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いろありますので、離島財政の負担軽減を図る意味

でも、ぜひとも県のお力が必要ですのでお願いした

いと思います。

次は、福祉保健部の待機児童対策特別事業につい

て、待機児童の市町村ごとの数字を後ででもいいで

すから資料で欲しいです。昨年の４月時点で1174人

の待機児童がいたらしいのですが、今年度は昨年度

に比べてふえているのではないかと思っているので

すが、それについてはどうですか。

○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長 平成24

年の４月１日現在が2305名になっておりまして、平

成24年の10月１日現在が3326名、差し引きで1021名

ふえております。

○新垣良俊議員 この待機児童の関係で、東京都で

親御さんたちが子供たちを連れて、役所に抗議しま

した。東京では保育士が足りないので増設もできな

いということであるのですが、潜在的な保育士がい

ると思うのです。例えば結婚して子供を産んで、仕

事をやめている保育士が何名かという数字はわかり

ますか。

○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長 平成24

年４月１日現在の保育士の登録者数が１万7071名と

なっており、そのうち公立、私立保育所で従事する

保育士の数は7156名となっておりまして、潜在的な

保育士の数は約１万名ということになります。

○新垣良俊議員 首都圏では保育士が足りないよう

で、地方から保育士の人材獲得をしようということ

で、ある雑誌には寮もつくって保育士の人材確保を

図るという話があるのです。沖縄県から首都圏に、

大阪府でもいいですが、仕事に行ったということは

ないですか。

○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長 県内の

保育士の登録者のうち、県外で保育士として勤めて

いる数は把握してございません。

○新垣良俊議員 保育士の資格は、取ったらそのま

まで資格の更新等はしなくていいのですか。どのよ

うになりますか。

○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長 保育士

に関しましては登録制ということで、一度登録しま

すと、変更事項がない限りはそのままということに

なります。

○新垣良俊議員 沖縄県は、又吉議員からも話があ

りましたように長寿県であったのですが、今回女性

が１位から３位に、男性は大体中ごろ、26位ですか。

そういうことで健康もあるのですが、沖縄県は2025

年まで人口が伸びる唯一の県だと言われています。

それで今、働こうとしても子供を預けるところがな

い。待機児童の数がだんだんふえているのです。新

垣安弘議員からも幼稚園の延長保育といいますか、

幼稚園でのミニ保育というのが必要という話があっ

たのですが、経済振興、産業振興の意味でも、保育

所、産み育てやすい環境づくりは最も必要ではない

かと思うのですが、それについて福祉保健部長はど

う考えていますか。

○崎山八郎福祉保健部長 待機児童解消のために、

今、安心こども基金での保育所整備であったり、あ

るいは沖縄振興一括交付金を使った認可外保育所の

認可化を進めたり、そういう形で保育所整備を進め

て、待機児童の解消を図っていくことを進めている

ところであります。

○新垣良俊議員 少し前後しますが、保育所の整備、

新設といいますか、例えば認可外保育所から認可保

育所に移行する場合や保育所をつくる場合は、敷地

が何平米以上でないといけないとか、要件というも

のがあると思うのです。それが厳し過ぎて、認可外

保育施設から認可保育所に移行できないという事例

はないですか。

○仲村到青少年・児童家庭課保育対策室長 県で把

握しています情報としまして、市町村との意見交換

や認可外保育施設からのアンケート結果によります

と、認可外保育施設の敷地が狭隘であるとか、あと

は建物が賃貸物件であることが課題になっていると

いうことは聞いております。

○新垣良俊議員 認可保育所を新設する場合、国の

基準で、例えば１歳の場合の必要床面積、２歳の場

合の必要床面積は何平米というのがあると思うので

すが、これは県の基準ということはできないですか。

県で基準をつくって、県の基準で認可保育所にでき

ないですか。

○垣花芳枝福祉企画統括監 国の定めている最低基

準でございまして、やはり子供を養育する環境とし

て、衛生的なもの、発達的なものを含めてこの広さ

は必要ということで最低基準を示しておりますので、

そこをさらに切り下げるのはなかなか厳しいかとは

思っております。ただ、議員がおっしゃるように、

敷地面積に条件があるわけではなくて、建物として

広さをどう確保していくのか、機能を確保していく

のかということが基準でございますので、そういう

意味では、要するに空き建物をどれくらい確保でき

るのかということは、今後ひとつ集中的に確保して

いくための努力をする必要があるとは思っています。

もう一つは、小規模保育事業ですとか第２園とか
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小さな部分は、若干基準的なものとはまた違ってま

いりますので、建物も違いますけれども配置基準と

かも違うところがありますので、やはり柔軟に対応

していきたいと思っています。今求められるのは、

保育ママのような家庭的な保育をどう進められるか

ということを今は考えています。

○新垣良俊議員 親御さんは、認可外保育施設より

は認可保育所がいいということでありますので、子

供を産み育てやすい環境はぜひとも大事だと思いま

すので、待機児童を解消するような事業の推進をぜ

ひともやってほしいと思います。

○仲村未央委員長 以上で、新垣良俊議員の質疑を

終了いたします。

仲田弘毅委員。

○仲田弘毅委員 本日のしんがりを担う仲田でござ

います。部局長を中心にして執行部の皆さん、本当

にお疲れさまでございます。特に先ほどお答えいた

だいた仲村青少年・児童家庭課保育対策室長、どん

どん声が小さくなって、大丈夫かなという心配もい

たしましたけれども、最後は元気よく締めてまいり

たいと考えております。

最初の質疑は、福祉保健部健康増進課についてで

ありますが、新型インフルエンザは平成21年度のピー

クを皮切りに、ことしの１月の前半まで本格的に流

行しましたが、その経過をまずはお願いしたいと思

います。

○国吉秀樹健康増進課長 今御指摘の平成21年に流

行いたしました新型インフルエンザは、平成23年３

月をもってインフルエンザ等感染症という、新型で

はなくて季節性のインフルエンザということになっ

ております。このときは県内で非常に流行いたしま

して、サーベイランスの報告をもとにすれば、当時

約22万人が罹患したという推計があります。その後

の流行状況でありますけれども、季節性の流行であ

りますが、平成22年のシーズンが約14万人、平成23

年が約16万人というように推計されています。また、

冬場だけではなくて夏場にもインフルエンザの流行

は発生しています。今シーズンの罹患者につきまし

ては、１月第１週から統計をとっておりますけれど

も、１万1860人報告されていますので、そこから推

計いたしますと５万9000人ということでございます。

○仲田弘毅委員 そのような感染症に関しましては、

やはり集団感染という観点からいきますと、特に弱

者と言われる老人、福祉施設といったところ、ある

いは各学校関係が集団で罹患してしまうおそれがあ

るわけですが、本県において施設等含めて、あるい

は学校において学級閉鎖、学年閉鎖がどれぐらいあっ

たか、まずはお聞きしたいと思います。

○国吉秀樹健康増進課長 一番流行しました平成21

年では、学校の数で申し上げますが、学校を休校し

たのが315校となっております。その後、平成22年は

９校、平成23年が14校、そして平成24年が３校となっ

ております。今シーズンの学校閉鎖につきましては、

３月12日現在で３件―幼稚園が２件、小学校が１件

となっております。

○仲田弘毅委員 これは福祉施設、あるいは学校等

を含めて福祉保健部が多分所管すると思いますけれ

ども、そこから施設への具体的な対策といったもの

は毎年なされておりますか。

○国吉秀樹健康増進課長 感染拡大をなるべく可能

な限り緩やかにしていくことが目的で、あとは委員

がおっしゃるように、かかってしまった弱い方をや

はり守っていかないといけない。それから、集団生

活者にやはり注意しないといけないと思っておりま

して、ワクチン接種でありますとか、それから手洗

いの励行等のチラシをつくっておりまして、マスコ

ミあるいは施設にも配付させてもらっております。

○仲田弘毅委員 こういった施設、特に学校等にお

いては、学級閉鎖あるいは学年閉鎖をするときにお

いて、誰が責任を持って、あるいはどういった基準

でもって閉鎖するかということがよく問われるわけ

です。資料によりますと、学校においては学校の校

医あるいは学校長が最終的な判断をするということ

ですが、福祉保健部としてはそういったものに対し

て指導も行っておりますか。

○国吉秀樹健康増進課長 まず、学級閉鎖、学校閉

鎖の権限はあくまでも施設長でございます。施設長

が学校の先生とよく相談をされるということだと思

います。ただ、県としましては、毎月危機管理対策

委員会というものを持っておりますけれども、その

中で学校の代表にも来てもらっております。そうい

うところで何かあるごとに情報提供をして、連携に

努めております。

○仲田弘毅委員 そういった感染に関しては、重症

化を防ぐというのが大きな課題だと言われておりま

すので、そういった面ではしっかりとリーダーシッ

プを持って頑張っていただきたいと思います。

同じく福祉保健部の中の青少年・児童家庭課、こ

れは児童手当についてですが、政権がかわりまして、

子ども手当支給法案等が若干二転三転ありまして、

現場あるいは各家庭において、子育て真っ最中の親

御さんが大変混乱しているというお話がありますけ
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れども、現在の制度と児童手当の支給等についてお

聞かせください。

○山城秀史青少年・児童家庭課長 平成21年度まで

の児童手当から、平成22年度から子ども手当、さら

には平成24年４月から児童手当ということで変遷を

たどっておりますけれども、昨年平成24年４月から

は、児童１人当たりの支給額はゼロ歳から３歳まで

は一律月額１万5000円。それから３歳以上小学校修

了前までにつきましては、第１子、第２子につきま

しては月額１万円、第３子以降につきましては月額

１万5000円。また、中学生につきましては一律月額

１万円となっております。

○仲田弘毅委員 このことは、まず各家庭において

余りわからない親御さんがたくさんいらっしゃる。

児童手当を今もらっているけれども、それ以外に子

ども手当なるものがもらえるのではないかというお

父さんお母さんもいらっしゃいますので、その周知

徹底を41市町村と連携をとりながら、しっかりやっ

ていただきたいと思います。

青少年・児童家庭課の件で児童虐待問題です。こ

れは予算で4300万円ほど被虐待児等地域療育支援事

業というのがありますが、どのような事業になって

おりますか。

○山城秀史青少年・児童家庭課長 これは平成25年

度から沖縄振興一括交付金を活用した事業をスター

トしていきたいと考えております。全国的に児童虐

待件数が増加する中、沖縄県におきましては、児童

相談所が対応しました児童相談処理件数が、平成22

年度の420件から平成23年度は414件ということで、

若干ではございますけれども減少しております。し

かしながら、高どまりしているという背景がござい

ます。そういたしますと、児童養護施設等に入所し

ている児童についても、より専門的なケアが必要な

被虐待児等が多くいるものと認識しておりまして、

この事業を活用して支援に努めてまいりたいと考え

ております。

○仲田弘毅委員 例えば、間違いなく虐待の事象が

ある家庭においても、それをチェックする機能が、

プライバシーの問題も絡んで家庭へ踏み込むことが

できないという大きな指摘もありますが、その件に

ついてどのようにお考えですか。

○山城秀史青少年・児童家庭課長 大変難しく、ま

た大事な問題だと考えております。児童虐待防止法

が施行されましてもうかなり年数がたちますけれど

も、児童虐待につきましては早期発見、早期対応が

大変重要な課題だと考えております。また、児童虐

待が実際に起きた場合には、早期に介入していくこ

とも重要でございます。こういったこともございま

すので、まず早期発見で重要な役割を担っている医

療機関に対しましては、児童虐待の対応マニュアル

を昨年度から配付して、連携体制を構築しておりま

す。また、県民の皆様に対しましては、ポスターや

パンフレットの掲示、あるいは各種講演会などの開

催によりまして、児童虐待を見聞きするといいます

か、疑いがある場合にも通告していただく通告の義

務についての周知も図っているところです。

○仲田弘毅委員 残念ながら最後の質疑になります

が、これは環境生活部関連でありますが、抜粋資料

の10ページ、食品衛生指導費あるいは監視費という

ものがありますけれども、福祉保健部長は長いこと

中部福祉保健所におりましたから、社団法人沖縄県

食品衛生協会というものがあるのを御存じですよね。

どのような団体でしょうか。

○阿部義則生活衛生課長 食品営業者がみずからの

自主管理性を高めたり、食品衛生の向上という形で

社会に貢献する目的で、今で言う特例民法法人―や

がて一般社団法人に変わりますけれども、そういう

準公益的な団体を構成しております。そのことを今

おっしゃっていると思います。

○仲田弘毅委員 なぜ崎山福祉保健部長かと申しま

すと、県食品衛生協会中部支部は、中部福祉保健所

の中にあります。そして、県庁では多分環境生活部

の生活衛生課が管轄している。だから若干の差があ

る。余りピンとこないところもあるわけです。とい

いますのは、監視は今、各保健所が担当して食品関

係の工場等のチェックはやるわけですが、そこの監

視には保健所の職員が行きます。そして、環境生活

部も協力されているかもしれませんが、この職員が

年々減っているわけです。そして、観光立県を唱え

ている沖縄県の食の安全を担っている食品衛生協会

の会員も減っている。このことを大変危惧している

わけですが、その職員の数がどのぐらい減っている

か答弁できますか。

○阿部義則生活衛生課長 ここ数年は、削減にはなっ

ていないという認識でございます。

○仲田弘毅委員 抜粋資料の３ページをお開きいた

だきたいと思うのですが、会員の免許更新時の手数

料の証紙収入が2200万円余り落ち込んでいるわけで

す。証紙の売り上げ、つまり収入で入るべき金が落

ち込んでいる。これは会員数が減っているというこ

と。この会員数をカバーするには、指導員が一生懸

命営業団体をフォローしていく必要があると思いま
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す。食品衛生の現場での指導は、監視員と食品衛生

協会の職員、特に指導員と言われる方々が一緒になっ

てチェックをしながら、沖縄県の食の安全を担って

いるというような自負もあります。余り深くは追及

しませんから、ぜひそこの監視費、指導費をある程

度面倒見ていただいて、ほとんどボランティアで頑

張っていますので、大きなイベントがあるとき―海

邦国体でも美ら島沖縄総体2010でも弁当関係、仕出

し関係で協力した団体でありますので、どうぞよろ

しくお願いいたします。

○仲村未央委員長 以上で、仲田弘毅委員の質疑を

終了いたします。

以上で環境生活部長、福祉保健部長、病院事業局

長及び各県立病院長に対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、御苦労さまでした。

次回は、３月18日 月曜日 午前10時から委員会

を開きます。

本日の委員会はこれをもって散会いたします。

午後８時29分散会
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